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Ⅰ．序論 

医療技術者を養成する学校で実施される臨床実習について，専門的な知識や技術が不足しているという理由で，実習が

途中で中断してしまうことや，単位が不認定になるということはイメージしやすい．しかし，近年の臨床実習では，学内

教育レベルとして十分な知識や技術を有している学生であったとしても，コミュニケーションの不足，モチベーションの

低下，指導内容の理解不足などの要因で，実習が中断または単位不認定となるケースが増えてきている 1-3)．このような

学生は臨床実習に行かせても良いかどうかの基準を越えているので，実習に行ってから学生本人，家族や教員などの周囲

の人間に問題が認識されることとなる．このことから，知識や技術以外で臨床実習をやり抜けるかどうかを見定めること

ができる要因を明らかにし，その要因に問題がある学生を支援する教育体制や心理教育が必要といえる． 

やり抜く力は海外では Grit と言われ，Duckworth ら 4)は Grit と成人の学歴，アイビーリーグの学部学生の GPA，米国

陸軍士官学校での中退率，英単語のスペルの正確さを競う大会の順位との関係の調査を行い，Grit を長期的目標に対す

る「情熱」と「粘り強さ」と定義されるパーソナリティ特性とした．加えて，Gritは知能指数である IQとは関連がない

が，Big Fiveの誠実性とは高い相関があり，IQや誠実性に比べて高い予測で，成功を証明することを明らかにした．こ

の Gritの概念は日本にも入ってきており，西川ら 5)や竹橋ら 6)が Duckworthらの作成した Grit尺度の日本語版を作成し

ている．大矢ら 7)は西川らが作成した日本語版 Short Grit（Grit-S）尺度を医療技術者養成校の学生 142 名に実施した

ところ，信頼性係数であるα係数が，尺度全体が.62，「根気」因子が.72，「一貫性」因子が.57と「根気」因子以外はあ

まり高い値とはならなかった．竹橋らの尺度を大学生に実施した小助川 8)もまたα係数が，「努力の粘り強さ」因子は.74

であるものの，「興味の一貫性」因子が.59と低い値であり，尺度の再検証が必要ではないかと述べている．竹橋らは，尺

度の「興味の一貫性」因子と「努力の粘り強さ」因子との間の相関が低く，Duckworthらが示した中程度の相関は見られ

なかったことから，東洋文化と西洋文化の違いがあるのではないかと述べている．このことから，日本人のやり抜く力と

Duckworthの Gritには異同が推測され，日本人のやり抜く力の特徴を調べる必要があると考えられる． 

大矢ら 9)は医療技術者養成校の臨床実習に関する文献研究を行い，臨床実習の中断や単位不認定となった学生の特徴に

ついて明らかにした．知識や技術の不足とともに情意領域に課題があることが多く，「対人関係能力が低い」，「自己肯定

感が低い」，「自己効力感が低い」，「自己表現が苦手」，「認知の修正が不十分」，「問題解決能力が低い」，「感情のコントロ

ールが苦手」，「ストレス対処能力が低い」，「モチベーションが低い」，「体調管理が不十分」などが挙げられた．この結果

から臨床実習を最後まで乗り越えるやり抜く力を高めるための以下，11の心理教育のテーマを考案した．すなわち，「上

手な対人関係（スーパーバイザー，患者，スタッフ）の作り方」，「自己肯定感（自分は大切な存在だと思える感覚）を高

　　　原著

2



める方法」，「自己効力感（与えられた課題を自分はできるという感覚）を高める方法」，「自分の意見を上手に伝える方

法」，「考え方の幅を広げて，考え方を柔軟にする方法」，「問題解決能力を高める方法」，「緊張，不安，怒りなどの感情を

コントロールする方法」，「リラクセーション方法」，「ストレスとその対処方法（コーピング）」，「やる気（モチベーショ

ン）を維持する方法」，「臨床実習中の体調を維持する方法」である．これらの心理教育を受けることが，近年の臨床実習

において，学内教育レベルとして十分な知識や技術を有しているにも関わらず，他の様々な要因で実習が中断してしまう

リスクのある学生にとっての，臨床実習をやり抜く力を身につけるきっかけになる，という仮説を立てた．「上手な対人

関係（スーパーバイザー，患者，スタッフ）の作り方」については，藤縄ら 10)が臨床実習での対人関係および問題対処能

力向上に対するグループワークを理学療法士，作業療法士を目指す学生に実施し，6グループが「お互いを知り合い共感」

できた体験をし，残り 2 グループでは「話し方，対話の技術を実感」し，「こだわりに気づく」ところまで達成できたと

している．飯塚ら 11)は作業療法士を目指す学生を対象として，臨床実習に向けた対人コミュニケーション能力向上と心

理学的支援を目的とした講座を実施し，実習前不安の自己評価得点を軽減している．山形ら 12)もまた作業療法士を目指

す学生を対象としてソーシャルスキル・トレーニングを実施し，臨床実習に関わるソーシャルスキルを評価するコミュニ

ケーション・スケール，および Objective Structured Clinical Examination（OSCE）で有意な向上が見られた．「自分

の意見を上手に伝える方法」については，長谷川ら 13)が言語聴覚士を目指している学生を対象にアサーション・トレー

ニングを行い，相互作用不安の低減や自己効力感およびアサーティブな自己表現を向上させた．アサーションとは，自分

の気持ち，考え，信念などを正直に，率直にその場にふさわしい方法で表現し，そして相手も同じように発言することを

奨励しようとする態度のことをいう 14)．このように心理教育の導入は行われているが，これらは教員側，スーパーバイ

ザー側からみて重要だと考えられる内容になっており，学生たち自身のニーズに合っているかどうかは明らかにされて

いない．臨床実習を実際にやり抜くのは学生であり，学生目線のニーズを明らかにし，心理教育を受けることが，臨床実

習をやり抜く力を身につけるきっかけになるという仮説を支持するかどうかを検証する必要がある． 

 

Ⅱ．目的 

従来の臨床実習に向けた学生への教育やトレーニングに関する研究は，学生の入学時の成績，臨床実習前までの成績，

ストレスなどの質問紙調査の結果などと臨床実習の成績との関係を調べるものが多く，臨床実習をやり抜くことができ

た要因や必要な心理教育について学生に直接尋ねた研究はなかった．そこで本研究では，実際に臨床実習をやり抜いた大

学生を対象に，臨床実習をやり抜くことができた要因を自由に尋ね，心理教育を受けることが臨床実習をやり抜く力を身

につけるきっかけになり得るかどうかを，ニュートラル，かつ，より仮説生成的に探ることを目的とした．また，学生目

線で臨床実習に行く前に受けておくと良いと考える心理教育を複数選択式で尋ねることで，同仮説，つまり，心理教育を

受けることが臨床実習をやり抜く力を身につけるきっかけになるのかの検証を試みることも目的とした．なお，以上の観

点から，日本人のやり抜く力の特徴についても言及したい． 

 

Ⅲ．方法 

1．調査参加者 

中部地方にある医療技術者養成校である A 大学の 4 年生 69 名が調査に参加した．理学療法学専攻が 26 名（男性 Male

以下 Mと略す：19名，女性 Female以下 Fと略す：7名），作業療法学専攻が 25名（M：10名，F：15名），言語聴覚学専

攻が 18名（M：3名，F：15名）であった． 

2．調査時期 

2019年 2月～3月．調査参加者は卒業式，国家試験の結果発表を残すのみの時期であった． 

3．調査内容 

理学療法学専攻，作業療法学専攻，言語聴覚学専攻の各専攻の教員に同意を得た後，国家試験の振り返りや卒業式準備

の一部の時間を使用し，質問紙調査を実施した．質問紙の内容は，性別，年齢，目指している国家資格，臨床実習をやり

抜くことができた要因（自由記述）と，大矢ら 9)で考えられた 11 の心理教育から学生が必要だと考える心理教育を 4 つ

選択してもらうものである． 
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4．倫理的配慮 

本研究は，新潟リハビリテーション大学の倫理委員会の承認（承認番号 151）を得て行われた．調査参加者には文書と

口頭で調査の趣旨および，対象者の自由意志に基づく調査であること，調査結果は本調査の目的以外では使用しないこ

と，無記名であり，個人が特定されることがないことを説明し，質問紙の提出をもって同意が得られたこととした． 

5．分析方法 

データ分析には，IBM SPSS Statistics 24 を使用した． 

 

Ⅳ．結果 

記入不備の学生はいなかったので 69名全員（有効回答率 100％）を分析対象とした． 

1．臨床実習をやり抜くことができた要因（表 1） 

臨床実習をやり抜くことができた要因（自由記述）として 150 片の記述を得た．KJ 法 15)にならって分類し，1 人が書

いた記述内容の中で複数が同じ小カテゴリーとなった場合は 1つにまとめた．また，1つの記述内容が複数の小カテゴリ

ーに分かれる場合は，分けて分類した．その結果，「相談行動」，「周囲の人々の存在」，「実習先での良好な対人関係」，「知

識と技術」，「ストレス対処行動」，「意志・意欲」，「その他」のカテゴリーが抽出された． 

2．必要な心理教育（表 2） 

大矢ら 9)で考えられた 11の心理教育から学生が必要だと考える心理教育を 4つ選択してもらった結果，「上手な対人関

係（スーパーバイザー，患者，スタッフ）の作り方」,「自分の意見を上手に伝える方法」，「考え方の幅を広げて，考え

方を柔軟にする方法」，「臨床実習中の体調を維持する方法」，「問題解決能力を高める方法」，「ストレスとその対処方法

（コーピング）」，「緊張，不安，怒りなどの感情をコントロールする方法」，「やる気（モチベーション）を維持する方法」，

「自己肯定感（自分は大切な存在だと思える感覚）を高める方法」，「自己効力感（与えられた課題を自分はできるという

感覚）を高める方法」，「リラクセーション方法」の順に多かった．次に，性別や専攻による違いにより特徴があるかどう

かを調べるため，χ2 検定を行った（表 3）．必要だと考える心理教育の男女差を検討したところ，「自分の意見を上手に

伝える方法」（χ2=3.14，df=1，p<.10），「問題解決能力を高める方法」（χ2=2.92，df=1，p<.10）が必要であると選択す

るのは，女性より男性の方が有意に多い傾向にあった．専攻別では，「臨床実習中の体調を維持する方法」に有意差があ

り（χ2=9.90，df=2，p<.01），残差分析によると言語聴覚学専攻が多く選択していた．同様に，「問題解決能力を高める方

法」に有意差があり（χ2=13.35，df=2，p<.01），理学療法学専攻が有意に多く選択していた．「リラクセーション方法」

には有意な傾向があり（χ2=5.92，df=2，p<.10），作業療法学専攻が有意に多く選択する傾向があった． 

 

Ⅴ．考察 

臨床実習をやり抜くことができた要因については，「実習先での良好な対人関係」，「ストレス対処行動」，「意志・意欲」

などが挙がり，大矢ら 9)が考案した「上手な対人関係（スーパーバイザー，患者，スタッフ）の作り方」，「ストレスとそ

の対処方法（コーピング）」，「やる気（モチベーション）を維持する方法」が臨床実習をやり抜く力を身につけるきっか

けになると考えられるが，それらのこと以上に困ったときに相談することができる「相談行動」や学生本人を支えてくれ

る「周囲の人々の存在」の重要性が示されたといえる．このことから，臨床実習前における友人や家族との関係性が臨床

実習をやり抜けるかどうかの予測因子ややり抜く力につながると考えられ，「相談行動」をとりやすくする，「周囲の人々

の存在」への意識を高めるといったテーマの心理教育が重要であるといえる．相談行動については，援助要請，被援助志

向性というキーワードで近年、盛んに研究がされている．永井 16)は大学生を対象に調査を行い，援助要請を援助要請自

立型，援助要請過剰型，援助要請回避型の 3つの類型で捉える援助要請スタイル尺度を開発し，援助要請回避型は，悩み

が多い時でも援助要請行動を行わなかったと述べている．また，永井 17)は後続の研究で，援助要請スタイルとアタッチ

メントとの関係を調査し，援助要請回避型は見捨てられ不安と親密性の回避と正の相関があることを明らかにした．

Bifulcoら 18)は，成人のアタッチメント・スタイルを測定する Attachment Style Interview（ASI）を開発し，回避的な

アタッチメント・スタイルとして，怒り－拒否型（高い不信感と怒りが特徴）と引っ込み型（高い自己信頼が特徴）を挙

げ，これらのスタイルの人は，人との親密な関係を回避したい傾向が高いために，必要な時にさえサポートを求める関係 
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表 1 臨床実習をやり抜くことができた要因（かっこ内の数字は記述数） 

大カテゴリー 小カテゴリー 主な記述内容 

相談行動(45) 

友人に相談(31) 友達と週末会って相談し合っていた． 

教員に相談(8) ゼミの先生への相談． 

家族に相談(5) 親と毎日連らくをした． 

相談できる存在(1) 相談できる人がいた事． 

周囲の人々の存在(26) 

他の実習生の存在(7) 他の大学の実習生がいてくれたこと． 

先輩からの支援(7) 同じ実習先に行った先輩にアドバイスをもらった． 

友人の存在(6) みんな頑張っていると思って，頑張る． 

家族の存在(4) 家族がきてくれた． 

教員の存在(1) 学校の先生． 

先輩の存在(1) 先輩 STの姿を見て，私もこんな STになりたいと思った． 

実習先での良好な対人関係(24) 

スーパーバイザーとの関係(15) バイザーの先生との関係性が良好であった． 

患者との関係(6) 目の前にいる患者さんのためになりたいと思った． 

スタッフとの関係(3) 実習先の職員さんにめぐまれた． 

知識と技術(23) 

実技練習(13) 検査練習をたくさんして自信をつける． 

知識定着(8) 教科書や参考書を読んで実習に臨んだ． 

実習前までの努力の実感(2) 今までの努力と根性． 

ストレス対処行動(17) 
気晴らし行動(10) 休みの日は気分転換！！ 

報酬(7) 実習後の楽しみを作った． 

意志・意欲(13) 

根性(7) 嫌でも終わると思って頑張った． 

失敗したくない気持ち(4) いままでの苦労がムダになるから． 

医療技術者になりたい気持ち(2) PTになりたいという気持ち． 

その他(10) 体調管理(2)，情意領域(1)，力を入れるバランス(1)，適切な自己主張(1)，笑顔(1)，など 

 

表 2 学生が必要であると選択した心理教育 

順位 心理教育の内容 人数（割合） 

1 上手な対人関係（スーパーバイザー，患者，スタッフ）の作り方 63人（91.30%） 

2 自分の意見を上手に伝える方法 43人（62.32%） 

3 考え方の幅を広げて，考え方を柔軟にする方法 33人（47.83%） 

4 臨床実習中の体調を維持する方法 25人（36.23%） 

5 問題解決能力を高める方法 24人（34.78%） 

5 ストレスとその対処方法（コーピング） 24人（34.78%） 

7 緊張，不安，怒りなどの感情をコントロールする方法 16人（23.19%） 

7 やる気（モチベーション）を維持する方法 16人（23.19%） 

9 自己肯定感（自分は大切な存在だと思える感覚）を高める方法 13人（18.84%） 

10 自己効力感（与えられた課題を自分はできるという感覚）を高める方法 11人（15.94%） 

11 リラクセーション方法 8人（11.59%） 

 

を回避するとしている．以上のことから援助要請回避型や回避的なアタッチメント・スタイルが臨床実習をやり抜けるか

どうかの予測因子に強い影響を与えていると考えられる．援助要請の態度・意図・行動いずれかの向上を目的とした，無 
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表 3 学生が必要であると選択した心理教育についてのχ2検定の結果（数字は選択人数） 

 

 

作為対照化試験による介入研究を展望した Gulliverら 19)は，援助要請の行動を改善するには，知識の提供という介入よ

りも，認知行動療法と症状に関する個人的なフィードバックが効果があったと述べている．アタッチメントに基づく介入

方法としては，メンタライゼーションに基づく治療が参考になると考えられる．メンタライゼーションとは，「個人が，

自分自身や他者の行為を，内的な精神状態（たとえば，欲望，ニーズ，感情，信念，そして理由）に基づいた意味のある

ものとして，黙示的および明示的に解釈する過程」20)と定義されている．池田 21)はメンタライゼーションの骨子として，

①自分や他者のこころの状態に思いを馳せること，②自分や他者の取る言動をその人のこころの状態と関連づけて考え

ること，という 2点を挙げている．メンタライゼーションの能力を高めることが，良好な対人関係を維持し，アタッチメ

ントに変容を促す方法といえる．メンタライゼーションを強化する心理教育についても開発されている 22)． 

学生が臨床実習に行く前に受けておくと良いと考える心理教育については，選択した人数の違いはあるが心理教育を

受けることが，臨床実習をやり抜く力を身につけるきっかけになるという仮説が支持され，かつ心理教育の重要度には性

別や専攻によって違いがあることが明らかとなった．男性は女性に比べて「自分の意見を上手に伝える方法」を重視して

いたことから，アサーション・トレーニングのニーズが高いと考えられ，言語聴覚士を目指している学生を対象にアサー

ション・トレーニングを行った長谷川ら 13)の研究は参考になるであろう．臨床実習においてスーパーバイザーや患者に

何かを伝える場面など，実際に想定される場面をイメージしながらトレーニングするとより効果的であると考えられる．

男性が女性に比べて，理学療法学専攻が他専攻に比べて「問題解決能力を高める方法」を重視していた．臨床実習で実際

に起こる問題をテーマに挙げ，問題解決の進行過程に沿って，問題解決を行う体験を積み重ねることが効果的と考えられ

る．作業療法学専攻では，他専攻に比べて「リラクセーション方法」を重視していたことから，「漸進的筋弛緩法」，「呼

吸法」，「誘導イメージ法」などのニーズが高いと考えられる．漸進的筋弛緩法は，健常者の副交感神経活動の増加や唾液

中コルチゾールの減少，気分の安定感などをもたらすことが明らかにされている 23)．言語聴覚学専攻では，他専攻に比

べて「臨床実習中の体調を維持する方法」を重視していたことから，健康教育のニーズが高いと考えられる．滝澤 24)によ

ると，健康教育の目標は，①学習者が主体的に関与しながら，健康に向けての知識を身につける，②信念や態度など，健

康に対する積極的な意欲を高める，③健康に関する技能に習熟する，の 3 つである．医療技術者を目指す中で，患者の健

康にだけ焦点を向けるのではなく，援助者側の健康にも注意を向けられるよう意識させることが重要である．  

日本人のやり抜く力について，本研究では，臨床実習をやり抜くことができた要因に「意志・意欲」という Duckworth

の「情熱」と同様の結果も示されたが，「意志・意欲」よりも「相談行動」や「周囲の人々の存在」の方が重視されてい

た．このことから，日本人のやり抜く力と Duckworth の Grit には異同が存在するのではないだろうか．日本人のやり抜

く力は Duckworthが定義をする Gritよりも American Psychological Association がレジリエンス（逆境に立ち向かっ

ていく力などと訳される）に関連する因子として挙げている「コミュニーションと問題解決のスキル」25)に近いのかもし

れない．Markusら 26)は，文化的自己観は相互独立的自己観と相互協調的自己観に大別されると述べており，Duckworthの

Grit の定義は自己と他者は独立しているという相互独立的自己観の表れであり，本研究で得られた日本人のやり抜く力

の特徴は，自己と他者が相互協調的な関係を持つことが重視される相互協調的自己観の表れといえるかもしれない．今後

M F χ 2検定 理学 作業 言語 χ 2検定

上手な対人関係（スーパーバイザー，患者，スタッフ）の作り方 30 33 25 22 16

自分の意見を上手に伝える方法 24 19 † 16 19 8

考え方の幅を広げて，考え方を柔軟にする方法 13 20 12 12 9

臨床実習中の体調を維持する方法 10 15 6 7 12 **

問題解決能力を高める方法 15 9 † 16 4 4 **

ストレスとその対処方法（コーピング） 8 16 8 10 6

緊張，不安，怒りなどの感情をコントロールする方法 5 11 5 7 4

やる気（モチベーション）を維持する方法 8 8 6 7 3

自己肯定感（自分は大切な存在だと思える感覚）を高める方法 5 8 4 5 4

自己効力感（与えられた課題を自分はできるという感覚）を高める方法 6 5 5 1 5 †

リラクセーション方法 4 4 1 6 1 †

†p <.10，*p <.05，**p <.01

性別 専攻別
心理教育の内容
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の研究で，日本人のやり抜く力についてもさらに明らかにしていきたい． 

 

Ⅵ．今後の課題 

本研究は 1つの医療技術者養成校の結果であって，すべての医療技術者養成校の学生の特徴ではない．今後は本研究の

結果の汎用可能性を検討，検証する必要がある． 
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脳卒中リハビリテーションに関わる医療従事者が 

動機づけ方略を学ぶ機会についてのアンケート調査 

Opportunity where Medical Professionals Learn Motivational Strategies 
for Stroke Rehabilitation: A Descriptive Cross-sectional Study 
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Department of Physical Therapy, School of Health Sciences, Shinshu University 

2) 浜松医科大学 医学部 医学科 総合人間科学講座（心理学） 

Laboratory of Psychology, Hamamatsu University School of Medicine 

 
キーワード: 意欲、便宜的抽出法、リハビリテーション教育 

 
I. はじめに 

脳卒中患者に対するリハビリテーションにおいて、活動の再建を図るために、集中的な課題反復練習が推奨されてい

る 1)。このような練習を継続するために、患者には高い意欲が要求される。Rapolienė et al. (2018) 2)は、脳卒中リハ

ビリテーションにおける患者の意欲と機能的帰結の関係を検討し、意欲が高い患者ほどリハビリテーションによる日常

生活活動の改善が大きかったと報告している。このように、練習に対する患者の意欲は、リハビリテーションによる治

療効果を引き出す重要な因子であると考えられている 3)。それゆえ、治療介入に加えて動機づけを行うことは、患者の

練習への意欲を高め、リハビリテーションの治療効果を引き出すために、有効な手段である 4-9)。 

これまでの研究では、患者の意欲を高めるために、褒め、医学的情報の提供、目標設定など様々な方略を医療従事者

が実践していることが報告されている 10) 11)。また、褒めや情報提供などいくつかの動機づけ方略は、歩行速度の向上や

気分の改善などリハビリテーションに有益な効果をもたらすことが示されている 4-9)。しかしながら、医療従事者が動機

づけ方略を学ぶ機会については、これまで報告がない。  

本研究の目的は、医療従事者が脳卒中リハビリテーションの臨床現場で実践している動機づけ方略を、いつ、どのよ

うな機会に学んでいるのかを明らかにすることである。また、患者の意欲が日常生活活動の改善にどの程度重要である

と医療従事者が認識しているのかについて、年齢や身体機能などこれまでに報告されている関連因子 12-14)との比較から

検討した。 

 
Ⅱ. 対象および方法 

1. 研究デザイン 

本研究では、記述的横断研究デザインを用い、便宜的抽出法によるアンケート調査を実施した。本研究計画は、浜松

医科大学倫理審査委員会の承認を得た(承認番号: 18-136)。アンケートへの回答前に、すべての対象者から自由意思に

よる同意を得た。本論文は、アンケート調査についての国際ガイドラインに従って執筆した 16)。 

 

2. 対象 

対象者の適格基準は、リハビリテーションに従事している医師、看護師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、臨

床心理士とした。対象者の募集に際して、回復期リハビリテーション病棟協会第 33回研究大会および第 48回長野県理
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学療法学術大会の協力を得た。対象者を募集するために、学会会場内にノートパソコンを設置したアンケート回答ブー

スを設営した。また、ブース付近で、調査についての簡単な説明とアクセス用の QRコードを記載したリーフレットなら

びにポスターを用い、調査について広報した。本調査への参加に関心のある医療従事者は、自分自身のスマートフォン

やコンピュータ、またはブースに設置したノートパソコンからアンケート回答用のウェブサイトにアクセスした。アン

ケートでは、はじめに研究の目的などの説明文が表示された。ここで対象者は、研究参加への同意、職種、臨床経験年

数を回答した。適格基準を満たした対象者は、調査用のページへ進んだ。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3. 調査内容の構成 

アンケートは、国際的なガイドラインならびにチェックリストに従って作成した 15) 16)。アンケート作成には、Google 

Form(Google LLC, Mountain View, CA, USA)を使用した。すべての設問に回答した対象者に対して、抽選で 50名に

1,000円の謝礼を支払った。 

アンケートの設問は、関連の先行文献 12-14) 17)や筆者らの経験に基づいて作成した。設問の内容妥当性を確認するため

に、10年以上の臨床経験を有する複数の医療従事者によるエキスパートレビューならびに 10名の医療従事者を対象と

した予備テストを実施した。予備テストにおいて、すべての回答に要する時間は、平均で 15分であった。また予備テス

トで得られた回答者からのフィードバックに従って、設問の文章表現に若干の修正を加えた。 

アンケートは、2つのセクションで構成した。1つ目のセクションでは、医療従事者が動機づけ方略を学んだ時期と機

会について質問した。本研究において、動機づけ方略は、患者のリハビリテーションに向けた行動を促すための戦略、

技術、またはアプローチとして定義した 18) 19)。図 1に、1つ目のセクションにおける設問のフローチャートを示した。

まず、回答者は、臨床現場で患者に何らかの動機づけを行っているかを、「はい」か「いいえ」で回答した。次に、動機

づけを行っていると回答した回答者は、動機づけ方略を学んだ時期と機会について、該当する項目をすべて選択した。2

つ目のセクションでは、回答者に、患者の意欲、健康状態、個人因子、環境因子を含む 10個の項目が提示された(表

1)。回答者は、これら 10項目をリハビリテーションでの日常生活活動の改善に及ぼす影響が大きいと思う順に順序付け

した。最後に、回答者は自身の基本的情報として、性別、所属施設のカテゴリー、主な担当患者の病期を回答した。 

 

4. 統計解析 

Cochran の計算式に、分散推定値を 0.25、サンプリング誤差を 5%、有意水準を 5%と代入すると、必要な対象者数は

表 1. 日常生活活動の改善への影響度を評価するため

に回答者に提示された 10項目 

項目 

社会的環境(経済状況や就労の有無など) 

身体機能(筋力，関節可動域，感覚など) 

診断名(虚血性/出血性，損傷部位，再発の有無など) 

人的環境(キーパーソンや家族構成など) 

精神機能(高次脳機能障害や認知症など) 

動作能力低下の重症度 

年齢 

物的環境(自宅環境や福祉用具など) 

併存疾患(精神疾患，糖尿病，感染症など) 

リハビリテーションに対する患者の意欲 

項目は、五十音順に記載した。 

 

 

図 1. 動機づけ方略を学んだ時期と機会に関する設問

のフローチャート 
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384名と算出された 20)。解析から除外される割合を 5%程度とし、目標対象者数を 400名とした。 

アンケート調査から得られたデータの解析には、記述統計を用いた。日常生活活動の改善に及ぼす影響度について、

提示された 10項目の順序は正規化順位法を用いて解析した。正規化順位法では、n個の項目を抜き出した時に、第 i番

目の項目が占める位置（分布の中心から標準偏差の単位で測った距離）の期待値を計算し、これを第 i番目の項目に正

規スコアとして与える 21)。本研究において、正規スコアは、第 1位が 1.54、第 2位が 1.00、第 3位が 0.66、第 4位が

0.38、第 5位が 0.12、第 6位が−0.12、第 7位が−0.38、第 8位が−0.66、第 9位が−1.00、第 10位が−1.54とした。患者

の意欲と他の項目間の正規化スコアを比較するために、一元配置分散分析の後、多重比較検定（Bonferroni法）を用い

た。統計的有意水準は 5%とした。 

 

Ⅲ. 結果 

本調査は、2019年 2月から 7月にかけて実施した。本アンケートには 407 名がアクセスし、そのうち 362名分の有効

回答が得られた。対象者選出過程のフローチャートは、図 2に示した。対象者のうち、女性は 192名(53.0%)であった。

職種は、理学療法士が 185名(51.1%)、看護師が 82名(22.7%)、作業療法士が 74 名(20.4%)、言語聴覚士が 13名

(3.6%)、医師が 8名(2.2%)であった。回答者に臨床心理士は含まれなかった。臨床経験年数は 5年未満が 131名

(36.2%)、勤務先は病院が 333名(91.2%)、主な担当患者の病期は回復期が 258名(71.3%)であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1. 医療従事者は動機づけ方略をいつ、どのような機会に学ぶのか？ 

回答者 362名のうち 360名は、患者の意欲を高めるために臨床現場で動機づけを行っていた。卒前教育ではなく養成

校の卒業後から動機づけ方略を学んだとの回答が最も多く、360名のうち 229名(63.6%)であった。また、96名(26.7%)

は、卒前教育と卒後教育の両方で動機づけ方略を学んだと回答した。卒前教育でのみ学んだと回答したのは、19名

(5.3%)であった。動機づけ方略を学んだ機会についての回答は図 3に示した。養成校の卒業前に動機づけ方略を学んだ

115名のうち 109名(94.8%)は、学外での臨床実習で学んでいた(図 3A)。一方で、講義や演習など養成校の学内教育とし

て動機づけ方略を学んだと回答したのは、85名(73.9%)であった(図 3A)。養成校の卒業後に動機づけ方略を学んだ 325

名のうち 305名 (93.8%)は、臨床業務を通して学んだと回答した(図 3B)。また、225名(69.2%)は e-Learning や研修会

の受講など独学で学んでいた(図 3B)。養成校の卒業後に、大学や大学院などの教育課程で動機づけ方略を学んだと回答

したのは 57 名(17.5%)であった(図 3B)。 

 
図 2．対象者のフローチャート 図 3. 養成校の卒業前(A)および卒業後(B)に動機づけ方略を学んだ機会 
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Ⅳ. 考察 

本研究は、医療従事者がリハビリテーションにおける患者への動機づけ方略を学ぶ機会について調査を行った初めて

の研究である。本研究の結果、医療従事者は、主に養成校卒業後の臨床現場において患者への動機づけ方略を学んでい

ることが明らかになった。一方で、養成校での学内教育として動機づけ方略を学ぶ機会は少ないことが示された。本調

査にあたって、我々は、国際ガイドライン 15) 16)に従ってアンケートを作成し、エキスパートレビューや予備テストによ

り設問の内容妥当性を確認した。これら一連の手続きは、本研究で得られた知見の信頼性および一般化可能性を高める

ことにつながると考えられる 15) 16)。 

 

1. 医療従事者は動機づけ方略をいつ、どのような機会に学ぶのか？ 

Maclean et al. (2002)3)は、脳卒中リハビリテーションにかかわる医療従事者に動機づけ方略についてのインタビュ

ー調査を行い、ほぼ全ての対象者が臨床現場で患者に対し動機づけを行っていたと報告した。本研究においても、362

名の対象者のうち 360名(99.4%)が、動機づけを行っていた。これらの知見から、医療従事者は、患者への動機づけがリ

ハビリテーションにおける不可欠な介入手段の 1つであると認識していることが示唆された。 

本研究において、有効回答のうち 305名(84.3%)は、養成校の卒業後に臨床業務を通して患者への動機づけ方略を学ん

でいた。また、115名(31.8%)は養成校の卒業前に動機づけ方略を学んでおり、そのうち 109名(30.1%)は、学外での臨

床実習において学んでいた。一方で、講義や演習など学内教育として動機づけ方略を学んだとの回答は、85名(23.5%)

であった。このように、医療従事者がリハビリテーションでの動機づけ方略を学ぶ機会は、臨床現場での実践を通した

場合がほとんどであることが明らかになった。 

医学教育におけるグローバルスタンダードを提案する世界医学教育連盟(World Federation for Medical Education)

は、動機づけを含むヒトの心理・行動特性について学ぶ行動科学を卒前教育において重視しており、医師養成のカリキ

ュラムにおいて行動科学は必修科目となっている 22)。また、医師のみならず、看護師、理学療法士、作業療法士、言語

聴覚士の教育モデル・コア・カリキュラムにおいても、動機づけや意欲に関する事項が近年明示された 23-26)。動機づけ

方略が実臨床で広く使用されている現状を考慮すれば、コメディカルの卒前教育においても、行動科学や心理学の科目

の中で、動機づけに関する体系的な学習機会を更に充実させることが望ましいと考えられる。 

 

2. 医療従事者は日常生活活動の改善に患者の意欲がどの程度影響すると認識しているのか？ 

脳卒中患者における先行研究では、年齢、身体機能、認知機能、動作能力、再発の有無などが日常生活活動の改善に

 
図 4. 医療従事者が認識している日常生活活動

の改善に及ぼす各因子の影響度 

2. 医療従事者は日常生活活動の改善に患者の意欲がどの程度影

響すると認識しているのか？ 

回答者に提示された 10項目について、各項目の正規化スコア

を図 4に示した。日常生活活動の改善に及ぼす影響が最も大き

いと認識されていた項目は、身体機能であった。患者の意欲

は、10項目中 5番目に影響が大きいと認識されていた。身体機

能、精神機能、動作能力低下の重症度は、患者の意欲に比べて

日常生活活動の改善に及ぼす影響が有意に大きいと認識されて

いた(p < 0.001)。一方、物的環境、年齢、併存疾患、社会的環

境は、患者の意欲に比べて日常生活活動の改善に及ぼす影響が

有意に小さいと認識されていた(p < 0.001)。 
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関連する因子として報告されてきた 12-14)。本研究においても、身体機能、認知機能、動作能力、診断名は、日常生活活

動の改善に及ぼす影響度が大きいと認識されており、先行研究と一致する結果であった。興味深いことに、患者の意欲

は、年齢よりも日常生活活動の改善に及ぼす影響が大きいと認識されていた。年齢は医療従事者の介入では変えること

のできない変数であるが、患者の意欲は医療従事者による効果的な動機づけによって改善できる可能性がある 10)。こう

した理由から、リハビリテーションにかかわる医療従事者は、日常生活活動の改善を図るうえで患者の意欲が重要な因

子であると認識し、日常の臨床現場で患者に動機づけを行うと考えられた。 

 

3. 研究の限界 

動機づけ方略を学んだ時期や機会について、回答者は過去の経験を想起させて回答するために、想起バイアスが生じ

る可能性がある 27)。医療従事者は、日常の臨床現場で患者の動機づけにかかわる問題に直面する。それゆえ、臨床業務

を通して動機づけ方略を学んだ印象が強い場合には、卒前の学内教育で動機づけ方略を学習していたとしても、そのこ

とが想起されない可能性がある。  

 

Ⅴ. 結論 

脳卒中リハビリテーションにかかわる医療従事者の多くは、患者に対する動機づけ方略を養成校の卒業後に臨床業務

を通して学んでいた。一方で、講義や演習など学内教育として動機づけ方略を学ぶ機会は少なかった。医療従事者は日

常生活活動の改善を図るうえで患者の意欲が及ぼす影響は大きいと認識していることから、動機づけ方略について体系

的に学習できる卒前教育の充実は、現在のリハビリテーション教育における課題であると考えられた。 
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我が国の作業療法士が抱く国際協力への認識とグローバル人材育成課題 
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キーワード:国際協力、グローバル人材、教育 

 

Ⅰ. 緒言 

日本作業療法士協会では第三次五カ年戦略（2018-2022）で「グローバル活動セミナーやその他国際的活動のためのス

キルを習得する研修を開催し,国際学会での発表や国際学会の運営等に関わる人材,国際的な支援に資する人材の養成を

継続して進める」という具体的な行動目標を掲げ国際社会で活躍する作業療法士を育成している 1). 国際協力機構(以

下,JICA：Japanese International Cooperation Agency)は政府開発援助の一環で「保健・医療」,「社会福祉」を支援し

ており,作業療法士が参加できる JICA海外協力隊には 1976年から 2018年まで 392名の作業療法士が参加した 2). 近年,

海外で活躍する作業療法士の選択肢として JICA 海外協力隊に限らず,内閣府コアリーダー育成プログラムや国際協力事

業専門員としての参画,在留外国人への臨床での対応など,作業療法士が活躍できるグローバルな分野の選択肢は多岐に

わたる 3.4.5).しかし 2018年度日本作業療法士協会会員統計資料によると,日本作業療法士協会に会員登録されている作業

療法士は 60,413名であり,主業務は「臨床」が 46,371名（86.7％）,次いで「教育」が 1,493名(2.8%)と報告されている

6). 国際協力に携わる作業療法士の統計は明らかではないが,我が国での主業務の中では少数であると推測できる. 筆頭

著者は日本作業療法協会国際部人材育成委員会に所属し,我が国の作業療法士及び作業療法学生を対象とした重点課題研

修「グローバル活動セミナー」を運営し,作業療法士のグローバル人材育成を実施した. しかし我が国の作業療法士が国

際協力についてどのような認識を抱いているのか,またグローバル人材育成を促す教育において何が課題になっているの

かを明らかにした先行研究はない. 本研究の目的は，我が国の作業療法士が抱く国際協力への認識を調査し，グローバル

な人材として活躍できる作業療法士の人材育成課題を明らかにすることである. 

 

Ⅱ. 対象と方法 

1. 研究の対象と倫理的配慮 

本研究の対象は日本作業療法士協会が主催する重点課題研修グローバル活動セミナーに参加した作業療法士の中から,
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日本作業療法士協会国際部に研究対象者選定を依頼して無作為に抽出した者とした．選定基準をグローバル活動セミナ

ー受講者とした理由は,本研究の成果により国際協力・交流活動に興味・関心を示す作業療法士のグローバル人材育成課

題を明らかにするためである. また本研究は神戸大学大学院保健学倫理委員会の承認(承認番号 786)を得て実施した. 

2. データ収集方法 

  日本在住で日本作業療法士協会に所属する作業療法士 21 名に対して,筆頭著者が半構造化面接でデータ収集を実施し

た. 調査期間は 2018 年 1 月から 2020 年 3 月である. まず研究対象者に対象属性（性別,年齢,国際協力参加有無,専門領

域・経験年数）について聴取した. また文献 7 を参考にインタビューガイドを作成し，(1)国際協力における作業療法士

の役割についての認識,(2)作業療法士の国際協力についての知識,(3)国際協力における作業療法士の資質,(4)国際協力

活動参加への興味・関心の内容を含むインタビューガイドを作成し，半構造化面接で質問した (表 1). 

面接はインタビューガイドに沿って実施するが,基本的に研究対象者の自由な語りを尊重し，傾聴に重きを置いた．面

接内容は研究対象者の承諾を得て ICレコーダーで録音し,逐語録を作成した. 

 

3. データ分析方法 

面接内容から作成したインタビューごとの逐語録を,継続的比較法８）で帰納的に分類した.国際協力及び国際交流に精

通する共著者 2名と筆頭著者と共にデータを分類し,カテゴリー抽出し次の工程で行なった.(1)面接データからインタビ

ューガイド項目ごとの逐語録を作成する.(2)インタビュー項目に沿って研究対象者の語り内容を意味の纏まった一文で

区切る.(3)表現の言葉の意味が変わらないように注意し,サブカテゴリーをラベル化する.(4)サブカテゴリーの意味や表

現,研究対象者の認知状態の同じコードを一つの纏まりとして,生データの文脈に立ち戻りながら纏まりを比較して類型

化を行い,カテゴリーとしてラベル名を付ける. これらの工程については筆頭著者と共同研究者との間で円環的に理論的

飽和に至るまで分類を実施し,各カテゴリーとサブカテゴリーの概念から,我が国の作業療法士の国際協力への認識つい

て構造的に整理し,グローバル人材育成の課題について検討した. 更に結果の真実性を確保するために,①分析過程で検

討したことを記録して思考過程の透明性を確保し,②質的研究実践者に適宜指導を受け,異なった理論的・方法論的背景

に立つ複数の研究者が共同して検討に関わりトライアンギュレーションを行なった. 

 

Ⅲ. 結果 

研究対象者は 21名（男性 9名女性 12名）,平均年齢と標準偏差は 29.6±3.51歳,専門領域は身体障害領域が 18名,精

神障害領域 2名,発達障害領域が 1名であった. 臨床経験年数の平均年数と標準偏差は 6.8±3.65年であった. 全ての研

究対象者の国際協力経験は無く,平均面接時間は 18.9分であった. 

研究対象者 21 名の録音インタビューガイドに沿って得た音声データから逐語録を作成し,国際協力及び国際協力に精

通する研究協力者 3 名と筆頭著者で研究対象者の語った内容を意味の纏まった一文で区切る作業を行った結果 399 個の

一次コードが抽出された.更に一次コードに対して言葉の意味が変わらないように注意しながら簡略化を行った結果 322

個のサブカテゴリーにラベル化された.次に,意味や表現,概念の同じサブカテゴリーを一つの纏まりとして,データの文

脈に立ち戻りながら類型化を行った結果,19 のサブカテゴリーになった.さらに,サブカテゴリーを 4 つのカテゴリーに

整理した(表 2). 以下に,インタビュー内容に沿った各カテゴリーを構成するサブカテゴリーについて記述する.文中の
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【】はカテゴリー,［］はサブカテゴリー,()はサブカテゴリーを構成するコード数,『』は典型的な生データである. 

 

カテゴリー【異文化理解への研究対象者の認識】は[海外での生活に治安や衛生面の不安がある(13)],[海外と日本の文

化の違いについて不安がある(11)],[英語が不得意なので海外での生活が不安である(27)],[今までの臨床経験が国際協

力で役立つかわからない(21)] の 4つのサブカテゴリーから成る. カテゴリー【研究対象者が認識する国際協力参加を

阻害する要因】は[帰国（JICA海外協力隊）してから,仕事があるか不安である(10)],[海外で生活することについて家族

から反対される(6)],[職場の役割があるため退職して国際協力に参加することが難しい(7)]の 3 つのサブカテゴリーか

ら成る. カテゴリー【研究対象者が認識する国際協力に従事する作業療法士の水準】は[専門領域以外の対象疾患につい

て学ぶ必要がある(10)],[国際協力に参加するためには堪能な語学力が必要である(28)],[作業療法士の参加できる国際

協力の選択肢を知る(18)],[日本と海外の文化の違いを知る(19)],[日本と海外のヘルスケアシステムの違いを知る

(7)],[日本でも在留外国人への作業療法士の対応が必要である(7)]の 6 つのサブカテゴリーから成る. カテゴリー【国

際協力に関する研究対象者のリテラシー】は[知り合いの作業療法士が国際協力（JICA海外協力隊）に参加した(4)],[学

校在学時に教員が国際協力に従事していた(2)],[国際協力に参加する上でどのような学習をしたらよいのか知らない

(15)],[作業療法士の国際協力参加方法について知らなかった(36)],[養成校在籍時に国際協力についての講義は無かっ

た(61)],[国際協力についての経験のある作業療法士の知り合いがいない(20)]の 6つのサブカテゴリーから成る. 

1. 【異文化理解への研究対象者の認識】 

 研究対象者は,国際協力の主なフィールドである海外での治安や衛生状況,日本との文化や言語の違いについて相違を

認識していた. ある研究対象者はサブカテゴリー[海外での生活に治安や衛生面の不安がある],[海外と日本の文化の違

いについて不安がある]について次のように語った: 『今まで,海外に住んだことがないので,日本と違う文化での生活や

…多分,治安や衛生も日本よりも悪いと思うので海外で働くことには不安を感じます』. また他の研究対象者は,[語学が
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堪能でないと国際協力に参加できない]について次のように語った: 『英語が苦手なので,私には海外で作業療法士とし

て働くなんて無理だと思います』. 更に研究対象者は国際協力に参加に必要な臨床経験の水準についての疑問を感じて

いた. ある研究対象者はサブカテゴリー[今までの臨床経験が国際協力で役立つかわからない]: 『今まで臨床では中枢

系疾患を中心に経験をしており,小児や精神領域については学校で学んだだけの経験しかありません.例えば…JICA ボラ

ンティアに参加するにはどれくらいの臨床経験や領域の知識,技術が必要なのかわかりません』.  

2. 【研究対象者が認識する国際協力参加を阻害する要因】 

研究対象者は各々の社会的役割や家族背景からの海外での生活についての反対,所属先での責任,帰国後の進路が不安

なことが国際協力参加の阻害因子になっていると認識していた.ある研究対象者はサブカテゴリー[帰国（JICA 海外協力

隊）してから,仕事があるか不安である],[海外で生活することについて家族から反対される],[職場の役割があるため退

職して国際協力に参加することが難しい]について次のように語った: 『今の職場では役職もついていて,部下もいるの

で…仕事を辞めることは難しいと思います.帰国後にまた同じような条件で再就職できる保証もないですしね』 また他

の研究対象者は次のようにも語った: 『以前,JICAボランティアに参加しようと思って（応募要領を）調べたのですが,

ちょうど外国で戦争が起こった時期だったので家族に反対されてその時は諦めました』 

3. 【研究対象者が認識する国際協力に従事する作業療法士の水準】 

研究対象者は国際協力に従事する作業療法士にとって必要な水準ついて,所属と異なる領域の知識・技術についての学

びや,語学力向上,国際協力に関するリテラシー向上の必要性を認識していた. ある研究対象者はサブカテゴリー[専門領

域以外の対象疾患について学ぶ必要がある]について次のように語った: 『私の（専門領域は）身障ですが,もし海外で

…JICA などのボランティアを目指すなら,小児（の作業療法）についても勉強や研修を受ける必要があると思います』 

サブカテゴリー[国際協力に参加するためには堪能な語学力が必要である]についても,ある研究対象者は次のように語っ

た: 『海外では,これまで（旅行で）英語が伝わらなくて困ったことが何度もありました. 海外で作業療法士として働く

のなら英語が堪能である必要があると思います』 さらにサブカテゴリー[作業療法士の参加できる国際協力の選択肢を

知る] についてある研究対象者は次のように語った: 『JICA 以外でも作業療法士が海外で働く方法があるなら,まずは

調べてみることが必要だと思いす』 日本と海外の相違という点でサブカテゴリー[日本と海外の文化の違いを知

る],[日本と海外のヘルスケアシステムの違いを知る]についてある研究対象者は次のように語った: 『海外で活動をす

るなら,まず日本とどれくらい違うのかを知る必要があると思います…例えば文化や医療制度とか.福祉制度も（日本と）

異なると思うので』. サブカテゴリー[日本でも在留外国人への作業療法士の対応が必要である]についてある研究対象

者は次のように語った: 『私の勤務している地域では,在留外国人が多いです.日本語が通じない場合もあるので,今後日

本にいても外国人に対応できるような作業療法士が必要になってくると思います』 

4. 【国際協力に関する研究対象者のリテラシー】 

 研究対象者の国際協力についてのリテラシー不足を概念化するコードとサブカテゴリーが多く抽出された.サブカテゴ

リー[知り合いの作業療法士が国際協力（JICA海外協力隊）に参加した],[学校在学時に教員が国際協力に従事していた]

のように周囲に国際協力に参加した作業療法士が存在した場合もあるが, [作業療法士の国際協力参加方法について知ら

なかった],[養成校在籍時に国際協力についての講義は無かった],[国際協力についての経験のある作業療法士の知り合

いがいない] といったサブカテゴリーを構成するコードが多く抽出された. ある研究対象者はサブカテゴリー[作業療法

士の国際協力参加方法について知らなかった]について次のように語った: 『このセミナー（重点課題研修グローバル活

動セミナー）に参加するまで,作業療法士がどのように海外で働くことができるのか知りませんでした』 また他の研究

対象者は次のように語ったサブカテゴー[養成校在籍時に国際協力についての講義は無かった]について次のように語っ

た: 『確か…最初の頃（養成校 1 年次）に海外でのリハビリテーションの歴史については学んだような覚えがあるので

すが,具体的な作業療法士の海外での活動については学生時代に教えてもらうことはありませんでした』サブカテゴリー

[国際協力についての経験のある作業療法士の知り合いがいない]についても他の研究対象者は次のように語った: 『私
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の職場には,JICA ボランティアに参加や,国際協力を仕事にしている作業療法士がいませんでした.このセミナー（重点

課題研修グローバル活動セミナー）ではじめてそのような人（国際協力について経験のある作業療法士）と出会うこと

ができました』 

 

Ⅳ. 考察 

 本研究の結果から,研究対象者は文化や言語,治安,衛生状態の我が国と海外との相違について認識していたが,その相

違により海外で生活や作業療法を提供することへの不安を抱えていた. さらに研究対象者各々の社会的役割や家族背景,

帰国後の進路が国際協力参加の遂行に影響していた. また研究対象者は,国際協力に参加するための作業療法士の水準に

ついて,多岐にわたる専門領域についての知識,語学力向上,異文化への理解,在留外国人への対応などが必要と認識して

いたが, 国際協力に関連する情報や習得すべき知識・技術についてのリテラシーの不足が明らかになった. 

 「異文化理解」は,「国際教育」や「グローバル教育」という総称で用いられている. 文部科学省は国際教育について

「国際化した社会において,地球的視野に立って,主体的に行動するために必要と考えられる態度・能力の基礎を育成す

るための教育」,「1）異文化や異なる文化をもつ人々を受容し,共生することのできる態度・能力,2）自らの国の伝統・

文化に根ざした自己の確立,3）自らの考えや意見を自ら発信し,具体的に行動することのできる態度・能力」の育成を目

指すと定義している 9). また日本グローバル教育学会はグローバル教育を「異質と共存し,人類史をともに形成していく

精神の開発,自国家・自民族中心の思考・行動を脱し,地球の利益の観点から自覚と責任をもって連帯や協力を求め,問題

解決に向かうグローバル・シチズンを育成する教育」と定義している 10). 研究対象者は日本と異なる行動様式として言

語・習俗・道徳・宗教・種々の制度についての相違については把握していたが,研究参加者自身の語学力,海外の治安や衛

生状態が日本と異なるという知識,各々の社会的役割や臨床経験が,国際協力へ参加することへの不安に反映されたと考

えられる. また研究参加者の語りには「異文化理解」の定義に含まれるコードが抽出されていないことから,今後のひと

つの課題として「国際教育」や「グローバル教育」の視点での人材育成の必要性が示唆された. 

 国際協力に参加する作業療法士に必要な水準についての研究対象者の認識は,語学力向上や研究対象者が専門とする領

域以外の学習,国際協力についての情報収集,異文化理解についてのコードが抽出された.これらのコードが多く抽出され

た要因は,国際協力に参加することへの不安で抽出されたコード内容が影響していると考えられる. また在留外国人への

医療提供についての課題は,在日外国人に対して言語の障壁から適切なリハビリテーションを含む医療へのアクセスの困

難が多く,作業療法士を含む医療従事者の在日外国人への対応が課題になっていると報告されている 11).これらの現状が,

研究参加者にとって在留外国人への作業療法士の必要性の認識に影響を及ぼしていると推測される.  

 しかしながら,国際協力に関する情報へのアクセス困難,周囲に国際協力に従事した作業療法士の存在が乏しいこと,養

成校在籍時の国際協力についての講義の欠如が要因となり,国際協力のリテラシーが低下している状況であった. 筆頭著

者は先行研究で作業療法養成校学生の国際協力についての認識について調査し,多くの作業療法学生が国際協力における

認識が乏しく,将来的に国際協力に従事する事への興味が乏しいという結果が得られた.その要因として,養成校所属時に

作業療法士の国際協力についての実践報告や選択肢についての情報がカリキュラムにおいて希薄している事が要因とな

っていた 12). 本研究の結果も同様に研究対象者は養成校在籍時に国際協力に関わる教育が乏しく,作業療法士資格取得

後も国際協力についての情報アクセスが希薄であった. 現状の日本作業療法士協会で運営している国際協力に関連する

研修は現職者共通研修「日本と世界の作業療法の動向」と重点課題研修「グローバル活動セミナー」のみである. 養成校

教育では,作業療法士学校要請施設指定規則に則って「作業療法概論」,「地域作業療法学」の開講が定められており,世

界作業療法士連盟(WFOT),地域に根ざしたリハビリテーションについて教示しているが国際協力についての講義は定めら

れていない 13). 結果から抽出されたカテゴリーからも,グローバルな人材育成の課題として日本作業療法士協会と作業

療法養成校との連携し,養成校教育と資格取得後の生涯教育において,国際協力についての意義や目的,作業療法士が従事

する国際協力の選択肢や実践内容,開発途上国の保健や公衆衛生の課題について情報提供をしていく必要性が示唆された. 
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Ⅴ. 研究の限界と今後の展望 

本研究の研究限界として以下の点が挙げられる.(1)研究対象者数の少なさ,(2)限定的な母集団からの研究対象者の抽

出である. その理由は,本研究の研究対象者は日本作業療法士協会が主催するグローバル人材育成を目的とした重点課題

研修に参加した作業療法士であったためである. しかし本研究は,我が国の作業療法士が国際協力についての認識と今後

のグローバル人材育成課題を検討した新規性のある研究である. 今後の研究展望としては,横断的に研究対象者を増やし

調査をし,国連や諸外国の国際協力機関と我が国の国際協力の動向について把握し,日本作業療法士協会の主催するグロ

ーバル活動セミナーに研究成果を反映させる必要がある.  

 

Ⅵ. 結語 

 本研究から我が国の作業療法士の国際協力に関するリテラシーが低いという状況が明らかになった. その要因のひと

つとして,国際協力についての養成校教育や生涯学習が希薄していることが影響される. 今後,日本作業療法士協会が推

奨しているグローバル人材の育成のためには,養成校教育と生涯学習において国際協力についての知識や実践方法につい

てのカリキュラムを体系化していく必要性が示唆された. 

 

引用文献 

1) 日本作業療法士協会：第三次作業療法 5カ年戦略(2018-2022). 日本作業療法士協会誌. 74：17, 2018.  

2) 日本作業療法士協会国際部：作業療法士による国際協力のあゆみ. 日本作業療法士協会, 1-11, 2018.  

3) 内閣府： 地域課題対応人材育成事業「地域コアリーダープログラム」. 内閣府, 

https://www8.cao.go.jp/youth/kouryu/data/core.html（参照 2020年 2月 1日）. 

4) 日本作業療法士協会: 国際. 日本作業療法士協会, http://www.jaot.or.jp/international/kokusai-faq.html(参照 2020年 2月

10日). 

5) World Federation of Occupational Therapy: Education. WFOT, www.wfot.org/programmes/education（参照 2020年 2月 9

日）. 

6) 日本作業療法士協会： 2018年度日本作業療法士協会会員統計資料. 日本作業療法士協会, 12-25, 2019. 

7) 鈴木敦子：調査的面接の技法第 2版. 146-148, ナカニシヤ出版, 2002. 

8) Uwe Flick, 小田博志監訳：質的研究入門 人間科学のための方法論 新版. 496-497, 春秋社, 2011. 

9) 国際協力機構：グローバル化時代の国際教育のあり方国際比較調査. JICA, 

https://www.jica.go.jp/hiroba/teacher/report/prmiv10000002sqn-att/comparative_survey02_01.pdf（参照 2020年 2月 6

日）. 

10) 国際協力機構：我が国及び各国の国際教育の動向. JICA, https://www.jica.go.jp/hiroba/teacher/report/prmiv10000002siq-

att/comparative_survey01_09.pdf（参照 2020年 2月 6日）. 

11) 沢田貴志：地域医療と医療通訳、医療通訳と保健医療福祉～全ての人への安全と安心のために. 64-69, 杏林書院, 2015.  

12) 山本清治・他：作業療法養成校学生の国際協力への認識とグローバル人材育成課題. リハビリテーション教育研究 26：34-41, 

2020． 

13) 文部科学省：厚生労働省 令第四号（指定規則改正）. 文部科学省, 

http://www.japanpt.or.jp/upload/japanpt/obj/files/aboutpt/03_shiteikisokusyourei_181005.pdf（参照 2020年 2月 6日）． 

19

リハビリテーション教育研究 第27号



理学療法学生が考える装具管理に必要な知識と技能 
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Ⅰ.はじめに 

装具とは，「四肢・体幹の機能障害の軽減を目的として使用する補助器具」と定義されている．以前の固定や矯正を主

にしていた静的装具に比べ, 現在は油圧ダンパーやばねユニットを使用したゲイトソリューション1)などの動的な装具

が主流を占めるようになり，装具療法は治療の一手段として重要な位置付けとなっている2)．リハビリテーション医療に

おいて，急性期・回復期・維持期から在宅医療にいたる治療の手段として装具療法と病期の関連性は高く，理学療法士に

おいても脳血管障害や運動器疾患などの疾患分野を問わずに一方法として確立されている3 )． 

日本支援工学理学療法学会による13,005名の理学療法士を対象とした「福祉用具・義肢・装具支援に関する啓発と実態

調査」4)では，理学療法士に必要とされる装具の知識・能力に関して，大いに持つべきと回答した項目は，「正常歩行の

知識」，「歩行練習や介助方法の技術」，「異常歩行の知識」，大いに持っていると回答した項目は，「装具の装着知識」，「患

者や家族への装具の活用説明能力」，「正常歩行の知識」，であったことが報告されている．また，理学療法士に必要とさ

れる装具の知識・能力に関して，大いに持つべき知識・能力と考える理想と実際に持っている知識・能力には乖離が生じ

ていることが明らかとなっており4)，知識・能力不足を自覚している理学療法士に対して，日常業務における装具に関わ

る機会の少なさ，職場の種類や理学療法士の人数の違いによる影響，さらに卒前・卒後の教育不足が指摘されている． 

一方，日本支援工学理学療法学会による理学療法士養成校261校，298課程の養成校の教育者を対象とした「義肢・装具・

福祉用具の卒前卒後教育調査」5)では，装具に関する卒前教育について「不十分」，「やや不十分」と否定的な回答をした

割合が68.9％と高い値を示している．この要因について，卒前教育では装具に関して理学療法士が本来担うべき歩行評価

の部分が適切に行えない現状があることや，国家試験に対応するための知識の整理に主眼が置かれていることが現状であ

るためと述べられている．そのため，理学療法学生は理学療法士に必要とされる装具の知識・能力について正しく認識で

きていない，あるいはその知識・能力を十分に持っていない可能性があるが，先行研究は対象者が理学療法士のみに留ま

り，理学療法学生の見解は不明である．理学療法学生の見解を明らかにし，持つべきと考えている知識・能力と現状持っ

ている知識・能力に乖離が生じていた場合は解消させる，または理学療法士の見解に類似させるような教育手法を用いる

ことが，卒前教育不足に対応する一手段である可能性が考えられる． 

 そこで本研究は，理学療法士に必要とされる装具の知識・能力に関して，理学療法学生の見解を明らかにし，装具学の

卒前教育における留意点を見出すことを目的とした． 

 

　　　原著
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Ⅱ.方法 

1．対象 

対象は，専門学校理学療法学科の 2年次生 28名（男性 20名，女性 8名，平均年齢 26.1±8.9歳）とし，質問紙による

集合調査を令和 1年度の 3月に実施した（回収率 100％）．回答に不備があった 3名を除外し，25名を解析対象とした．

また，臨床実習では施設が主に対象とする疾患の種類や対応する病期などの影響により学生間で経験値の差が生じる可能

性が示唆されるため，全ての臨床実習が未経験である評価実習の開始前に調査を実施した．なお，本研究は養成校のカリ

キュラムにより，結果に影響を及ぼすことが予想されたため一施設での実施とした．本学の装具学の内容は義肢装具学の

講義にて教授しており，開講年次は 2年次生の前期（4～8月）にて 30時間実施した．講義内容は座学を中心に展開する

が，装具の装着や装具を用いての歩行などは一部に実技を，さらに症例像を挙げイメージさせることで装具の活用につい

て学ぶ場面を演習やアクティブラーニングとして実施した．担当は1名の常勤講師であり，理学療法士の経験年数9年目，

教員経験年数 1年目であった．その他，義肢装具学以外に装具の理解に関係する可能性のある科目として，中枢神経疾患

の内容を教授する神経筋障害系理学療法学や運動器疾患の内容を教授する筋骨格障害系理学療法学，また正常および異常

歩行に関する内容を教授する臨床運動学などが各 30時間実施されていた． 

本研究はヘルシンキ宣言に従って，事前に本研究の主旨と内容を書面にて十分説明し，自由意志による参加を確認し同

意を得た後に調査を実施した．また，学生には回答が成績評価に影響しない旨を伝えた．なお，本研究は九州工業大学大

学院の倫理審査委員会の承認を得て研究を実施した（承認番号：20-01）． 

 

2．方法 

調査には質問紙を用い，下肢装具の目的・種類・部品・修理等に関する知識，疾患や病態・機能解剖学・運動学等に関

する知識，歩行練習や介助方法等に関する知識など「理学療法士に必要とされる装具の知識・能力」に関する 20 項目を

尋ねた．質問項目は，日本支援工学理学療法学会の「福祉用具・義肢・装具支援に関する啓発と実態調査」4)を参考に選

定し，作成した質問紙を使用した．回答について，理学療法士に必要とされる知識・能力をどの程度持つべきかには最小

1点（ほとんど持たなくてよい）から最大 4点（大いに持つべき）を，どの程度持っているかには最小 1点（ほとんど持

っていない）から最大 4点（大いに持っている）の 1点刻みとし，全項目にリッカート尺度を適応した．その際，回答内

容については回答者自身の意見としてもらうこととした．また，自由記述による記載はなく，無記名式にて実施し，質問

紙票についての問い合わせは装具学の講義担当教員が受け付けた． 

分析方法について，回答はベリファイ入力にて集計し，割合を項目別に算出した．また，80％以上が大いに持つべきと

回答した項目を「理学療法学生が装具療法を実施する上で持つべきと考えている知識・能力」，40％以上が大いに持って

いる・ある程度持っていると回答した項目を「理学療法学生が装具療法を実施する上で現状持っている知識・能力」定義

し，それぞれに該当する項目について分析した．さらに，理学療法学生が大いに持つべき知識・能力と回答した項目と大

いに持っている・ある程度持っている知識・能力と回答した項目の比較を行い，60％以上の乖離が生じていた項目を「理

学療法学生に理想と実際の乖離が多く認められた項目」として挙げた． 

 

Ⅲ.結果 

各項目について，理学療法学生が装具療法を実施する上で持つべきと考えている知識・能力（表 1），理学療法学生が

装具療法を実施する上で現在持っている知識・能力（表 2），理学療法学生に理想と実際の乖離が多く認められた項目（表

3）をそれぞれ表に示した． 

理学療法学生が装具療法を実施する上で持つべきと考えている知識・能力は，歩行練習や介助歩行の技術に 4点を付け

た学生が 24 名（96％），異常歩行の知識に 4 点を付けた学生が 24 名（96％），正常歩行の知識に 4 点を付けた学生が 23

名（92％），装具活用による足部の創傷と対応知識に 4点を付けた学生が 22名（88％），装具の必要性判断能力に 4点を
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付けた学生が 21名（84％），装具活用の疾患や病態の知識に 4点を付けた学生が 20名（80％）であった．理学療法学生

が装具療法を実施する上で現状持っている知識・能力は，正常歩行の知識に 3点を付けた学生が 14名（56％），4点を付

けた学生が 1名（4％），異常歩行の知識に 3点を付けた学生が 10名（40％），4点を付けた学生が 1名（4％），装具の装

着知識に 3点を付けた学生が 9名（36％），4点を付けた学生が 1名（4％）であった．また，理学療法学生に理想と実際

の乖離が多く認められた項目は，歩行練習や介助歩行の技術（72％），装具活用による足部の創傷と対応知識（72）％，

装具の必要性判断能力（64％），患者や家族への装具の活用説明能力（64％），装具選択や部品調整時の歩行評価能力（60％），

他職種への装具活用説明能力（60％）であった． 

 

表 1 装具療法を実施する上で持つべきと回答した項目 

1点 2点 3点 4点

1．歩行練習や介助歩行の技術 0（0％） 0（0％） 1（4％） 24（96％）

2．異常歩行の知識 0（0％） 0（0％） 1（4％） 24（96％）

3．正常歩行の知識 0（0％） 0（0％） 2（8％） 23（92％）

4．装具活用による足部の創傷と対応知識 0（0％） 0（0％） 3（12％） 22（88％）

5．装具の必要性判断能力 0（0％） 0（0％） 4（16％） 21（84％）

6．装具活用の疾患や病態の知識 0（0％） 0（0％） 5（20％） 20（80％）

7．装具選択や部品調整時の歩行評価能力 0（0％） 0（0％） 4（16％） 19（76％）

8．装具の種類と適応の知識 0（0％） 0（0％） 4（16％） 19（76％）

9．装具活用の機能解剖学の知識 0（0％） 1（4％） 6（24％） 18（72％）

10．装具の運動学の知識 0（0％） 0（0％） 7（28％） 18（72％）

11．装具活用知識 0（0％） 0（0％） 7（28％） 18（72％）

12．装具の装着知識 0（0％） 0（0％） 8（32％） 17（68％）

13．患者や家族への装具の活用説明能力 0（0％） 1（4％） 7（28％） 17（68％）

14．他職種への装具活用説明能力 0（0％） 2（8％） 7（28％） 16（64％）

15．装具の衛生管理知識 0（0％） 1（4％） 8（32％） 16（64％）

16．装具部品の種類と適応の知識 0（0％） 2（8％） 8（32％） 15（60％）

17．装具の生活関連動作活用知識 0（0％） 1（4％） 10（40％） 14（56％）

18．装具の劣化･破損知識 0（0％） 1（4％） 11（44％） 13（52％）

19．装具作製･修理制度の知識 0（0％） 5（20％） 9（36％） 11（44％）

20．装具の相談先の知識 0（0％） 2（8％） 14（56％） 9（36％）

質問項目

 

数値は回答した学生数（名），括弧内は割合（％）．割合は各項目の回答数に対して算出した． 

 

表 2 装具療法を実施する上で持っていると回答した項目 

1点 2点 3点 4点

1．正常歩行の知識 0（0％） 10（40％） 14（56％） 1（4％）

2．異常歩行の知識 1（4％） 13（52％） 10（40％） 1（4％）

3．装具の装着知識 5（20％） 10（40％） 9（36％） 1（4％）

4．装具活用の疾患や病態の知識 7（28％） 9（36％） 8（32％） 1（4％）

5．装具の種類と適応の知識 8（32％） 8（32％） 8（32％） 1（4％）

6．装具活用知識 9（36％） 9（36％） 7（28％） 0（0％）

7．歩行練習や介助歩行の技術 5（20％） 14（56％） 6（24％） 0（0％）

8．装具活用の機能解剖学の知識 5（20％） 14（56％） 6（24％） 0（0％）

9．装具の運動学の知識 6（24％） 13（52％） 6（24％） 0（0％）

10．装具部品の種類と適応の知識 7（28％） 12（48％） 4（16％） 2（8％）

11．装具の必要性判断能力 7（28％） 13（52％） 5（20％） 0（0％）

12．装具の生活関連動作活用知識 9（36％） 11（44％） 5（20％） 0（0％）

13．装具選択や部品調整時の歩行評価能力 12（48％） 9（36％） 3（12％） 1（4％）

14．装具活用による足部の創傷と対応知識 9（36％） 12（48％） 2（8％） 2（8％）

15．装具の劣化･破損知識 13（52％） 8（32％） 4（16％） 0（0％）

16．装具の衛生管理知識 8（32％） 13（52％） 3（12％） 1（4％）

17．装具の相談先の知識 12（48％） 10（40％） 3（12％） 0（0％）

18．装具作製･修理制度の知識 12（48％） 10（40％） 3（12％） 0（0％）

19．患者や家族への装具の活用説明能力 12（48％） 12（48％） 1（4％） 0（0％）

20．他職種への装具活用説明能力 11（44％） 13（52％） 1（4％） 0（0％）

質問項目

 

数値は回答した学生数（名），括弧内は割合（％）．割合は各項目の回答数に対して算出した． 
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表 3 理学療法学生に理想と実際の乖離が多く認められた項目 

1．歩行練習や介助歩行の技術 24（96％）6 （24％） 72%

2．装具活用による足部の創傷と対応知識 22（88％）4 （16％） 72%

3．装具の必要性判断能力 21（84％）5 （20％） 64%

4．患者や家族への装具の活用説明能力 17（68％）1 （4％） 64%

5．装具選択や部品調整時の歩行評価能力 19（76％）4 （16％） 60%

6．他職種への装具活用説明能力 16（64％）1 （4％） 60%

7．異常歩行の知識 24（96％）11（44％） 52%

8．装具活用の機能解剖学の知識 18（72％）6 （24％） 48%

9．装具の運動学の知識 18（72％）6 （24％） 48%

10．装具の衛生管理知識 16（64％）4 （16％） 48%

11．装具活用の疾患や病態の知識 20（80％）9 （36％） 44%

12．装具活用知識 18（72％）7 （28％） 44%

13．装具の種類と適応の知識 19（76％）9 （36％） 40%

14．装具の生活関連動作活用知識 14（56％）5 （20％） 36%

15．装具の劣化･破損知識 13（52％）4 （16％） 36%

16．装具部品の種類と適応の知識 15（60％）6 （24％） 36%

17．正常歩行の知識 23（92％）15（60％） 32%

18．装具作製･修理制度の知識 11（44％）3 （12％） 32%

19．装具の装着知識 17（68％）10（40％） 28%

20．装具の相談先の知識 9（36％） 3 （12％） 24%  

左側数値は持つべき知識・能力，中央数値は持っている知識・能力と回答した学生数（名），括弧内は割合（％）． 

右側割合は持つべき知識・能力と持っている知識・能力の乖離．割合は各項目の回答数に対して算出した． 

 

Ⅳ.考察 

本研究では，理学療法士に必要とされる装具の知識・能力を理学療法学生に調査し，その要因を考察した．理学療法学

生が装具療法を実施する上で持つべきと考えている知識・能力は，歩行練習や介助歩行の技術，異常歩行の知識，正常歩

行の知識，装具活用による足部の創傷と対応知識，装具の必要性判断能力，装具活用の疾患や病態の知識であり，特に，

歩行練習や介助歩行の技術，正常歩行の知識，異常歩行の知識など歩行に関する項目が最も多く挙げられていた． 

一般的に，歩行を含めた動作分析の学習は，姿勢・動作の観察と分析を行うレポート課題，三次元動作解析装置を用い

た動作の解析，実際の患者の動画の視聴や分析といった演習を運動学演習などの講義で展開されることがある 6)．また，

臨床運動学は，運動学的手法で運動・動作分析を行い，治療計画・治療効果の判定の資料とし，臨床研究としてまとめら

れるものであり，それ自体が運動療法としての治療手技そのものである場合が少なくないとされている 7)．このように，

卒前教育では装具学以外に運動学演習や臨床運動学などにより歩行に関する内容の講義が展開されており，本学において

も臨床運動学の講義を実施している．また，本学のカリキュラムでは義肢装具学と臨床運動学が前期日程の同一時期での

授業進行になっており，歩行に関する知識は教授する内容が一部共通することがあるため，その影響が装具療法を実施す

る上で持つべきと考える知識・能力としての認識が高かったことが考えられる． 

装具活用による足部の創傷と対応知識について，臨床現場で使用頻度の高いプラスチック短下肢装具はその構造上，下

腿周囲での圧迫，プラスチックによる靴内圧の上昇，通気性の制限が問題点として挙げられ，圧迫による褥瘡と循環障害

による壊死を避けることが必要であると述べられている 8)．また，装具内で踵にできる靴ずれなどは，装具との接触部の

修正などで治療が可能であるとされており 8)，装具には足部に対する問題が生じやすく，それらの知識が装具活用におけ

る足部の創傷や対応の重要性を認識していたことが考えられる．装具の必要性判断能力について，義肢装具に係る医師の

ガイドライン 9)では，装具の処方・採寸・採型・適合チェックは医師の役割とされているが，装具を使ってトレーニング

や ADL指導などを行うものは理学療法士であり，理学療法士はリハビリテーションの中で装具の必要性を感じることが多

い 10)．実際に，装具が処方通りにできているかのフィッティングや，患者に合うよう修正の依頼を出したほうが良いか

などの内容は医師と共に理学療法士が立ち会い検討することが多い．装具療法におけるチームアプローチを展開する上で，

理学療法士が装具の必要性の有無に対する判断力が重要であることが理解できていることが考えられる．装具活用の疾患

や病態の知識について，名古屋大学理学療法部で製作された短下肢装具を症例の疾患別にみると，脳血管障害後遺症，脳
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性麻痺，脳腫瘍，末梢神経疾患，脊髄小脳変性症，運動ニューロン疾患，骨関節疾患，末梢循環障害など多岐にわたると

報告されている 11）．現在，リハビリテーション医療における対象疾患は拡大しており，それに伴い装具療法が適応とな

る疾患も増加傾向にある．本学の義肢装具学の講義においても疾患別の装具学を教授しており，理学療法学生は装具を活

用する上で，対象となる患者の疾患や病態の知識が不可欠であることを認識していることが考えられる．このように，装

具活用による足部の創傷と対応知識，装具の必要性判断能力，装具活用の疾患や病態の知識について，高い割合で理学療

法学生が持つべきと回答した要因は，本学の義肢装具学の一部に臨床実習を仮定した症例検討の実施や，アクティブラー

ニングによる授業形態が影響していることが考えられる．これらは具体的な症例像を挙げイメージさせることで，装具活

用時の足部の創傷や装具の必要性の有無，装具と疾患や病態との関連性などを考える機会になっていることが考えられる． 

次に，理学療法学生が装具療法を実施する上で現在持っている知識・能力は，正常歩行の知識，異常歩行の知識，装具

の装着知識であった．正常歩行の知識，異常歩行の知識について，歩行に関する内容の講義は運動学演習や臨床運動学に

て展開されることが多く，それらで得た知識が装具療法を実施する上で歩行に関する知識・能力として応用的に身に付い

ている可能性が示唆される．装具の装着知識について，装具療法の理解度に関する調査では，2年生では認知度が高くほ

とんどの学生が装具に触れた経験があり，カフベルト，支柱，継手などについて理解できていると報告されており 12)，

本研究の対象者は装具学の講義を終えた学生であったため，それらの経験が装具の装着知識に繋がったことが考えられる． 

また，理学療法学生の持つべきと考えている知識・能力と現状持っている知識・能力には乖離が認められた（表 3）．

特に，乖離が認められた項目は，歩行練習や介助歩行の技術，装具活用による足部の創傷と対応知識であった．歩行練習

や介助歩行の技術について，歩行において介助中こそ観察の絶好の機会であり，見るだけでなく一緒に歩行しながら触れ

て感じること，自分という正常歩行を基準としてそこから乖離したものを発見しやすくなるとされている 13)．理学療法

学生は，歩行練習や歩行介助の必要性を理解しているが，実際に患者の歩行練習や介助歩行を実施した経験がないため，

乖離が認められたことが考えられる．また，装具活用による足部の創傷と対応知識について，装具には足部に対する問題

が生じやすいことを理解しているが，実際の創傷に対する対応を経験したことがないため，乖離が認められたことが考え

られる．このように，歩行練習や介助歩行の技術，装具活用による足部の創傷と対応知識についてなど，理想と実際の乖

離が認められ，卒前教育ではこれらの乖離を解消させることが重要であると考えられる．本学のカリキュラムにおいても，

教員が患者を想定した装具を使用しての歩行練習や介助歩行をさせる場面や，装具使用による足部の創傷に対する対策を

グループワークで考える場面など，教育手法の工夫が必要であることが考えられる． 

さらに，先行研究 3)より理学療法士の見解の比較において，持つべきと考えている装具の知識・能力については，比較

的一致した見解を示したが，現状持っている装具の知識・能力については、相違が認められた．現状持っている装具の知

識・能力について，理学療法士は患者や家族への装具の活用説明能力を大いに持っていると回答した割合が 18.9％，あ

る程度持っていると回答した割合が 50.5％，合計 64.9％であった．一方，理学療法学生は患者や家族への装具の活用説

明能力を大いに持っていると回答した割合が 0.0％，ある程度持っていると回答した割合が 4.0％，合計 4.0％であった．

装具療法は，本人のモチベーションや意欲に左右されるので，期待した効果を挙げるためにはあらかじめ装具療法の内容

をよく説明し，理解させることが重要である．また，患者が子供や高齢者の場合は，直接関係する家族に装具療法の目的

や効果などを説明して理解度を確かめておく必要があるとされており 2)，患者や家族あるいは他職種への装具の活用説明

能力は，その後の装具療法をより効果的にするためには必要な能力である．理学療法士は，臨床現場において装具療法を

実施する上で，装具に関する説明を多方向に行うことが多いため，知識・能力を有していることが考えられる．臨床実習

では，装具に対する採型場面や継手の調整，装具を用いた練習などの体験増加を依頼する必要性が高いことが述べられて

いるが 14)，それ以外に他者に対する装具活用の説明場面などが設けられ，そのような経験を通して学生の装具の活用説

明能力に対する知識・能力不足が解消されることが望まれる．さらに，卒前教育では装具学の教育方法や臨床実習への繋

げ方が重要になる可能性があり，講義の一環に患者や家族，他職種への説明を練習する機会を設けること，臨床実習場面

を想定した患者への装具の説明を学生同士あるいは教員に対して練習させるなどの取り組みが必要になると考えられる． 
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理学療法士に必要とされる装具の知識・能力に関して、理学療法学生が持つべきと考えている知識・能力と現状持って

いる知識・能力について分析した．理学療法学生が装具療法を実施する上で持つべきと考えている知識・能力は，臨床実

習を経験する前においても，その重要性が認識できている項目である可能性が示唆され，持たなくてよいと回答した項目

は，養成校の教育者が教育手法を工夫しながら，学生に対して重要性を教授し，理解させることが重要である．そのため，

装具に関するイメージや内容に関する認識などを調査し，持たなくてよいと考えている内容を持つべきと考えている項目

に変換させることが重要視される．また，理学療法学生が装具療法を実施する上で現状持っている知識・能力について，

歩行に関する内容が多かったため，その他の項目を増やすことを目的に，多彩な内容を含んだ装具学の卒前教育が期待さ

れる．さらに，理学療法学生が持つべきと考えている知識・能力と現状持っている知識・能力には乖離が生じており，こ

の乖離を解消させることが教育課題であると考えられる．乖離が認められた歩行練習や介助歩行の技術，装具活用による

足部の創傷と対応知識は，教育手法の工夫や他科目との連携を図りながら習得させることが重要であると考えられる．最

後に，理学療法士の見解の比較において，患者や家族への装具の活用説明能力に相違を認めたことにより，臨床実習にて

そのような経験が多く提供されること，卒前教育にて講義の一環にそのような練習の機会を与えることが期待される． 

本研究の限界は，単一の養成校の理学療法学生を対象としたため人数が少なく，理学療法士に必要とされる装具の知

識・能力に関して学内教育が影響したことが考えられる．今後は，対象者である理学療法学生を増やし学年別や養成校種

類などにおいて比較検討することで，理学療法学生の装具に関する見解を多角的に捉えることが望まれる．また，理学療

法学生と理学療法士の見解の比較について述べたが，参考にした質問紙は先行研究と若干異なるため，質問紙の統一を図

り，同様の比較を行うことで相違の正確性を示すことが必要になる． 
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Ⅰ．はじめに 

 従来の臨床実習教育は患者担当制が展開されていたが，一般目標や行動目標といった到達目標が明確に設定されてい

ない点や，合否判定を指す総括的評価が重要視されており，学生の成長過程の指標である形成的評価が不十分な点等 1)が

課題として指摘されていた．一方で，資格を有していない学生の単独診療行為によって，安全面や効果面における患者の

不利益が問題視されていたため，臨床実習の在り方を見直すことになり 2)，日本理学療法士協会は理学療法学教育モデ

ル・コア・カリキュラムを作成した．その中には，臨床実習の形態は診療参加型実習を実施する 3)と述べられており，現

在，転換期を迎えている．セラピスト教育における診療参加型実習は，実習指導者を指す臨床教育者（clinical educator：

CE）が受け持つ患者に対して，学生は「助手として診療チームに参加し，実体験を通じて，セラピストとして修得すべき

スキルと professionalism（態度，倫理観）を育成していく臨床実習形態」であり，「見学」，「模倣」および「実施」の段

階づけ 4)によって構成されている．臨床実習の時間においては，「１単位を 40 時間以上の実習をもって構成することと

し，実習時間以外に行う学習等がある場合には，その時間も含め 45 時間以内とする 5)」と明記されており，このことは

現行の実習の場合も適用となっている．日本理学療法士協会が診療参加型実習の導入を提唱していることから，診療参加

型実習による指導を取り入れた実習施設や養成校は増加してきている．しかしながら，実習形態の実態や実習状況（学習

時間や睡眠時間等）についてはほとんど明らかにされていない． 

一方，学生にとって臨床実習はストレスの高いライフイベントとして捉えられており，従来型臨床実習の影響を受けて

ネガティブなイメージが根強く残っている 6)．学生が実習に対する不安要因として挙げた項目の中で多かったものは，レ

ポート作成，検査・測定，治療・訓練，リスク管理，質疑応答 6)や，学力，技術不足，実習指導者との関係 7)であったと

報告されている．しかしながら，診療参加型実習の導入における不安要因を調査した研究はほとんどなく，要因が変化し

ているか否かは確認されていない． 

以上から，本研究の目的は 4年制専門学校における診療参加型実習の導入状況と，長期臨床実習に対する不安要因を調

査し，今後の臨床実習や学生教育に役立てることである． 

 

Ⅱ．対象と方法 

1．対象者とアンケート調査内容 

理学療法学科専門学生 3年生 30名（平均年齢 21.0±0.4歳，男性 19名，女性 11名，全て現役生）を対象として，2020

　　　原著
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年 3 月上旬にアンケート調査を実施した．研究対象学生は 2020年 2 月に 3 週間の臨床評価実習を終了（実習先の内訳は

大学病院 1名，一般病院 20名，クリニック・医院 8名，介護老人保健施設 1名，1施設に 1名の学生を配置）しており，

同年 5 月から長期臨床実習に参加する予定である．対象者には診療参加型実習の概要（CE が受け持つ患者に対して助手

として診療チームに参加し，安全に自立して可能であると判断された技術項目を実施すること）と，診療参加型実習によ

る指導を CEに依頼していることを事前に説明した．研究内容については対象者全員に紙面と口頭で説明し，同意を得た． 

アンケート調査の項目は，対象者から事前に聴取した内容や，不安要因を調査した先行研究 6)を参考にして作成した．

診療参加型実習の実態調査の内容は臨床評価実習における，①診療参加型実習の導入状況（導入もしくは未導入），②知

識面，技術面，コミュニケーション面の振り返り（十分もしくは不十分），③普段の生活（臨床評価実習開始前の 2020年

1月時点）と実習中のストレス状況（なし，軽度，中等度，重度），④普段の生活と実習中の平均睡眠時間，⑤普段の生活

と実習中の平均自主学習時間とした． 

長期臨床実習に対する不安の内容は，①不安の状況（不安なし，もしくは不安あり），②不安ありの場合は程度（軽度，

中等度，重度），③臨床評価実習前と比較した際の現在の不安状況（以前より減少，以前と変化なし，以前より増加），④

不安要因（第 1位と第 2位）の中で該当する項目を選択するように指示した．不安要因は 9分類（知識，運動スキル，認

知スキル，課題，人的環境，生活環境，精神的健康，身体的健康，その他）に大別し，22項目の具体例（図 1）を挙げ，

その他の項目は自由記載とした． 

2．分析方法 

 各質問項目を集計し，必要に応じて統計学的分析を行った．診療参加型実習の導入状況，知識面，技術面，コミュニケ

ーション面の振り返り，普段の生活と実習中におけるストレスの程度，長期臨床実習に対する不安の有無と不安の程度，

および不安状況の比較はカイ 2 乗検定により分析した．普段の生活と実習中における平均睡眠時間と平均自主学習時間

の比較は，対応のある t検定により分析した．統計ソフトは R 2.8.1（CRAN，freeware）を用い，有意水準は 5%とした． 

 

 

図 1．不安要因に関する 22項目の具体例 

 

Ⅲ．結果 

1．診療参加型実習の導入状況の内訳（表 1） 

アンケートは全員から回収することができた．診療参加型実習の導入状況に関しては，導入が 24 名，未導入が 6名で

1.  基礎知識（解剖学や運動学など）に不安を感じているため．（知識） 

2.  専門知識（中枢や整形の疾患ごとの知識など）に不安を感じているため．（知識） 

3.  評価技術に不安を感じているため．（運動スキル） 

4.  治療技術に不安を感じているため．（運動スキル） 

5.  介助技術に不安を感じているため．（運動スキル） 

6.  動作分析に不安を感じているため．（認知スキル） 

7.  リスク管理能力（急変や転倒など）に不安を感じているため．（認知スキル） 

8.  情報収集能力に不安を感じているため．（認知スキル） 

9.  論理的思考能力（統合と解釈）に不安を感じているため．（認知スキル） 

10. 課題時の文章作成能力に不安を感じているため．（課題） 

11. 課題時の検索能力（参考書や論文を探す）に不安を感じているため．（課題） 

12. 課題量に不安を感じているため．（課題） 

13. 指導者（病院スタッフ）との人間関係に不安があるため．（人的環境） 

14. 患者との人間関係に不安があるため．（人的環境） 

15. 実習生同士の人間関係に不安があるため．（人的環境） 

16. 遅刻に対する不安があるため．（生活環境） 

17. 一人暮らしによる家事（洗濯や食事など）に不安があるため．（生活環境） 

18. 一人暮らしでは寂しくなりそう．落ち込みそうなため．（精神的健康） 

19. 体調管理に不安があるため．（身体的健康） 

20. 寝不足に対する不安があるため．（身体的健康） 

21. 実習という慣れない環境に漠然と不安を感じているため．（その他） 

22. その他（自由記載） 
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あり，有意差を認めた（p＜0.01）． 

2．知識面，技術面，コミュニケーション面の振り返りの内訳（表 2） 

知識面については 30名全員が不十分と回答した．技術面では十分が 1 名，不十分は 29名であり，有意差を認めた（p

＜0.001）．一方，コミュニケーション面は十分が 16名，不十分は 14名であり，有意差を認めなかった． 

3．普段の生活と実習中におけるストレスの程度の内訳（表 3） 

 普段の生活におけるストレスの程度は，なしが 13名，軽度は 14名，中等度は 2名，重度は 1名であり，有意差を認め

た（p＜0.001）．実習中におけるストレスの程度は，なしが 6名，軽度は 16名，中等度は 7名，重度は 1名であり，有意

差を認めた（p＜0.01）．実習中は普段の生活よりもストレスが増加する傾向を示した． 

4．普段の生活と実習中における平均睡眠時間と平均自主学習時間の比較（表 4） 

 普段の生活と実習中における平均睡眠時間の比較では，普段の生活が 403.3±83.2 分，実習中は 344.3±98.0 分であ

り，有意差を認めた（p＜0.001）．普段の生活と実習中における平均自主学習時間の比較では，普段の生活が 82.7±56.2

分，実習中は 114.3±60.8分であり，有意差は認められなかった． 

5．長期臨床実習に対する不安の有無の内訳（表 5） 

長期臨床実習に対して，不安なしと回答した学生は5名であり，不安ありの25名と比較し，有意差を認めた（p＜0.001）． 

6．長期臨床実習に対する不安の程度の内訳（表 6） 

不安の程度の内訳は，重度が 11名と最も多く，中等度と軽度は各 7名であり，有意差は認められなかった． 

7．臨床評価実習前と比較した際の現在の不安状況（表 7） 

 臨床評価実習前と比較した際の現在の不安状況では，以前より減少が 11 名と最も多く，次いで，以前と変化なしが 8

名，以前より増加は 6名であり，有意差は認められなかった． 

8．不安要因（第 1位）の内訳（表 8） 

 最も多かった要因は，基礎知識の 8名であり，次いで，評価技術の 5名が続いた．3番目に多かった要因は専門知識と

論理的思考能力の各 3名であった．以下，指導者との人間関係が 2名であり，動作分析，一人暮らしによる寂しさ，体調

管理および寝不足は各 1名という内訳を示した． 

9．不安要因（第 2位）の内訳（表 9） 

 最も多かった要因は，評価技術と論理的思考能力の各 5名であり，次いで，基礎知識の 4名と，専門知識の 3名が続い

た．5番目に多かった要因は体調管理の 2名であった．以下，動作分析，課題時の検索能力，課題量，指導者との人間関

係，寝不足および漠然とした不安が各 1名という内訳を示した． 

 

表 1．診療参加型実習の導入状況の内訳（n=30） 

 導入 未導入 p値 

診療参加型実習 24 6 p＜0.01＊ 

＊カイ 2乗検定 

 

表 2．知識面，技術面，コミュニケーション面の振り返りの内訳（n=30） 

 十分 不十分 p値 

知識面 0 30 － 

技術面 1 29 p＜0.001＊ 

コミュニケーション面 16 14 有意差なし＊ 

＊カイ 2乗検定 
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表 3．普段の生活と実習中におけるストレスの程度の内訳（n=30） 

 なし 軽度 中等度 重度 p値 

普段の生活のストレス 13 14 2 1 p＜0.001＊ 

実習中のストレス 6 16 7 1 p＜0.01＊ 

＊カイ 2乗検定 

 

表 4．普段の生活と実習中における平均睡眠時間と平均自主学習時間の比較（n=30） 

 普段の生活 実習中 p値 

平均睡眠時間（分） 403.3±83.2 344.3±98.0 p＜0.001＊ 

平均自主学習時間（分） 82.7±56.2 114.3±60.8 有意差なし＊ 

＊対応のある t検定 

 

表 5．長期臨床実習に対する不安の有無の内訳（n=30） 

 不安なし 不安あり p値 

不安の状況 5 25 p＜0.001＊ 

＊カイ 2乗検定 

 

表 6．長期臨床実習に対する不安の程度の内訳（n=25） 

 軽度 中等度 重度 p値 

不安の程度 7 7 11 有意差なし＊ 

＊カイ 2乗検定 

 

表 7．臨床評価実習前と比較した際の現在の不安状況（n=25） 

 以前より減少 以前と変化なし 以前より増加 p値 

不安状況 11 8 6 有意差なし＊ 

＊カイ 2乗検定 

 

表 8．不安要因（第 1位）の内訳（n=25） 

不安要因 人数（%） 

基礎知識（解剖学や運動学など）に不安を感じているため． 8(32.0) 

評価技術に不安を感じているため． 5(20.0) 

専門知識（中枢や整形の疾患ごとの知識など）に不安を感じているため． 3(12.0) 

論理的思考能力（統合と解釈）に不安を感じているため． 3(12.0) 

指導者（病院スタッフ）との人間関係に不安があるため． 2(8.0) 

動作分析に不安を感じているため． 1(4.0) 

一人暮らしでは寂しくなりそう．落ち込みそうなため． 1(4.0) 

体調管理に不安があるため． 1(4.0) 

寝不足に対する不安があるため． 1(4.0) 
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表 9．不安要因（第 2位）の内訳（n=25） 

不安要因 人数（%） 

評価技術に不安を感じているため． 5(20.0) 

論理的思考能力（統合と解釈）に不安を感じているため． 5(20.0) 

基礎知識（解剖学や運動学など）に不安を感じているため． 4(16.0) 

専門知識（中枢や整形の疾患ごとの知識など）に不安を感じているため． 3(12.0) 

体調管理に不安があるため． 2(8.0) 

動作分析に不安を感じているため． 1(4.0) 

課題時の検索能力（参考書や論文を探す）に不安を感じているため． 1(4.0) 

課題量に不安を感じているため． 1(4.0) 

指導者（病院スタッフ）との人間関係に不安があるため． 1(4.0) 

寝不足に対する不安があるため． 1(4.0) 

実習という慣れない環境に漠然と不安を感じているため． 1(4.0) 

 

Ⅳ．考察 

今回，我々は診療参加型実習の導入状況と，長期臨床実習に対する不安要因を調査した．診療参加型実習の導入状況で

は 24/30 名（80.0%）に関しては導入されていたが，6/30 名（20.0%）は未導入であることが明らかになった．未導入の

要因は精査できていないため，今後，検討していく必要がある． 

知識面，技術面の振り返りにおいては，ほとんどの学生が能力の不十分さを実感していた．その要因は学校と臨床現場

のギャップや，座学と実技練習の学習不足によるものと推察される．アンケート調査日から長期臨床実習開始までは約 2

ヵ月間の期間があるため，模擬症例を設けた問題解決型授業の展開や，個々の学生に応じた学力と技能の向上を促進して

いくことで改善の余地はあると思われる．コミュニケーション面では，約半数の 14/30名（46.7%）が不十分さを感じて

いた．田上ら 8)は「CEと十分なコミュニケーションをとることができたか？」という質問に対して，8/109名（7.3%）の

学生のみが「できなかった」と回答しており，本研究の結果と乖離していた．現在の学生は，非対面型コミュニケーショ

ン（SNS等）による意思疎通の機会が多いため，不良な結果に至ったと考える．対面型コミュニケーションの機会を講義

内でのグループワークやディスカッション等によって多く経験することで，良好な人間関係の構築に寄与すると思われ

る．また，CE への事前連絡の際に学生のコミュニケーション面について報告し，性格を理解していただくことで，トラ

ブルを回避する一助につながると考える． 

ストレスの程度は，普段の生活ではストレスを感じていない学生が 13/30名（43.3%）であるのに対し，実習中は 6/30

名（20.0%）であり，実習中にストレスが増加していることが明らかになった．軽度のストレスを感じた学生は著変なか

ったが，中等度のストレスを感じた学生は普段の生活では 2/30名（6.7%）に対し，実習中では 7/30名（23.3%）であり，

増加傾向が確認された．重度のストレスを感じた学生は普段の生活と実習中ともに 1/30 名（3.3%）であり，変化は認め

られなかった．普段の生活において中等度もしくは重度のストレスを感じている学生は 3/30名（10.0%），実習中では 8/30

名（26.7%）であったことから，実習中は電話やメール等により実習状況の確認を定期的に行っていく必要性が示された． 

平均睡眠時間の比較では，実習中は普段の生活よりも 1 時間程度減少し，6 時間弱（平均 344.3±98.0 分）であった．

臨床評価実習における睡眠時間の調査では，田上ら 8)は患者担当制の従来型臨床実習で約 3時間半（平均 210分）しか確

保できておらず，浅野ら 9)は診療参加型実習の要素を取り入れた実習において約 4 時間半（平均 270 分）と報告してい

る．診療参加型実習が約 8割の学生に導入されていた本研究の結果は前述の先行研究と比較して，平均睡眠時間が大幅に

増加していることが明らかとなった．睡眠時間が増加した要因は後述する学習時間が影響していると推察される．学習時

間の調査では，田上ら 8)は自宅での学習時間を 2項目に分類しており，記録時間は 4 時間半強（平均 278分），自主学習
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時間は 2時間弱（平均 107分）であったことから，合計時間は 6時間半弱（平均 385分）と報告している．一方，浅野ら

9)は合計時間が 4時間半強（平均 282分）と報告している．本研究の結果である 2時間弱（平均 114.3±60.8分）は前述

の先行研究と比較して，自主学習時間が大幅に減少していた．その要因としては，診療参加型実習導入に伴うレポートの

非義務化や，実習時間を含めた学習時間が 45 時間以内 5)（自主学習は 1日 1時間程度）と提唱されていることが影響し

ていると思われる．しかしながら，1日 1時間程度には到達していないため，今後は自主学習時間の内訳を調査していく

必要がある． 

 長期臨床実習に対する不安は，25/30名（83.3%）が不安を抱いており，90.0%以上が不安であると回答した先行研究 6)

と同様に高値を示したことから，実習形態に関わらず不安は大きいことが明らかになった．長期臨床実習に対する不安の

程度に有意差は認められなかったが，重度の不安を感じている学生が 11/30 名（44.0%）と最も多く，不安要因に応じた

対策を講じる必要があることが示された．臨床評価実習前と比較した際の現在の不安状況に関しては，有意差を認めなか

ったものの，以前より不安が減少したと回答した学生が 11/25 名（44.0%）と最も多く，このことは診療参加型実習の導

入により個々の能力に応じた段階的指導が学生の不安を軽減させる可能性を示唆している．不安要因の上位は基礎知識，

評価技術, 論理的思考能力，専門知識であり，先行研究で報告されている検査・測定 6)や学力，技術不足 7)と同様の結果

を示した．一方で，本研究においてレポート作成，治療・訓練，リスク管理 6)や，実習指導者との関係 7)に該当する課題

量，治療技術，リスク管理，指導者との人間関係は少人数であった．これは，診療参加型実習の導入によって治療技術や

リスク管理が正統的周辺参加によって行われたことを反映しているものと思われる． 

 本研究の結果から，診療参加型実習の導入状況と長期臨床実習に対する不安要因を検証することができた．不安要因は

従来型臨床実習と診療参加型実習で項目を比較し，結果について考察した．本調査の限界として，対象学生の普段の不安

要因を確認できていない点や，普段の生活のストレス状況にバイアスを受けている可能性が考えられるため，アンケート

内容と調査時期の検討は今後の課題である．もう一つの限界として，学生のみに診療参加型実習の導入状況を確認してい

るため，CEに診療参加型実習の導入状況や現場での困り事を聴取できていない点が挙げられる．今後は CEに対して診療

参加型実習の導入状況や学生の不足している能力を調査し，学生と CE のみでなく患者に還元できるような取り組みを実

施していきたい． 
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Ⅰ．はじめに 

日本では 1990年代～2000年にかけて，急速な情報化が進み，インターネット（以下，ネット）は生活に欠かすことが

できない通信手段となっている．特に 2007年発売の iPhoneを皮切りとしてスマートフォンが爆発的に普及し，移動通信

システムが進化した．移動通信システムは，音声を中心とした第一世代（1G）に始まり，パケット通信の第二世代（2G），

LTE などの第三世代（3G），LTE-Advanced の第 4世代（4G），そして超高速，超低遅延，多数同時接続を可能とする第 5世

代（5G）へと移る．最大通信速度はこの 30年間で約 10万倍速くなったと言われ 1)，モバイル端末の利便性は増すばかり

である．2018年のモバイル端末の個人保有率は 84.0％であり，近年では Social Networking Service（SNS）や youtube

などの動画投稿サイトの利用が増え，13歳～59歳までのネット利用率は 90％を越えている 2)．いつでも好きな情報が入

手できるネットは，人々の新たなコミュニケーションツールとなり，生活を豊かにする手段として成り立っている．他方，

娯楽要素の強いネットはインターネット依存（以下，ネット依存）を生んだ．これは Kimberly Young により提唱された

概念である 3)．香港，イギリス，アメリカなどでもネット依存に関する報告が増加し 4)，日本，アメリカ，韓国などでは

10代～20代の若者のうち 10％～20％前後がネット依存傾向だと報告されている 5)．世界的な問題となりつつあるネット

依存だが，なかでも急速に普及しつつあるものがインターネットゲーム（以下，ネットゲーム）である 6)．平成 30 年度

の調査では，青少年のスマートフォンの利用内訳では，ゲームは 70.5％であり，利用率は高い 7)．ネットゲームは，時間

や場所を選ばずに利用でき，課金の仕組みも容易なことや，時間や金銭をかけるほどキャラクターが強化されやすいこと

から，のめりこみ易く，依存を生みやすいと考える．世界保健機関（WHO）は 2018年に「ゲーム障害」として，国際疾病

分類（International Statistical Classification of Diseases and Related Health Problems; ICD）の第 11版（ICD-

11）に収載し，ゲーム障害の定義を「ゲームに対してコントロールが効かなくなった障害を特徴とする」とした 8)．また，

「精神疾患の診断と統計の手引き第 5版：DSM-Ⅴ」においてはゲーム障害に関する研究促進が薦められている 9)．近年で

は eスポーツ産業が全世界で流行の兆しを見せており 10)，益々依存に対する対策を講じる必要性が高くなっている． 

前述のように，10 代～20 代の若者が依存傾向にあるが，比較的依存傾向が低い者であっても生活リズムが乱れている

ことが報告されている 11)．若者が依存による生活習慣の乱れを引き起こした場合，影響を受けやすいのは学業であると

思われ，学業の中でもまずは授業態度に影響を及ぼす可能性が考えられる．しかし，ネットやゲーム依存と授業態度との

関係を示した報告は見当たらないことから，これらの関連性を検討することは意義が高いと考える．また，ネットの利用

は，男女によっても依存度が異なることが報告されていることから 12)，本研究では，性差におけるネットやゲームの使

用状況及び依存度と授業態度との関連性を検討とした． 

　　　原著
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Ⅱ．対象と方法 

筆者が勤務する大学・専門学校の作業療法学科に所属する学生のうち，臨床実習に出ていない 1年生～3年生を対象と

した．調査は，各校の教室を利用し，研究趣旨・目的・個人情報の取り扱いに関する事項を説明し同意を得た．その後，

無記名自己式質問紙調査を配布し，回答を依頼した．周囲との相談を禁止とし，回答時間は無制限とした．終了した者は

静かに待機してもらい，全員が終了した時点で調査を終了した．調査期間は令和元年 11月～12月に実施した．なお，本

研究は，常葉大学倫理審査委員会の承認（承認番号：2019-034H）を得て実施した． 

 

1．質問紙の構成（表 1） 

質問紙は，回答者の基本属性が 6問，ネット依存度尺度（以下，IAT）が 20問，日本語版 Game Addiction Scale（以

下，GAS7-J）が 7問，Active Class Attitude scale（以下，ACA）が 9問，計 42問で構成した．回答者の基本属性は，

年齢，性別，ネット利用の有無，1日あたりの平日のネット利用時間（以下，ネット時間），1日あたりの平日のゲームの

利用時間（以下，ゲーム時間），最も利用しているネットサービスをたずねた． 

 

 

 

 

 

 

2．Internet Addiction Test（IAT）（表 2） 

本尺度は世界で最も使用されているネット依存尺度である．20 項目の質問からなり，「全くない（1 点）」「まれにある

（2点）」「ときどきある（3点）」「よくある（4点）」「いつもある（5点）」の 5件法で回答を求める．合計得点は 20点～

100 点であり，得点が高いほど依存傾向が強くなる．39 点以下は，平均的なネット利用者であるとし，40 点以上でネッ

ト利用に問題があるとしている．70点以上になると重大な問題があるとされ，すぐに治療が必要なレベルとしている 3)． 

 

3．日本語版 Game Addiction Scale（GAS7-J）（表 3） 

本尺度はゲーム依存を評価できる尺度である．Lemmensらが開発した Game Addiction Scale を古賀らが日本語版とし

て作成した尺度を採用した．7項目の質問からなる尺度で「全くない（1点）」「まれにある（2点）」「ときどきある（3点）」

「よくある（4 点）」「いつもある（5 点）」の 5 件法で回答を求める．合計得点は 7 点～35 点であり，得点が高いほど依

存傾向が強くなる尺度である 13)． 

 

4．Active Class Attitude scale（ACA）（表 4） 

本尺度は大学生の主体的な授業態度を評価できる尺度である．畑野は，「単位や卒業のためだけでなく，自らの成長の

ために授業・授業で出される課題に主体的に取り組もうとする学習態度」を主体的な授業態度として既念化した．本尺度

は「あてはまらない」「あまりあてはまらない」「どちらでもない」「少しあてはまる」「あてはまる」の 5件法で回答を求

める 14)．本研究では，合計得点が高くなるにつれ主体的授業態度の悪化を示すように修正した（合計得点は 9点～45点）． 

 

Ⅲ．分析方法 

 回答者の基本属性，IAT，GAS7-J，ACAの合計得点をそれぞれ単純集計した．次に回答者の基本属性と IAT，GAS7-J，ACA

の合計得点による男女比較として，年齢，ネット時間，ゲームの利用の有無，ゲーム時間（ゲーム利用者のみ），最も利

用しているネットサービスを男女比較した．ゲーム利用の有無，最も利用しているネットサービスはクロス集計を行い，

質問数

    年齢、性別、ネット利用の有無、1日あたりの平日のネットの利用時間、
　1日あたりの平日のゲームの利用時間、最も利用しているネットサービス

20
7
9　4) Active Class Attitude scale（ACA）

内容

6

表1　質問紙の構成

　1) 回答者の基本属性

　2) Internet Addiction Test（IAT）
　3) 日本語版 Game Addiction Scale（GAS7-J）
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統計処理は，期待度数 5 未満のセルが全セルに対して 20％以上存在する場合は，Fisher の正確確率検定を，それ以外の

場合は χ2 検定を用いた．年齢，ネット時間，ゲーム時間，IAT，GAS7-J，ACA の男女比較では，Shapiro-Wilk 検定にて

正規性を確認後，正規分布を認めた場合には対応のない t検定を，認めない場合には，Mann-Whitney の U検定を用いた． 

最後に IAT と ACA，GAS7-J と ACA におけるそれぞれの相関を確認した．正規性を確認後，正規分布を認めた場合には

Pearson の積率相関係数を，認めない場合は Spearman の順位相関係数を用いた．相関係数（r）は r<0.40 を弱い相関，

0.40≦r<0.70を中等度の相関，r≧0.70を強い相関とした．統計ソフトは EZRを用い，危険率は 5％未満とした． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅴ．結果 

1．回答者の基本属性 

対象者 97名のうち無回答 2通を除き，有効回答者は 95名（男性 35名，女性 60名），有効回答率は 98％であった．平

均年齢は 19.6±2.5 歳で，ネットは全員が利用していた（100％）．ゲームの利用は，有り 64 名（67.3％）であり，男女

の内訳は，男性 32名（91.3％）女性 32名（53.3％）であった．ネット時間は，全体平均は 3.6±2.0時間，男性は 4.0±2.4

時間，女性は 3.3±1.7時間であった．ゲーム時間は，全体平均は 2.0±1.5時間，男性は 2.8±1.6時間，女性は 1.3±0.9

時間であった．最も利用しているネットサービスは，全体として SNSが 45名（51.7％），動画投稿サイトが 32名（36.8％），

ゲームが 7名（8.0％），小説が 2名（2.3％），ネットショッピングが 1名（1.1％）であった．性別では，男性は動画投

稿サイトが 21名（70.0％），ゲームが 5名（16.7％），SNSが 4名（13.3％），女性は SNSが 41名（71.9％），動画投稿サ

イトが 11名（19.3％），ゲームが 2名（3.5％），小説が 2名（3.5％），ネットショッピングが 1名（1.8％）であった． 

なお，最も利用するネットサービスは，複数回答者を除外し，87名（男性 30名，女性 57名）で集計を行った． 

1 レポートや課題はただ提出すればいいという気分で
仕上げることが多い

2 課されたレポートや課題を少しでも良いものに仕上
げようと努力する

3 レポートは満足がいくように仕上げる
4 課題には最小限の努力で取り組んだ
5 課題は納得いくまで取り組む
6 単位さえもらえればよいという気持ちで授業に出る
7 授業には意欲的に参加する
8 授業はただぼうっと聞いている
9 プレゼンテーションの際、何を質問されても大丈夫

なように十分に調べる

表4　Active Class Attitude scaleの質問項目

1 一日中ゲームをすることを考えていた
2 ゲームに費やす時間が多くなっていった
3 日常生活を忘れるためにゲームをした
4 私のゲームに費やす時間を減らそうと，他の人

が試みて、うまくいかなかった
5 ゲームが出来なくて、嫌な気持ちになった
6 ゲームに費やす時間のことで、他の人（たとえ

ば家族や友人）とけんかをした
7 ゲームをするために、大事な活動（たとえば、

学校、仕事、スポーツ）をおろそかにした

表3　日本語版 Game Addiction Scaleの質問項目

1 気がつくと思っていたより、長い時間インターネットをしていることがありますか
2 インターネットをする時間を増やすために、家庭での仕事や役割をおろそかにすることがありますか
3 配偶者や友人と過ごすよりも、インターネットを選ぶことがありますか
4 インターネットで新しい仲間を作ることがありますか
5 インターネットをしている時間が長いと周りの人から文句を言われたことがありますか
6 インターネットをしている時間が長くて、学校の成績や学業に支障をきたすことがありますか
7 他にやらなければならないことがあっても、まず先に電子メールをチェックすることがありますか
8 インターネットのために、仕事の能率や成果が下がったことがありますか
9 人にインターネットで何をしているのか聞かれたとき防御的になったり、隠そうとしたことがどれくらいありますか
10 日々の生活の心配事から心をそらすためにインターネットで心を静めることがありますか
11 次にインターネットをするときのことを考えている自分に気がつくことがありますか
12 インターネットの無い生活は、退屈でむなしく、つまらないものだろうと恐ろしく思うことがありますか
13 インターネットをしている最中に誰かに邪魔をされると、いらいらしたり、怒ったり、大声を出したりすることがありますか
14 睡眠時間をけずって、深夜までインターネットをすることがありますか
15 インターネットをしていないときでもインターネットのことばかり考えていたり、インターネットをしているところを空想したりす

ることがありますか

16 インターネットをしているとき「あと数分だけ」と言っている自分に気がつくことがありますか
17 インターネットをする時間を減らそうとしても、できないことがありますか
18 インターネットをしていた時間の長さを隠そうとすることがありますか
19 誰かと外出するより、インターネットを選ぶことがありますか
20 インターネットをしていないと憂うつになったり、いらいらしたりしても、再開すると嫌な気持ちが消えてしまうことがありますか

表2　Internet Addiction Testの質問項目
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2．IAT，GAS7-J，ACAの集計結果 

IATの最高得点は 80点，最低得点は 22点，平均は 42.4±12.3点であった．ネット利用に問題があると 40点以上は 49

名（52％）であった．性別では，男性の平均は 45.1±12.8点，40点以上が 21名（60％），女性の平均は 40.8±11．8点，

40点以上が 27名（45％）であった．GAS7-Jでは，最高得点は 25点，最低得点は 7点，平均は 11.5±4.5点であった．

性別では，男性の平均は 12.9±4.7 点，女性の平均は 10.2±3.8 点であった．ACA では，最高得点は 43 点，最低得点は

10点，平均は 24.6±6.4点であった．性別では，男性の平均は 24.5±7.9点，女性の平均は 24.7±5.4点であった． 

 

3．回答者の基本属性および IAT，GAS7-J，ACA得点の男女比較（表 5，6） 

男性は女性と比較し有意にゲームを利用していた．また，ゲーム時間も男性は女性よりも長時間ゲームをしていた

（p<0.01）．IAT，GAS7-J，ACAの比較では，IAT，ACAともに有意差は認められなかったが（p>0.05），GAS7-Jでは男性が

女性と比較し，有意に得点が高かった（p<0.01）．最も利用しているネットサービスでは，男性は女性よりも動画投稿サ

イトとゲームを有意に利用しており（動画投稿サイト＝p<0.01，ゲーム＝p<0.05），女性は SNSを利用していた（p<0.01）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4．IAT，GAS7-Jと ACAとの相関関係（表 7） 

IAT と ACA にはやや弱い正の相関を認めた（r＝0.314，p<0.01）．また，女性の IAT と ACA との間にはやや弱い正の相

関が認められたが（r＝0.346，p<0.01），男性のIATとACAとの間には有意な相関は認められなかった．（r＝0.262，p>0.05）．

GAS7-J と ACA にはやや弱い正の相関を認め（r＝0.351，p<0.01），男性の GAS7-J と ACA には中等度の正の相関が認めら

れた（男性 r＝0.411，p<0.05）．また，女性の GAS7-Jと ACAにはやや弱い正の相関を示した．（r＝0.355，p<0.05）． 

 

 

 

 

男性 女性   p
動画投稿サイト 21 / 14 11 / 49 .00**
ゲーム 5 / 30 2 / 58 .04*
SNS 4 / 31 41 / 19 .00**
ネットショッピング 0 / 35 1 / 59 1.0
小説 0 / 35 2 / 58 .54
表の人数は，最も利用しているネットサービス/他のサービスで比較
Fisherの正確確率検定，χ2検定を使用　**p＜.01，*p＜.05
SNS：Social Networking Service

表6　最も利用しているインターネットの種類と性別による比較

全体 男性 女性 全体 男性 女性
rs .31 .26 .35 .34 .41 .36
p .00** .12 .00** .00** .02* .04*

rs：Spearmanの順位相関係数；**p＜.01，*p＜.05

ACA
（N＝95)

IAT（N＝95） GAS-J（N＝64）
表7　IAT，GAS-JとACAとの相関

N M（中央値） SD（四分位範囲） p
男性 35 19.3（19.0） 1.0（18.5-20.0）
女性 60 19.8（19.0） 3.0（19.0-20.0）
男性 35 4.0（3.0） 2.4（2.0-10.0）
女性 60 3.3（3.0） 1.7（2.0-17.0）
男性 32 / 3 － －
女性 32 / 28 － －
男性 32 2.8（2.0） 1.6（2.0-4.0）
女性 32 1.3（1.0） 0.9（0.5-2.0）
男性 35 45.1（44.0） 12.8（35.0-57.0）
女性 60 40.8（38.5） 11.8（32.0-47.0）
男性 32 12.9（12.0） 4.7（9.0-15.3）
女性 32 10.2（9.0） 3.8（7.0-12.0）
男性 35 24.5（24.0） 7.9（20.5-28.5）
女性 60 24.7（24.5） 3.8（22.0-29.0）

表5　IAT，GAS-J，ACA得点の集計結果と男女比較

.08
IAT

年齢
.44

M：平均，SD：標準偏差，SNS：Social Networking Service

N：IAT・ACA＝95，GAS-J＝64

χ2検定，対応のないt検定，Mann–WhitneyのU検定を使用　**p＜.01

ネット時間

ゲーム時間

.19

ACA
.91

.00**

.00**
GAS-J

ゲーム利用（有/無）
.00**
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Ⅵ．考察 

1．ネットとゲームの利用状況と男女比較 

本研究では対象者の全員がネットを利用していた．先行調査でも若者のネット利用率は高く 2),7)，また，ネット平均利

用時間（3.6±2.0 時間）においても類似しており 7),11)，作業療法学科に所属する学生は，同世代の若者と同様にネット

をよく利用していた．最も利用するネットサービスは，男性では動画投稿サイトやゲーム，女性では SNS を利用してい

た．この傾向は先行調査とも類似しており 7),15)，男女のネット利用の傾向として示された．ゲームは対象者の 67％が利

用をし，男性は女性よりも利用時間が長かった．他学部を対象とした調査では対象者の 68.6％が利用し 16)，18歳～29歳

の男女のうち，男性の 72％，女性の 49％がゲームを利用している 17)．ゲームはネットと比較すれば利用率は少なく，最

も利用するサービスではないが，半数以上の者が利用し，特に男性がゲームを利用しやすいという状況が示された． 

 

2．ネット依存とゲーム依存における男女比較 

 IATでは，全体の 52％がネット利用に問題があった．ネットが生活に必要なツールになると同時に，依存に陥る者もい

る可能性が示唆された．大学生に IAT を用いた先行調査では，健康スポーツ系での調査では，女性の 51.1％が依存傾向

であるのに対し，男性は 33.1％であった 18)．人文学部の調査では，女性が 68.3％であるのに対し，男性は 59.0％であっ

た 19)．本研究では男女に有意差は認められなかったが，男性に依存傾向が認められた．この理由は，先行研究では前者の

調査が 287 名，後者の調査が 170 名を対象としており，対象者数の少ない本研究では偏りが生じた可能性がある．また，

本研究は作業療法学科を対象としており，学科の違いによる学生の特徴や性格傾向の差が生じている可能性がある． 

 GAS7-J では，男性は女性よりもゲーム依存になりやすい傾向にあった．井口は，ゲームの利用動機を「空想」「承認」

「趣向」「達成」「友達」「学習」「気晴らし」に分類している 16)．また，王は，男性はゲームのように現実と離れたものに

関心を示す傾向にあると言われている 20)．一方，女性は日常生活における「つながる安心感」を求める傾向にあると言わ

れており 18)，女性よりも「空想」による繋がりを求めやすい男性は，ゲームに依存しやすいと推察される． 

 

3．ネット依存・ゲームの依存と主体的な授業態度との関連 

 IATと ACAとの間には，女性にやや弱い正の相関が認められた．また，GAS7-Jと ACAとの間には，男性に中等度の正の

相関，女性にやや弱い正の相関が認められた．女性はゲームを含めたネット依存全体が授業態度に関連する可能性があ

る．他方，ゲーム依存しやすい性質を持つ男性は，女性よりもゲーム依存と授業態度に強い関係がある可能性が示された． 

学生の授業態度に関する要因は多様だが，先行調査ではネット依存傾向群は，睡眠不足のため大学生活に影響を及ぼす

ことが示唆されており 21），ゲーム依存も睡眠障害やメンタルヘルスの問題，学校や職場での問題，対人関係の問題が生

じると報告されている 22）．ネットやゲームへの依存は生活リズムを乱すだけでなく 11)，睡眠不足による集中力や注意力，

思考力の低下を招く可能性がある．本研究ではその 1つの可能性としてネットやゲームが関係していることを示した． 

今回用いた ACA尺度は，学生の主体的な授業態度を，学生の主観に基づいて確認する尺度であり，実際の学習状況を客

観的に評価していない．しかし，学生が主体的に理解するための姿勢を示すことの重要性は指摘されており 23)，学生自

身が「主体的に授業に関与できている」という実感が学習効果に繋がると考える．現在，依存傾向の者だけでなく，非依

存者であっても，依存に陥る可能性は十分にある．特に男性はゲーム依存を招きやすく，主体的な授業態度との間にも中

等度の関連が認められたことから，ゲーム依存の影響を十分に分析し，教育指導に役立てていく必要があると考える． 

 

Ⅶ．研究の限界と今後の課題 

 第一に，本研究は大学・専門学校などの学校種別や学年間，地域差などを検討していない．また，作業療法学科に所属

する学生に限定しており，調査結果を一般化するには限界がある．今後は，より詳細に分析を行い，精度の高い結果を示

す必要がある．第二に，本研究で示した関連は，弱い相関～中等度の相関に留まっており，関連性を強く結びつけるもの
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ではない．その点，可能性を示したにすぎない．第三に，本研究で用いた ACA は，学生の主観に基づいて調査しており，

無意識化での授業態度と依存度との関連は検討できていない．客観的な測定方法を検討した上で調査をする必要がある． 
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Ⅰ．はじめに 

  現在の医療は診療ガイドラインが 1つの基準となってきており，それらは多くの研究論文の成果から導き出されてい

る 1)．科学的根拠（Evidence-based Medicine）に基づいた医療の 3要素として，「臨床現場の状況・環境」，「患者の

意向・行動（価値観）」および「科学的根拠」が挙げられるが 2)，これは理学療法学分野においても例外的ではなく，

根拠に基づく理学療法（Evidence-based Physical Therapy：EBPT）として導入されてきている．EBPTの概念的定義の

一つとして，「研究による実証報告としての科学的根拠」が含まれており 3)，近年では医療機関等において様々な機器

が導入され，研究活動が行われている．EBPTの取り組みには，「エビデンスをつくる」，「エビデンスをつたえる」，

「エビデンスをつかう」という要素があり，エビデンスをつかうことが EBPTを実践する上で基本になる 3)と述べられて

いる．エビデンスをつかうためには，研究論文を多面的に捉えた上で肯定的もしくは批判的に吟味し，対象者への適用

を検討する能力が要求される．EBPTを実践することでより質の高い理学療法を提供することが可能となるため，学生の

段階から理学療法研究に対して興味を持ち，将来的な実施を視野に入れておくことが重要である． 

しかしながら，日本理学療法士協会が報告したデータによると，学会発表や論文執筆といった理学療法研究の経験者

は多いとは言えない現状であり 4)，学生の段階から理学療法研究に対して興味が湧かないことがその一因と考えられ

る．学生は講義や卒業論文等で研究に触れる機会があっても，我々は学生の研究に対する興味の有無や卒業後のキャリ

アデザインに関しては聴取できておらず，不明な部分が多い．学生の理学療法研究領域に関する調査を行うことは，今

後の研究活動を活発にする上で貴重な情報となる．また，日本理学療法士協会が制定した専門理学療法士制度の履修要

件に，研究論文の筆頭著者であることが必須 5)の条件となっていることから，研究が行える高度な専門性を持つ人材が

求められている． 

以上から，本研究では学生を対象とした理学療法研究領域に関するアンケートを実施し，研究に対する現在の関心と

将来の実施予定を把握するとともに，将来の研究活動をさらに活発にするための対応を検討することとした． 

 

Ⅱ．対象と方法 

1．対象者と調査概要 

専門学校所属の理学療法学科学生 3 年生 31名（平均年齢 20.5±0.7 歳，男性 20名，女性 11 名，全て現役生）を対象

として，2019 年 9 月上旬に理学療法研究領域に関するアンケート調査を質問紙にて実施した．アンケート調査の項目は

学生から事前に聴取した内容や，日本理学療法士協会の認定理学療法士制度 6)を参考にして作成した．全ての対象者には

　　　原著
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紙面と口頭で研究内容を説明し，同意を得ている．研究対象の学生は 3年次に理学療法研究に関する科目の単位を取得し

（履修期間は 2019年前期），調査期間中は卒業論文に取り組んでいた．  

2．アンケート調査の内容（図 1） 

 現在の理学療法研究（学会発表・論文執筆）に対する興味（あり・なし）と，将来の理学療法研究（学会発表・論文執

筆）の実施予定（あり・なし）に関しては，「はい」もしくは「いいえ」の 2選択肢の中で該当する方を回答するように

指示した．将来，理学療法研究を実施すると回答した学生には，研究を実施する理由（16選択肢）と研究領域（24 選択

肢）を調査した（複数選択可）．一方，将来，理学療法研究を実施しないと回答した学生には，実施しない理由（12選択

肢）と研究を実施しても良いと思う条件（5選択肢）を調査した（複数選択可）． 

3．分析方法 

 アンケート調査の各質問項目を集計した．現在の理学療法研究に対する興味の有無と，将来における理学療法研究の実

施予定の有無の比較，興味と実施予定の性差の比較はχ2検定により分析した．統計ソフトは R 2.8.1（CRAN，freeware）

を用い，有意水準は 5%とした． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1．アンケート調査の内容 
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Ⅲ．結果 

アンケートの回収率は 100%であった．現在の理学療法研究に対する興味では，「はい（興味あり）」が 38.7%（12/31名）

を示し，「いいえ（興味なし）」の 61.3%（19/31名）との間には有意差は認められなかった（図 2）．性別による比較では，

「はい」と回答した男性の比率は 75.0%（9/12名）を示したことから，男性の方が興味を抱いていたが，有意差は認めな

かった． 

将来の理学療法研究の実施予定に関しては，「はい（実施）」が 16.1%（5/31名）を示し，「いいえ（非実施）」の 83.9%

（26/31 名）との間には有意な差を認めた（p＜0.001）（図 3）．性別による比較では，「はい」と回答した男性の比率は

60.0%（3/5名）を示し，女性の 40.0%（2/5名）との間には有意差は認められなかった． 

将来，理学療法研究を実施すると回答した学生の理由は，「今後の診療報酬や理学療法士の立場を向上させたいから」

が 5名中 3 名であり，最も多かった．次いで，「治療の効果を検証してみたいから」および「自己研鑽し，自分のレベル

を高めたいから」が 5名中 2 名ずつであった．「理学療法に携わる者として当たり前のことだと思うから」，「色んな研究

者と仲良くなりたいから」および「修士・博士の学位を取得したいから」は 5 名中 1 名ずつであった（図 4）．研究領域

に関しては，「運動器」が 5 名中 4名であり最も多く，次いで，「スポーツ理学療法」が 5名中 3 名，「脳卒中」，「地域理

学療法」および「徒手理学療法」は 5 名中 2名ずつであった．「循環」，「呼吸」，「健康増進・参加」，「介護予防」および

「物理療法」は 5名中 1名ずつであった（図 5）． 

一方，将来，理学療法研究を実施しないと回答した学生の理由は，「研究は難しそうだから」が 26 名中 23 名（88.5%）

と最も多かった．次いで，「今の勉強が精一杯で余裕がないから」が 26 名中 18 名（69.2%）であり，「文章を書くのが苦

手だから」は 26 名中 15 名（57.7%）と三番目に多かった（図 6）．将来，研究を実施しても良いと思う条件に関しては，

「身近に指導者が存在する」が 26名中 20名（76.9%）と最も多く，次いで，「給与が増加する」が 26名中 14名（53.8%）

であり，「休暇が増加する」が 26名中 9名（34.6%）の順で多い結果となった．「その他」では不明（研究を実施しても良

い条件は分からない）という自由記載であった（図 7）． 

 

 

χ2検定：有意差なし 

図 2．現在の理学療法研究に対する興味の内訳（n=31） 

 

 

χ2検定：p＜0.001 

図 3．将来の理学療法研究の実施予定に関する内訳（n=31） 
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図 4．将来，理学療法研究を実施すると回答した学生の理由の内訳（n=5） 

 

 

図 5．将来，理学療法研究を実施すると回答した学生の研究領域の内訳（n=5） 

 

 

図 6．将来，理学療法研究を実施しないと回答した学生の理由の内訳（n=26） 

 

 

図 7．将来，研究を実施しても良いと思う条件の内訳（n=26） 
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Ⅳ．考察 

 今回，学生を対象とした理学療法研究領域に関するアンケートを実施し，研究に対する現在の関心と将来の実施予定を

調査した．理学療法研究に対する興味では，「はい（興味あり）」と回答した学生が 38.7%（12/31名）であり，「いいえ（興

味なし）」と回答した学生との間には統計学的に有意な差は認めなかった．理学療法士を対象とした学会参加に関する調

査では，過去 5年間の日本理学療法学術大会の参加率が 59.3%（3359/5662名），過去 1年間の日本理学療法学術大会以外

の学会への参加率は 62.3%（3530/5662名）と報告されている 4)．本調査で研究に興味のある学生（38.7%）が学会に参加

した場合，実際の参加率（59.3%もしくは 62.3％）よりも大幅に低い数値を示していることから，対象学生の興味は低い

傾向にあると考えられる．将来，理学療法研究を実施すると回答した学生は 16.1%（5/31名）であり，実施しないと回答

した学生との間には有意差が認められた．理学療法士を対象とした学会発表や論文執筆についての調査では，過去 1年間

の学会での筆頭演者経験者の比率が 26.9%（1525/5662名），過去 1年間の査読付き学術雑誌における筆頭著者経験者の比

率は 8.9%（506/5662名）と報告されている 4)．本調査で将来，理学療法研究を実施すると回答した学生（16.1%）が学会

発表を行った場合，実際の筆頭演者経験者の比率（26.9%）よりも 10%程度低いことから，対象学生の研究意欲は低い傾

向にあると考えられる．一方，論文執筆に関しては，本調査結果（16.1%）の方が実際の筆頭著者経験者の比率（8.9%）

より高値を示したものの，前述の調査 4)では筆頭演者経験者の比率（26.9%）の 3 分の 1 程度が筆頭著者経験者の比率で

あることを踏まえると，本調査結果である 16.1%の 3 分の 1 に該当する 5.4%程度が妥当な数値と考えられる．そのよう

に仮定すると，実際の筆頭著者経験者の比率よりも低くなる可能性がある．学生の研究に対する興味や意欲が低下してい

る一因として，調査時期が卒業論文の作成段階であり，論文の提出によって得られる充実感や達成感が獲得される以前で

あったことが示唆される．また，調査した教育機関が専門学校であったことから，研究経験の豊富な教員が少ないことも

影響していると考えられる．学生に興味を持ってもらうための一つの手段として，学会への参加を促し，具体的な研究内

容を理解してもらう等の学外活動も有効であると考える．学会では最新の機器が展示されており，体験できることも研究

に興味を持つきっかけになるかもしれない． 

将来，理学療法研究を実施すると回答した学生は，選択した項目の内容からモチベーションが高く，理由が明確である

ことが示された．研究を行う理由の内訳については，「今後の診療報酬や理学療法士の立場を向上させたいから」という

項目を選択した学生が最も多く，理学療法士を取り巻く環境に不安や不満を抱いていることが推察された．次いで，「治

療の効果を検証してみたいから」と「自己研鑽し，自分のレベルを高めたいから」を選択した人数が多かったが，これら

を EBPTの概念的定義 3)に置き換えると，「臨床研究による実証報告としての科学的根拠」と「理学療法士の臨床能力」に

該当する．治療効果の検証といった日々の臨床疑問（clinical question）に応えていくことが研究的疑問（research 

question）へと繋がり，倫理面や経済面の条件を満たせば臨床研究が実施され，エビデンスの蓄積に寄与する．一方，自

己研鑽は身近である講習会への参加や参考書を使用した自己学習といったインプットのみではなく，学会発表や論文執

筆といったアウトプットの積み重ねが更なる臨床能力の向上に繋がる．臨床能力を向上させるためには臨床研究が大切

である 7)と報告されていることからも，臨床実践と臨床研究はかけ離れたものではなく，対象者に最善の医療を提供する

という目的が合致しており，ともに不可欠であることを学生の段階から浸透させていく必要がある． 

研究領域に関しては，理学療法の対象領域の主である運動器や，入学者の志望理由で特に多いスポーツ理学療法といっ

た整形外科分野の人数が多かった．今後は少子高齢化により地域包括ケアシステムの構築が推進される 8)．また，近年の

理学療法分野においては，中高年者に対する生活習慣病の予防，児童・生徒に対する健康教育と疾病・傷害リスクのスク

リーニング，労働者に対する健康管理，および高齢者に対する生活機能向上の観点から予防が重要視されている 9)．本調

査では少数であった地域理学療法や健康増進・参加，介護予防といった分野への関心が高まるように，地域の施設や機関

と連携を図り，健康教室でのボランティア体験や訪問リハビリの見学等を積んでもらうことが大切であると考える． 

 将来，理学療法研究を実施しないと回答した学生の理由は，研究は難しいものというネガティブなイメージが形成され

ていた．理学療法研究に関する講義内容を再考すべきではあるが，学生が基礎科目や専門科目の勉強で余裕がないこと
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や，文章を書くことに対して苦手意識を抱いていることが阻害因子になっていた．学習面については，講義内容の明瞭化

や興味を抱かせるような話題の提供だけではなく，小テストの導入により得意・不得意箇所について随時振り返りができ

る体制を構築する必要がある．文章作成に関しては，レポート課題を増やし指導機会の増加を図ることや，指導の中で成

功体験を与えていくことが重要である． 

 将来，研究を実施しても良いと思う条件については，身近に指導者が存在することが最も重要な要素であった．筆者が

過去に実習地訪問に伺った際，実習指導者から研究を行いたいが未経験のため，方法が分からないという相談を受けたこ

とがある．病院や施設の理学療法士のみで研究の実施が困難な場合は，研究経験が豊富な教員と連携を図り，臨床現場で

研究指導を行うことが望ましい．具体的な介入としては，実習地訪問や実習指導者会議等で研究指導に関するアナウンス

を行うことが有効と考える．研究経験の豊富な教員が臨床現場で研究指導を行い，職場に手本となる研究指導者が育成で

きれば，現時点では研究に対して意欲的ではない学生が就職後に研究活動を行うきっかけになるかもしれない．現在行わ

れている研究指導に対する支援策としては，日本理学療法士学会の下部組織である分科学会が主催している研究セミナ

ーが開講されているため，受講して学習することも一つの手段である．また，休暇面や給与面といった勤務条件の優遇は

外発的動機づけではあるが，研究活動のモチベーションに繋がるかもしれない．現在は勤務後に研究活動を実施している

理学療法士が多いと思われるが，研究活動は患者のためだけではなく，各々の所属機関の特長や宣伝にもなるため，所属

機関の上層部は研究の実施や成果に対して適切な価値判断を行うべきである． 

本研究の限界としては，サンプル数が 31 名と少ないことが挙げられる．また，専門学生に特有の結果だったのか否か

が不明であることや，学会発表と論文執筆で実施予定を分別できていないこと等が課題として挙げられる．今後の展望と

しては，サンプル数を増やした上で専門学生と大学生で結果を比較し，調査内容に関しては学会発表と論文執筆の分別を

図ることで，信憑性のあるデータを提示したいと考える． 
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理学療法学生の短期病院実習における実習形態の違いが心理状態に及ぼす影響 
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Ⅰ．はじめに 

年々、増加する理学療法士と作業療法士の質の低下が危惧される中で、教育体制や養成カリキュラムについて、国会や

日本理学療法士協会、日本作業療法士協会などで、多くの議論がされている。理学療法士作業療法士学校養成施設指定規

則は、これまでに教育内容の弾力化や単位制の導入など、数年ごとに改正がされてきた。2020 年 4 月の入学生から適用

された改正では、総単位数の増加や臨床実習のあり方が大きく変更され、各養成校におけるカリキュラム編成において、

臨床実習のあり方を再度見直す機会となっている 1)。コメディカルの臨床実習は数日から 1週間で終了する短期間の臨床

実習や数週間に及ぶ長期間の臨床実習があり、職種ごとの教育カリキュラムに合わせて編成されている。提携病院や附属

病院のある養成校では実習期間を調整し、実習日の間に登校日を設けたり、大学教員が直接現場で指導するなど、様々な

方法がとられている。短期間の臨床実習では、学生間で技術に関する学びや学生の達成感に差が出現すると言われており

2,3)、臨床実習をいかに有用な学びの場とするかが課題である。 

本学の理学療法学科 2年時の臨床実習は、3日間の病院実習と前後の学内学習で構成されている。多くの養成校で、短

期間の病院実習には実習日の間に登校日を設けておらず、本学でも 3日間連続しての病院実習の形態をとっていた。病院

実習は、患者様や医療スタッフとのコミュニケーションの経験や学生の評価技術の向上を図るように進められてきた。し

かし、連続した短期間の病院実習では、評価技術の練習や知識の整理にかけられる自己学習の時間が限られており、学生

の習熟度の向上が不十分になる問題がある。臨床実習前後における学生のストレス状況に関しては、「緊張」や「怒り」

のような負の感情が実習後に低下すると言われているが 4)、自己学習の勉強期間を設定した方がよりストレスが少なく、

効率の良い学習が可能になると考えられる。 

そこで本研究の目的は、理学療法学生の短期臨床実習において、病院実習期間中に登校日を設ける実習形態と連続した

病院実習形態の違いが、学生の心理状態に及ぼす影響を明らかにすることとした。 

 

Ⅱ．方法 

1. 対象 

対象者は東京工科大学理学療法学科 2年生 84名とし、病院の実習受け入れ状況を基に従来行われていた連続した 3日

間の病院実習を行った 27名（短期群）、2週間かけて登校日を設けて 3日間の病院実習を行った学生 34名（中期群）、週

に 1日ずつ 3週間かけて 3日間の病院実習を行った学生 33名（長期群）と、対象者をランダムに分類した。本研究は病

院実習前の 4月に実施した学内実習初日に、本人に口頭および書面にて説明し、同意を得られる者のみ、アンケート調査

　　　原著
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に回答していただいた。全てのアンケートに回答の得られた短期群 17名、中期群 18名、長期群 18名を分析に用いた（表

1）。 

 

2. 臨床実習の形態 

研究対象者の臨床実習は、2019 年 4 月から週 1～2 時限の計 10 時限分の学内実習と、6 月 1 日～7 月 14 日の期間での

3 日間の病院実習、7 月に 2 時限分実施した学内実習にて構成した。病院実習前の学内実習では、事前学習として医療人

としての接遇や各種評価技術の実技練習を実施した。病院実習は、一つの病院に 2～3 名の学生が同時に伺い、1 名の指

導者に 2名の学生配置となる複数型の実習形態を基本とし、日常診療の流れに合わせて適宜、1名の指導者に 1名の学生

配置となる単独型の実習形態をとっていただいた。3日間の病院実習の開始日と終了日は、各実習先の受け入れ状況に合

わせて決定し、短期群が 6月 5日～7月 14日、中期群が 6月 1日～7月 14日、長期群が 6月 1日～7月 13日と対象者間

でばらつきがあった。病院実習後の学内実習では、事後学習として病院実習で実施した各種評価や患者様に対する振り返

り作業を行った。今回の臨床実習を通して実施した実技項目は、バイタルサイン、関節可動域測定、徒手筋力検査、形態

測定、神経学的検査とした。病院実習施設は、急性期病院や回復期病院、老人保健施設など計 12 施設で、3 群間ごとに

異なる施設を配置した。全ての病院実習施設には、書面と口頭にて本研究内容の説明を行い、学生への指導方法に共通認

識が持てるようにした。 

 

3. 測定項目 

全ての対象者に新版 STAI状態－特性不安検査（State-Trait Anxiety Inventory-JYZ: STAI）と気分・感情状態の評価

指標である Profile of Mood States 2nd Edition 短縮版（POMS2）を実施した。STAIは、「今まさに、どのように感じて

いるか」という不安を喚起する事象に対する一過性の状況反応である状態不安と、「普段、どのように感じているか」を

いう不安体験に対する比較的安定した反応傾向である特性不安を、不安があることを示す項目（不安存在項目）と不安が

ないことを示す項目（不安不在項目）で調査する。POMS2は気分の状態に関する 30項目の質問からなり、「非常に多くあ

った」から「まったくなかった」の 5段階（4～0点）で回答する。「怒り－敵意」「混乱－当惑」「抑うつ－落ち込み」「疲

労－無気力」「緊張－不安」「活気－活力」「友好」の 7 つの下位尺度からなり、各得点を用いて総合的気分状態（Total 

Mood Disturbance：TMD）（活気－活力、友好以外の 5つの尺度の合計点から活気－活力の点数を引いた値）を算出し、TMD

が高得点なほど悲観的な気分を強く感じたと判断される 5)。各評価は病院実習開始 1週間前と終了 1週間後にそれぞれ実

施し、マニュアルに則り「本日を含めた過去 1週間の状況」として回答してもらった。 

 

4. 統計解析 

全てのデータをヒストグラムにて正規性を確認後、病院実習前後の 3群間の STAIと POMS2を反復測定二元配置分散分

析および多重比較検定にて検討した。統計処理には IBM SPSS Statistics Ver.19 を使用し，有意水準を 5％とした。 

 

表 1 対象者属性 

  短期群 (17名) 中期群(18名) 長期群(18名) 

年齢（歳，(幅)） 19.3±0.5 (19-20) 19.2±0.5 (19-21) 19.4±0.6 (19-20) 

男性(名，(％)) 6 (35) 5 (28) 10 (56) 

実習施設数(施設) 3 6 3 
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Ⅲ．結果 

STAIの分散分析表を表 2に、実習前後の各値を表 3に示す。STAIでは、各項目に主効果があり、交互作用は確認され

なかった。全ての項目で実習前の群間、実習後の群間に差はなかった。STAI の状態不安の合計点は実習後に全群で有意

に低下し、特性不安の合計点は実習前後で差はなかった。 

POMS2の分散分析表を表 4に、実習前後の各値を表 5に示す。POMS2では、友好以外の各項目に主効果があり、交互作

用は確認されなかった。全ての項目で実習前の群間、実習後の群間に差はなかった。実習後に長期群と中期群でのみ、ネ

ガティブな気分状態を総合的に表す POMS2の TMDが有意に低下し、長期群の「混乱－当惑」が低下した。また、実習後に

中期群と長期群の「活気－活力」が有意に上昇した。 

 

表 2 STAIの分散分析表 

    F値 自由度 p値 

状態不安 実習前後 63.419 1   0.000 * 

 3群 1.019 2 0.368 

 実習前後×3群 1.326 2 0.275 

特性不安 実習前後 5.425 1  0.024 * 

 3群 0.715 2 0.494 

 実習前後×3群 0.161 2 0.851 

*：p < 0.05． 

 

表 3 3群における実習前後の STAIの変化 

  実習前 実習後 

状態不安（点） 短期群 60.2±5.8 44.1±7.8 * 

 中期群 60.6±7.6 50.4±10.8 * 

 長期群 58.1±9.7 46.8±13.8 * 

特性不安（点） 短期群 54.5±5.8 50.9±5.8 

 中期群 55.3±11.0 52.9±9.8 

 長期群 51.6±11.3 49.6±12.5 

平均値±標準偏差，*：p < 0.05． 
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表 4 POMS2 の分散分析表 

    F値 自由度 p値 

TMD 実習前後 14.191 1   0.000 * 

 3群 0.199 2 0.820 

 実習前後×3群 0.371 2 0.692 

怒り－敵意 実習前後 13.091 1   0.001 * 

 3群 0.099 2 0.906 

 実習前後×3群 0.246 2 0.783 

混乱－当惑 実習前後 7.173 1   0.010 * 

 3群 0.558 2 0.576 

 実習前後×3群 0.338 2 0.715 

抑うつ－落込み 実習前後 4.981 1   0.030 * 

 3群 0.420 2 0.659 

 実習前後×3群 0.231 2 0.794 

疲労－無気力 実習前後 4.189 1   0.046 * 

 3群 0.277 2 0.759 

 実習前後×3群 0.179 2 0.837 

緊張－不安 実習前後 5.812 1   0.020 * 

 3群 0.950 2 0.394 

 実習前後×3群 0.895 2 0.415 

活気－活力 実習前後 12.473 1   0.001 * 

 3群 2.099 2 0.133 

 実習前後×3群 2.710 2 0.076 

友好 実習前後 2.536 1 0.118 

 3群 0.539 2 0.587 

 実習前後×3群 0.506 2 0.606 

TMD：Total Mood Disturbance，*：p < 0.05． 
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表 5 3 群における実習前後の POMS2 の変化 

  実習前 実習後 

TMD（点） 短期群 37.5±15.6 31.8±17.8 

 中期群 43.3±16.8 32.9±20.4 * 

 長期群 39.5±25.2 30.0±23.0 * 

怒り－敵意（点） 短期群 5.2±4.6 2.8±3.9 * 

 中期群 5.2±4.5 3.7±3.6 

 長期群 5.7±4.9 3.3±2.8 * 

混乱－当惑（点） 短期群 8.5±3.2 7.8±3.2 

 中期群 10.1±3.4 8.8±4.5 

 長期群 9.7±4.8 7.9±4.7 * 

抑うつ－落込み（点） 短期群 7.4±3.5 6.5±4.1 

 中期群 7.5±3.9 5.9±4.7 

 長期群 8.4±5.7 7.5±5.5 

疲労－無気力（点） 短期群 10.4±4.3 9.4±4.6 

 中期群 11.4±5.3 10.4±4.3 

 長期群 11.5±5.1 9.8±4.3 

緊張－不安（点） 短期群 13.5±4.0 12.9±4.9 

 中期群 15.0±3.4 12.6±4.6 

 長期群 12.5±5.2 11.4±5.2 

活気－活力（点） 短期群 7.4±2.7 7.6±2.5 

 中期群 5.9±1.9 8.4±3.7 * 

 長期群 8.2±3.9 9.9±4.2 * 

友好（点） 短期群 10.2±2.5 10.5±2.5 

 中期群 9.7±3.0 10.9±3.0 

 長期群 10.9±3.5 11.3±3.1 

TMD：Total Mood Disturbance，平均値±標準偏差，*：p < 0.05． 

 

Ⅳ．考察 

STAI の状態不安は、特定の時点や出来事に抱く一時的な不安反応を指し、特性不安は、個人の性格に由来する不安に

なりやすい傾向を持つ性質を指す 6)。全群で実習前後に状態不安が低下し、特性不安に変化がなかったことから、病院実

習という特異的な環境は、病院実習へ行く前の学生に予期的なストレスを与え、個人特性を表す特性不安の変化とは関係

がなかったと考えられる。POMS2の TMDはネガティブな気分状態を総合的に表す 5)。今回、病院実習期間中に登校日を設

けた中期群と長期群にて、病院実習後に TMDが下がり、「活気－活力」の項目が上がった。本研究では 2～3名の学生が同

時に病院実習を行う複数型の実習形態を取り入れた。複数名で病院実習を行うことは、短期間ではピアラーニングの観点

からも良い影響を学生に与えるが、中長期間の実習では学生の自立性が促されにくい欠点がある 7)。本研究の対象者と同

学年の対象者が、1 施設に 1 名で実習を行う単独型の病院実習と複数型の病院実習を行った先行研究では、2 週間の病院

実習後に複数型の POMS2の TMDが 25.4点から 30.7点へと単独型と比べて有意に増加していた 8)。複数型の病院実習形態
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は、同級生と過ごす時間が長くなる肯定的な側面と実習施設職員とのコミュニケーションの時間が減る否定的な側面が

挙げられている 9)。そのため、病院実習が長期となる場合は、複数名で行う病院実習は、学生にストレスを与える可能性

がある。本研究の病院実習は 3 日間と短かったことから、複数名で病院実習を行うことで学生のピアラーニングが促さ

れ、病院実習前後の TMD の変化が先行研究 8)と比べて異なったと考えられる。また、今回、実習前後の STAI や POMS2 の

値に群間差はなかったが、中期群と長期群は実習終了までの期間が長く、短期群と比べて実習開始前からの予期的なスト

レスが大きい可能性がある。中期群と長期群は実習終了時の活気―活力の値が高かったことから、体力的にゆとりがあり

充実した病院実習を行うことができたと考えられる。 

2020 年 4 月の入学生から適用された理学療法士作業療法士学校養成施設指定規則の改正によって、今後の臨床実習形

態は複数型での実施がより進められる可能性がある。複数名の学生を同一の施設で実習させる場合は、学生同士のマッチ

ングの検討が、心理面や学習面において重要となる 10)。本研究では対象者をランダムに実習施設に配置したため、学生

間のマッチングはされていない。また、本研究期間には、通常の授業カリキュラムと臨床実習のカリキュラムが同時進行

しており、実習病院確保の関係で同じ群内でも対象者によって病院実習の開始日と終了日が一定ではなかった。今後は、

複数型の病院実習を行う場合、学生同士のマッチングや同時進行しているカリキュラムの影響、病院実習の期間などを考

慮して、検討していく必要がある。 

 

Ⅴ．結語 

短期間の病院実習は個人特性に関係せず学生に不安を与えるが、病院実習期間中に登校日を設けることで学生の気分・

感情状態を良い状態に保つことができる可能性が示唆された。 
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キーワード：サービス・ラーニング、相互作用、トライアンギュレーション 

 

Ⅰ．はじめに 

 2012 年の中央教育審議会による答申「新たな未来を築くための大学教育の質的転換に向けて」の中で、我が国の抱

える少子高齢化や格差の拡大といった社会問題に対応しうる人材育成には、地域社会の中で学生達が主体的に学修する

教育プログラムが必要と謳われている。このような教育手法の一つにサービス・ラーニング（Service-Learning）が挙

げられ、地域社会の中で実践される貢献的活動と高等教育における教科学習の統合が展開されている 1)。医療系の大学

生におけるサービス・ラーニングでは、地域医療や公衆衛生に関わる活動が報告され 2,3)、地域住民にとっては実益と

満足感、学生にとっては知識･技術の深化や対象者理解の促進が、双方向的な効果として示されている 1,3)。理学療法教

育では、高齢者リハビリテーションの授業に組み込まれたサービス・ラーニングが報告されており、地域で行われた運

動機能トレーニング教室への参加が、学生の高齢者への態度を肯定的方向へと変化させ 4)、さらに高齢者ケアに関わる

技能を向上させていることも明らかとなっている 5)。しかし、サービス・ラーニングによる学生への影響が、学生とサ

ービス対象者の間において如何なる相互作用から生じているのかを確認した報告は見当たらない。 

本学部が位置する静岡県浜松市では、地域住民の学習機会の確保と地域づくりを推進するため、平成 23年度より市

内の大学との連携事業として、生涯学習施設における地域住民向け講座（以下、大学生による講座）の開催を大学生に

認めている 6)。本研究の筆頭研究者は平成 28 年度の大学生による講座から、卒業研究の一環として「Walking を

Thinking」講座（以下、ウォーキング講座）の開催指導を継続し、理学療法学科学生（以下，PT 学生）が修得した正

常歩行に関する知識と検査技術を社会還元できるように支援してきた。同時に講座への参与観察を通じて、サービス・

ラーニングの当事者である学生講師と受講者との関係性が、指導を「する－される」という立場を状況に合わせて入れ

替えながら、多様な相互作用の中で生み出されている様子を垣間見て来た。そこで今回、学生講師となった PT 学生に

対するインタビュー調査結果と、ウォーキング講座受講者から得た質問紙調査の自由記述内容を比較するというトライ

アンギュレーションを用いて、サービス・ラーニングの実施過程の中で PT 学生がウォーキング講座受講者との間にど

のような相互作用を経験し、その経験が PT 学生へどのような影響を及ぼしているのか質的分析手法を用いて探索した。 

 

 

　　　原著
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Ⅱ．対象と方法 

1．ウォーキング講座の概要 

 ウォーキング講座は、講義、検査測定、測定結果に基づく個別アドバイスにて構成され、本学 PT 学生 3 年生及び 4

年生が担当している。実施時期は例年 11月初旬で、4年生が講義の講師を務め、3・4年生全員で検査測定と測定結果

に基づく個別アドバイスを担っている（表 1）。講座開催への準備として、講義担当学生は教員が用意した事前資料を

参考に、各自が独自に講義資料を作成し、他の学生の聴講下で講義のシミュレーションを実施している。また 3年生は、

検査法および測定機器の操作方法について教員からの指導を受けて講座に臨んでいる。検査測定の結果は、教員が分析

した後に各学生へと担当受講者の分析内容をフィードバックし、教員と学生が相談の上で個別アドバイスの内容を決定

している。講座の振り返りとして、3年生が自治体主催の講座報告会で実施内容の報告を行ってきた。 

2．対象者 

 インタビュー調査の対象者は、平成 30 年度のウォーキング講座で学生講師を務めた PT 学生 6 名である。大学 4 年

生が 4名、3年生は 2名で、全員が女性であった。講座開催時の学習状況は、4年生は臨床総合実習を終了し、卒業研

究を提出した段階にあり、3年生は臨床評価実習Ⅰを終了し、1週間後に臨床評価実習Ⅱを控えている段階であった。 

 質問紙調査の対象者は、ウォーキング講座受講者 15名中、2日間受講した 14名（うち女性 11名）であった。40歳

未満が 1名、40～64歳が 4名、65～74歳が 8名、75歳以上が 1名で、9名が質問紙の自由記述欄に記載をしていた。 

3．調査方法 

1）インタビュー調査 

講座終了の翌日に 3年生 2名、1週間後に 4年生 4名のグループインタビューを筆頭研究者が行った。桜井 7)は、イ

ンタビュー場面における権力の非対称性がインタビュー内容を統制してしまう危険性を指摘している。そこでインタビ

ューには、学生同士が刺激しあうことで発話の活性化が図れるグループインタビューを採用した。 

インタビューは「講義、検査測定、個別アドバイスのそれぞれで、困ったことおよびプラスになったこと」について

準備段階から時間軸に沿って質問した。受講者に対する働きかけや受講者から受けた印象などについては、「その話を

もっと詳しく聞かせて下さい」と語りの促しを行った。4年生は 40分、3年生は 20分のグループインタビュー終了後

に，録音内容のテキストデータを作成した。このテキストデータは、内容の正確性について対象者の確認を受けた。 

2）質問紙調査での自由記述 

受講者に対しては、講座開始時に講座の内容に関する無記名の質問紙調査への協力を依頼した。質問項目は講義の難

易度と講座の有用性であった。質問紙内の自由記述欄には、講座に対する感想や学生とのやり取りで印象に残ったこと

などを記載するように求めた。質問紙への回答は、講座 2回目における個別アドバイス中の空き時間（20～30分）なら

びに講座終了時に 10分程度の記入時間を確保した。 

4．分析方法 

インタビューデータと質問紙調査の自由記述項目の分析には、質的分析手法である Steps for Coding and 

Theorization（以下、SCAT）を用いた 8)。SCATは、個々のテキストデータを分節化する過程にて、①データ中の着目す

べき語句の抽出、②着目すべき語句の意味を表す別の語句への言い換え、③言い換えた語句を説明するためのインタビ

ューデータ外の語句の記述、④構成概念の考案、⑤追求すべき疑問点や課題の検討、という手順にてコード化を進めて

行く。得られた構成概念は、相互作用の相手方への働きかけや受けた影響に関するストーリーラインを構築するための

素材となる。こうして構築されたストーリーラインを再度断片化し、データから明示可能となった理論記述を抽出した。

以上のプロセスが SCATフォーム上に明示されることで、第 3者が分析プロセスを事後に確認できるようになる（表 2）。

本研究における SCATフォームは、4年生の学生講師、3年生の学生講師、ウォーキング講座受講者の 3つを作成した。   

SCATの強みは小規模なテキストデータからストーリーラインの構築が可能な点で、インタビューデータだけでなく質 
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表１ 浜松市と大学との連携事業「Walking を Thinking」講座の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

問紙の自由記述欄の分析も可能である 8)。記載された自由記述は、福士らの調査 9)を参考として意味のまとまりごとに 1

つのテキストデータとして SCAT フォーム上に配置した。このように SCAT においては、異なるデータ収集手法を行った

としてもテキストデータ化が可能であれば、SCAT フォーム上での変換プロセスを経て、「このテキストの分析から言え

ること」として理論記述の段階で比較可能となる。4 年生の理論記述と 3 年生の理論記述は、マトリクス上にて類似項

目ごとに分類した。さらに同一マトリクス上にて、受講者の理論記述と学生講師の理論記述分類を対比して配置し、サ

ービス・ラーニングの当事者間に生じた相互作用を明らかにすると共に、講師である PT学生への影響を検討した。 

以上のプロセスでは、質的研究経験のある筆頭著者が SCATフォームとマトリクスを作成した。この際，分析プロセス

の確実性を確保するため，構成概念、ストーリーラインおよび理論記述の生成過程に関して，大学生による講座を 2 年

間開催している質的研究経験を持った第 3 共同研究者が確認した。さらに、マトリクス上の理論記述を比較するプロセ

スは、教育系専門理学療法士の認定を受けている6年以上の理学療法専任教員経験を持った第2共同研究者が確認した。 

5．倫理的配慮 

学生に対するグループインタビューでは、インタビュー開始前に、書面と口頭にて研究の概要を説明し、同意書への

署名と録音の許可を得た。一方で質問紙調査においては、講座開始時に調査内容について説明した。説明内容には、研

究の趣旨、個人情報の保護、研究協力撤回の自由などが含まれ、同意書への署名をもって研究協力への意思を示したも

のと判断した。本研究は、事前に常葉大学研究倫理委員会の承認を得た上で実施した（承認番号：2018-016H）。 

 

Ⅲ．結果 

 学生講師から抽出した構成概念は、4年生が述べ 48個、3年生が述べ 21個で、合計 52種類であった。ウォーキング

講座受講者の自由記述欄の分析では、記入者 9 名から 21 のテキストデータが得られ、22 種 32 個の構成概念を抽出し

た。さらに、各 SCATフォームにて構築されたストーリーラインを再度断片化することで生成した理論記述は、学生講

師の 4年生が 10個、3年生が 7個、受講者は 9個であった。 

 各理論記述をマトリクス上にて比較すると、学生講師の理論記述から抽出された PT学生への影響は 10種類あった。

一方、受講者と学生講師の理論記述の比較から構築された相互作用は 7種類で、そのうち 6種類は PT学生への影響に

結びついているものと解釈できた（表 3）。以下の説明は、“ ” は相互作用、【 】は PT学生への影響を示している。 

学生講師と受講者間の相互作用として、受講者から学生講師への“プレゼンテーションに対する批判的アドバイスの

表出”は、学生講師に“専門的知識を説明することの難しさの実感”を抱かせ、プレゼンテーションスキルも含めて【説

明のための準備の不足を反省】させていた。さらに、受講者の“知りたいこと・聞きたいことに関する質問”に対して、

学生講師が“不十分な返答”しかできなかった場合、学生講師は自己の能力について【指導内容に関する理解の不足を

反省】していた。同じ反省という影響であっても【理解してもらうための努力の不足を反省】した場合には、学生講師

の“不十分な説明”に対して、受講者は“経験不足に対する理解の提示”といった学生講師への気遣いを表出していた。

検査実施場面でも受講者の肯定的言動に対して学生講師は違う視点を示しており、受講者の“検査を体験できたことへ 

受講者 ・ 年齢層：　　40歳未満：1名、　　40～64歳：4名、　

        　       65～74歳：8名、　　75歳以上：1名

場所

　・11月に1週間の間隔を空けて2回実施 

                     3年生：女性 2名

講座

対象者

地域在住の一般成人で、ウォーキングを始めたいけ

れど 「自信がない」と思っている方、または「どんな
歩き方をしたら良いのか」と悩んでいる方

C 協働センター

・歩行と姿勢に関する　医学的基礎知識を全体講義
・歩行時体幹動揺、2ステップテスト、足趾把持力などの測定

・測定結果に基づく歩き方のコツやトレーニング方法の個別
　アドバイス

第1回：

第2回：

・ 人数：　14名　(申し込みは15名）　　　性別：　男性3名、女性11名

日時
　・18：00　～　20：00

理学療法学科 　4年生：女性 4名
講師

講座
内容
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表 2 SCATフォームの作成例（4年生用より抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の満足感”に対して、4 年生は“検査の信頼性への不安”を述べ、【信頼できる検査結果には正しい方法の理解が必要

不可欠と再認識】させられたことを語っていた。一方、個別アドバイス場面では受講者の表出に対して学生講師は肯定

的な語りを表しており、受講者の“興味の提示”に対して“役立ったことへの喜び”を示し、受講者が“楽しいという

感情表出”をした場合には説明した内容について“もっと知りたいという思い”を強くしていた。これらの相互作用は、

PT 学生の抱く【仕事や学びへの動機付け】へと結びついていた。さらに、学生講師の感じた“成功体験”は受講者の

“理解できたことへの感謝の表出”からも得られており、その背景に 4年生は【臨床実習の体験が役立ったという実感】

を抱いていた。 

その他に学生講師の理論記述から抽出された本講座による PT 学生への影響には、3,4 年生のいずれも【受講者の多

様さを理解】できたと感じていること、そして 4年生は【受講者の思いを認識】し、【こうしたらもっと良くなるとい

うアイデアの気づき】を得たことであった。一方、3年生は上級生による受講者への応対を【課題解決に向けたサンプ

ルの把握】として捉えている様子が伺えた。 

 

Ⅳ．考察 

本研究は、地域住民の健康増進を目指したサービス・ラーニングを実施する中で、学生講師となった PT 学生が受講

者との間にどのような相互作用を経験し、それが PT 学生にどんな影響を及ぼしたのかを探索した。今回、相互作用を

サービス・ラーニングの当事者間における働きかけの関係性と捉えて分析を進めた。このため分析データには、PT 学

生のインタビューデータだけでなく、受講者に対する質問紙調査の自由記述項目も用いた。分析の結果、PT 学生は学

生講師として自らの働き掛けの不十分さを自覚し、受講者の批判や質問を率直に反省へと結び付けていた。同時に、受

講者が学生講師の働き掛けを気遣い理解を示している場合でも、学生自身が自己の能力不足を実感して反省している状

況も認められた。一方で、受講者の講座に対する肯定的言動の表出が学生講師の成功体験の拠り所となり、過去の体験

の再評価や未来の活動への動機づけとなっている様子も明らかとなった。 

講演や個別アドバイスでの学生講師のプレゼンテーションに対して、受講者が表出した批判的アドバイスは単純に不

満を漏らしているというものではなく、プレゼンテーションスキルや講義内容の難易度に関して改善に向けたアドバイ 

①テキスト中の ②テキスト中の ③左を説明するような ④構成概念

  着目すべき語句 　 語句の言いかえ 　 テキスト外の語句     (数字：構成概念の

          累積種類数）

Q

A

一般の方に解りやすく簡潔に
伝えるということが難しかっ
た／講義内容を削り過ぎて伝
わっていない感をすごく感じ
た／「時間を長くとった方が
良いのかな」と思った

講座内容を解りやすく伝
えることが難しかった
／　伝わっていない感を
強く感じた　／　説明時
間を長く取った方が内容
をしっかり伝えることが
できる感じた

人に伝えることの難しさを感じ
た　／　伝わっていないという
雰囲気を感じた　／　しっかり
と説明したほうが良いと感じた

プレゼンテーションの難し
さの実感（1）　／　伝わっ
ていないという雰囲気の感
知（2）　／　丁寧に説明す
べきだったという反省（3）

3

講義中の会場の雰囲
気を感じることが、
講義内容の評価と反
省に結びついてい
る。

B

一般の人にどんな説明なら伝
わるか，専門用語をどう伝え
るかというところが難しかっ
た

説明の方法や専門用語を
解りやすく伝えることが
難しかった

専門用語を人に伝えることの難
しさを感じた

専門知識を説明する難しさ
の実感（4）

1
プレゼンテーション
全般ではなく、専門
知識に限定

　

39種類 48

1

2

一般の人にどんな説明なら伝わるか、言葉とか、専門
用語を使うところは使って、どう伝えるかというとこ
ろが難しかった。

さらに
追求すべき点

・課題

ストーリー
        ライン

(下線部：
　　　構成概念)

理論記述

プレゼンテーションの難しさの実感は、伝わっていないという雰囲気の感知から生じており、専門知識を説明する難しさの実感や重要ポイントの把握と準備が必要という反省に結びついている。

受講者の生の反応を感じることで、学生講師は丁寧に説明すべきだったや事前説明で情報を伝えるべきだったという反省を抱き、さらに理解促進に向けた働きかけの不足についての反省も感じて
いる。

発
話
者

テキストデータ

概
念
実
数

⑤疑問点・課題

準備段階で大変だったこととか、こうした方が良かったということを教えてください。

練習の段階では、原稿を削って良いというアドバイス
でしたが、一般の方に解りやすく簡潔に伝えるという
ことが難しかった。講義の時に（内容を）削り過ぎて
しまい、伝わってない感をすごく感じた。もし来年あ
るなら、もう少ししっかり説明できるように「時間を
長くとった方が良いのかな」と思った。

講義から得たプレゼンテーションの難しさの実感は、伝わっていないという雰囲気の感知から生じており、専門知識を説明する難しさの実感や重要ポイントの把握と準備が必要という反省に結び
ついている。このような受講者の生の反応を感じることで、学生講師は丁寧に説明すべきだったや事前説明で情報を伝えるべきだったという反省を抱き、さらに理解促進に向けた働きかけの不足
についての反省も感じている。個別アドバイスでの質問に答えられなかったという失敗体験は、受講者による指導内容への質問の表出に対する説明が上手くいかなかったことへの困惑から生じ、
不十分な指導内容や理解不足への反省に結びついている。・・・・・

・「伝わっていないという雰囲気」とは、具体的にどんな受講者の表出から感知されているのであろうか？

・教員がインタビュアーとなっているため、教員のサポートに対する思いが語られている部分が少ない。これが本研究の限界に一つか？

リハビリテーション教育研究 第27号
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表 3 学生講師と受講者の理論記述を比較するためのマトリクス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

 

 

スや要望を含んでいた。山西 10)はサービス・ラーニングの特性を、サービスを提供する学生側とそれを受ける地域住

民側とが対等の互酬関係に立ち、提供する側もサービスから学びを得るという双方向的要素を含んでいるものと説明し

ている。本研究でも、受講者は学生の経験不足への理解を示し、あたかも指導する立場のように批判的なアドバイスを

提示しており、学生講師と受講者間に学び合いの相互作用が生じていると解釈できた。一方で学生講師の 6名が全員体

験している臨床実習では、机上の学びを対象者に実践することで、目指す医療専門職としての心構えや知識・技術をよ

り深化させることを目的としている。臨床実習を通じて、作業療法学科学生は自分自身の知識・技術の不足に気づき自

己成長を得ていることが明らかにされている 11)。学生講師となった PT学生も同様の体験をしてきたものと想定される。

その経験を基準に講師としての働きかけを自己評価し、受講者の妥当な批判には耳を傾け、学生という立場への配慮に

学生講師の理論記述

4年生 3年生

・学生は質疑応答から、解ってもらえてい
なかったことへの気づきを得て、説明する
ことの難しさの実感と説明における知識の
重要性への気づきにいたっている。

・学生は、即席での学習で講座に対応しよ
うとしたが、説明内容に対する理解不足の
実感に直面して準備不足への反省を述べ
ている。

2
さらに詳細な分析や詳しい情報提示への要
望を示す者もいる。

質問に答えられなかったという失敗体験は、
受講者による指導内容への質問の表出に対
する説明が上手くいかなかったことへの困惑
から生じ、不十分な指導内容や理解不足へ
の反省に結びついている。

指導内容の理解不足への反省は、個別ア
ドバイスでの質問に答えられなかったとい
う失敗体験に基づいている。

2
指導内容に
関する理解の
不足を反省

3
プレゼンテーションの解りにくさについて、経
験不足への理解と学生講師への前向きなア
ドバイスを示している。

受講者の生の反応を感じることで、学生講師
は丁寧に説明すべきだったや事前説明で情
報を伝えるべきだったという反省を抱き、さら
に理解促進に向けた働きかけの不足につい
ての反省も感じている。

不十分な説明内容や曖昧な応答をしたこ
とで、学生は「解っていないな」という他者
の評価に対する気づきを得て、知識不足
に対する反省を述べている。

3

理解して
もらうための
努力の不足を
反省

4
講座内容について、個別説明や検査を体験
できたことへの満足感を表明しており、良い評
判の拡散にも努めている。

被験者の過剰努力を体験して検査の信頼性
への不安を抱くことは、学生にとって上手く行
かないこともあるということを体験することと
同時に、正しい検査方法の理解が重要との
認識となっている。

4

信頼できる
検査結果には
正しい方法の
理解が必要
不可欠と再認識

5
講義内容を理解し、目新しくて有意義や興味
深いとの印象を受けている。

興味を示すという受講者の反応は、学生の
アドバイスが役立ったという喜びとなり、理学
療法士という仕事への動機づけとなってい
る。

・やりたいことの発見があったことや「自分でも
やってみる」という宣言が表出されている。

・講師の学生との交流では、個別対応を通じ
て楽しいひと時を過ごせたとの意見や将来へ
の期待を表明している。

・講座を通じて自身の身体の見つめ直しがで
きたとの感想や歩き方の特徴を知れたことへ
の感謝の言葉を述べている。

・質問への返答に対する感謝を述べながら、
コツの理解や知識の取得ができた等の生活
への役立ち情報であったとの感想を抱いてい
る。

 

学生でない一般の方々とのコミュニケーショ
ンを通じて受講者の要望の確認を行えたこと
は、受講者における多様性への理解の深ま
りを導き、異なる立場に立った思考の獲得に
結びついている。

7
受講者の
多様さの
理解

 

受講者の表出した心配や誰にも相談できな
い悩みを聴くことは、学生講師にとって受講
者における心の動きの理解の深まりに結び
つき、話してもらうことで受講者の力になれた
という実感を学生に抱かせ、今後に役立つ
経験として認識されている。

8
受講者の
思いの
認知

 

次年度以降への提言として、講義を行う上で
の工夫や解りやすい資料作成のための提
案、さらに時間配分の重要性の認識や運営
を手際よく行うための気づきを述べている。

9
「こうしたらもっと
良くなる」という
アイデアの気づき

 

下級生は、上級生の姿（応対している様
子）から課題解決に向けたサンプルの把
握が可能となり、今後に役立つ経験に
なったと感じている。

10
課題解決へ
向けた
サンプルの把握

相互

作用

No.

1

6

7

影響

No.

1

6

5
興味を示すという受講者の反応によって、
学生は頑張ったら解ってもらえたという成
功体験を得ている。

仕事や
学びへの
動機付け

受講者からの喜びの表出は、学生にとって
頑張ったら解ってもらえたという成功体験とな
り、更なる学びへの動機づけとなっている。

受講者の「納得できた」という表出から、学生
は説明の工夫が上手くいったという成功体験
を抱き、それが臨床実習体験の有用感へと
結びついている。

臨床実習の
体験が
役立った
という実感

受講者の理論記述
学生－受講者

間の
相互作用

理学療法学科
学生への影響

講義のプレゼンテーションについて、学生講
師への批判的アドバイスの表出と改善に向け
た要望を示している。

プレゼンテーションの難しさの実感は、伝
わっていないという雰囲気の感知から生じて
おり、専門知識を説明する難しさの実感や重
要ポイントの把握と準備が必要という反省に
結びついている。

説明のための
準備の不足を
反省

ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝに対する
批判的ｱﾄﾞﾊﾞｲｽの表出

専門知識を説明する
ことの難しさの実感

経験不足に対する
理解の提示

理解できたこと
への感謝の表出

成功体験

興味の提示

役立ったことへの喜び

楽しいという感情表出

もっと知りた
いという思い

不十分な
説明

知りたいこと、聞きたい
ことに関する質問

不十分な返答

検査を体験できた
ことへの満足感

検査の信頼性への
不安
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基づく肯定的表出であれば、その旨を見通した上で自己の不足部分を素直に反省しているものと考えられた。 

また本講座は、歩行への自信の無さや不安を抱えた地域住民を対象に開講しており、そのニーズは受講者自身の歩行

の確認と歩き方のコツの理解と考えられた。個別アドバイスでは、気軽に担当学生へ質問ができるため、自分の歩き方

や正常歩行に関する理解が深まると、指導内容に興味を示して、学生講師の説明に対する感謝や「自分でもやってみる」

といったやる気の活性化を示す受講者も認められた。このようにサービスの対象者が「元気になる、力を引き出される」

といった様子はエンパワメントと呼ばれる 12）。また津上ら 13)の行った地域活性化事業に対する調査でも、大学生を地

域に受け入れることが地域住民のエンパワメントに結びついたと報告している。エンパワメントは、一方で「共感に基

づくネットワークをつくること」とも考えられており 12）、受講者の肯定的反応を感じることで学生講師も自信とやる

気が活性化され、相互にエンパワメントが示された。この点は研究者らが講義・指導するよりも、身近に感じられる学

生講師の講義・指導のほうが、受講者にとって親密に感じられたことによる効果と考えられる。 

本研究はデータのトライアンギュレーションを狙ったものの、受講者からのテキストデータを質問紙の自由記述内容

から得たことにより、インタビューデータと比べて意味内容の深い理解を得ることは難しかった。また、事前に質問紙

の研究利用を説明しているため、自由記述内容が好意的回答に偏りやすいというバイアスも想定された。以上より、先

行研究にて示されているサービス・ラーニングの対象者に対する理解の深化については、PT 学生への影響としては確

認できたものの、その背景となる相互作用まで確認することはできなかった。今後はサービス・ラーニングを継続する

中で、受講者に対するより詳細なデータの収集を図るとともに、PT 学生に対するサービス・ラーニングの教育効果を

量的に示すことを目指した相互作用とその影響の指標化を検討していくことが必要と考える。 
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臨床実習の指導に関する検討 

－学生の性格特性を知る事は指導上有効か－ 

Study on guidance of clinical practice  
－ Whether student's personality trait is known effective for guidance － 

 

佐藤 一成 1) / 高橋 尚明 1) 

Kazunari Sato 1)  /  Naoaki Takahashi 1) 

 

1) 北海道医療大学 リハビリテーション科学部 理学療法学科 

Department of Physical Therapy, Faculty of Rehabilitation Science, Health Science 

University of Hokkaido 

 

キーワード：臨床実習生、性格特性、臨床実習指導者 

 

Ⅰ．はじめに 

理学療法教育は認知領域（想起・解釈・問題解決），精神運動領域（技術），情意領域（態度）の 3つの領域に分類され

ている．実際の症例を対象とした臨床実習では，知識や技術面の指導が重要とされ，指導者もその指導に傾倒しやすい傾

向にあるが，学生の情意面に対する指導も重要な要素となる．情意とは「関心」,「意欲」,「態度」であり，情緒や意思

との関係から態度・習慣の側面を取り扱う分野とされる． 

情意面に関する情報は，臨床実習指導者会議に設けられた担任や本人との面談により把握できる．ただし，この領域の

事前情報は，臨床での学生の反応を反映しないことも多い．学内で問題のない学生が実習に出ると消極的になり，新たな

問題が発見されることは最近の学生においては珍しくない 1）．臨床実習場面で情意面に問題があると，指導者との関係構

築だけではなく，対象者との関係性のもつれから検査・測定等の実技面においても支障をきたし，臨床実習そのものの継

続も難しくなる 1）．しかし，情意の客観的な評価は難しく，その指導方法も確定しているものはない．学生の情意面を育

てるためには，少なくとも指導者と学生との間に良好な人間関係が築かれた上で，その学生の反応に応じた積極的な助言

や，学生の気付きを待つ事も重要となる．そのような指導を行うための良好な人間関係を構築する一要素として，指導者

がある程度学生の性格を理解していることも重要である． 

しかし，現状で臨床実習指導者が学生の性格を把握するには，養成校からの学生紹介書類や臨床実習指導者会議での学

生面談などを参考にしつつ時間をかけて理解する必要がある．このような現状から，より客観的に学生の性格を把握し，

学生の性格に合わせた関わりを持つことで，効果的な実習指導が可能になると思われる． 

武田 2）によると，質の高い理学療法士を育成するために，学生一人ひとりに対応した性格検査バッテリーを用いるこ

とが主観的な評価だけでなく，客観的な評価として他者に伝えることができる有用なものとされている．堀本 3）らは，客

観的な性格検査を用いて学生の性格の特徴を把握し，学内教育の中で有効に活用できる可能性を報告している． 

これまで学生の性格を理解した上で学生指導を行う必要性が示されてきたが，具体的な活用時期や場面については示

されておらず，臨床実習の環境下で，客観的な手法で判定した性格の特性を把握し，学生指導を行う事の有効性の検証が

必要である． 

以上のことから，臨床実習の指導者が学生の性格の特徴を客観的に理解することで臨床実習指導をより効果的に行う

ことができるのではないかと思われる． 

そこで本研究では，長期の臨床実習を控える学生に対し，事前に YG性格検査 4）を実施し，その結果を臨床実習の指導

者および学生に提示することで臨床実習の指導にどのような効果がみられるか検討を行った． 

　　　原著

56



指導者が学生の性格の特徴を把握することで，臨床実習の指導がより効果的に行えれば，YG 性格検査などの結果を利

用して，学生の性格の特徴に合わせた臨床実習の指導を行うことも可能になると考えられる． 

 

Ⅱ．方法（図 1） 

本研究は，北海道医療大学リハビリテーション科学部理学療法学科における平成 28年 5月 9日から 7月 1日に行われ

た 4学年次の臨床実習Ⅳ（8週間）にて実施した． 

1．対象 

対象は，北海道医療大学の臨床実習施設に登録されており，臨床実習Ⅳの臨床実習施設となっている 40 施設の臨床実

習指導者（以下，指導者）46 名で本研究の趣旨を理解し同意を得た理学療法士および，同意を得た施設での臨床実習Ⅳ

を行う 4年生（以下，学生）47名とした． 

臨床実習指導者についての説明および同意については，臨床実習指導者会議参加者においては個別に口頭による説明

を実施し，不参加者は，説明書および同意書を同封した郵送のみとした．学生への説明および同意については，研究の参

加の有無と YG 性格検査の結果が学校生活および臨床実習に不利益を被ることはない事と，途中いつでも研究の参加につ

いて撤回ができることを書面にて説明し，書面にて同意を得た．  

本研究は，北海道医療大学リハビリテーション科学研究科倫理審査委員会の承認（承認番号 16R027027）を得て実施

した． 

2．各種検査 

1)YG性格検査の実施 

臨床実習開始 2 週間前に YG 性格検査を実施，分析を行った．テスト実施の際は，読み上げによる強制記載方式とし，

所要時間は 15分であった．分析は，サクセス・ベル株式会社に依頼し符号化し PDFデータにて保存した．  

指導者への YG性格検査の提示方法については，臨床実習施設に臨床実習 4週目に送付し 4 週目終了時または 5週目開

始時に指導者から学生へ共有するように依頼した．YG性格検査結果の解釈について，具体的な説明，講習などは行わず，

参考資料として所見表を送付した． 

2)Visual Analogue Scale （以下，VAS）を用いた評価 

「臨床実習が円滑に進んでいるか」の主観的な調査については，VASを用いた評価表を作成し 2週・4週・6週・8週終

了時に，学生と指導者個別に郵送し，それぞれ個別に記載し，返信も個別に行ってもらった． 

ここでの「円滑さ」については，情意面において，指導者や対象者との関係性の構築ができ，臨床実習全般が到達目標

に向かって行えているということを指す．  

3）情意面の目標到達度評価表を用いた調査 

情意面の目標到達度評価を目的に臨床実習 4 週終了時および最終週に指導者が学生に対してのルーブリック評価を行

った． 

本研究では，日本理学療法士協会の「臨床実習教育の手引き」に記載されている教育目標の中から，情意領域の部分を

抜粋し作成，助言の回数を判断の指標とした．点数配分としては，優（3点）良（2点）可（1点）不可（0点）とし，助

言の回数が少ない程，能力として優れていると判断し高得点とした． 

上記により，指導者のキャリアを揃えなくても客観性を担保でき，情緒面の評価を行えることから「臨床実習指導の円

滑さ」を把握することができると考えて実施を依頼した． 

4）性格の特徴把握に関するアンケート調査 

臨床実習終了時に指導者および学生に対し，性格の特徴把握の有効性に関するアンケートを行った． 

アンケートの内容は，両者共通項目として臨床区分（病期・診療科目），回答者の性別，YG性格検査の分析結果を確認

できたことは，実習指導を行ううえで有効かを記載した．指導者用はその他に年代，職位，職業経験年数，臨床実習指導
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の経験数，臨床実習指導についての研修の受講回数を記載してもらった． 

4．解析方法 

指導者および学生に対して実施した VAS については，2 週毎の変化を確認するために 2・4・6・8 週の平均値の差につ

いて一元配置分散分析を実施した．また，ルーブリック評価については，4・8 週での平均値の差についてウィルコクソ

ン符号付順位検定にて比較を行った．統計学的解析は，IBM SPSS Statistics22を用いて，有意水準は 5%とした． 

「アンケート」については，指導者および学生の回答に対し項目ごとに集計し，傾向を確認した．  

 

Ⅲ．結果 

1．回収率 

VASについて，対象の学生 47名中 46名を回収し 1名は途中棄権であった（回収率 98％），ルーブリック評価について

は，対象の学生 47 名中 43 名を回収し 1 名は途中棄権であった（回収率 91％）．臨床実習施設の指導者については 41 施

設，46名の理学療法士に対し 40施設 45名の理学療法士より回答を得た．また，1施設の 1名は途中棄権となった（回収

率：98％）．指導者に対して YG性格検査結果提示の有効性についてアンケートを行った結果，配布 46名に対し 40名（男

性 28名，女性 12名）の回答が得られた（回収率：87％）．学生に対して YG性格検査結果提示の有効性についてアンケー

トを行った結果，配布 46名に対し 33名（男性 16名，女性 17名）の回答が得られた（回収率：72％）． 

2．臨床実習施設，指導者の属性 

臨床区分①はそれぞれの病期を示しており，「急性期」18名，「回復期」13名，「維持期」5名，「その他」4 名であった．

臨床区分②は疾患分類を示しており，「中枢系」17名，「運動器」20名，「小児」1名，「内部障害」1名，「その他」1名で

あった． 

性別は，男性 28名，女性 12名．理学療法士経験年数は，「3～5年」12 名，「6～10年」16名，「11～15年」10名，「16

～20年」2名であった． 

3．YG性格検査結果 

学生に対して行った YG性格検査（46名）の結果は，A型（平均型）17名，B型（不安定積極型）14名，C型（安定消

極型）4名，D型（安定積極型）5名，E型（不安定消極型）6名であった． 

対人関係で問題を起こしやすい B型（不安定積極型）が 14名と比較的多く存在した． 

4．「臨床実習が円滑に進んでいるか」に関する主観的な調査についての VAS測定結果（図 2） 

学生と指導者に対して行った VAS 測定の平均値を図 2 に示した．「患者関係」および「全般」については，経過と共に

継続的な上昇がみられている．「学生－指導者の関係」について「指導者視点」は，2 週から 8 週に向けて継続的に上昇

しているが，「学生視点」の測定結果では 2週から 4週，6週から 8週においては有意な上昇がみられた一方，4週から 6

図 1 各種調査の実施時期 
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週にかけて大きな変化が無く，有意差は認められなかった．しかし，6週から 8週にかけて再び急激な上昇がみられ「指

導者」と同等に上昇した． 

 

 

5．情意面の目標到達度評価についての調査結果（図 3） 

指導者が学生に対して行ったルーブリック評価の項目ごとの平均値を図 3に示した．「人間関係の形成」「役割と責任に

ついての理解・行動」で有意差が認められたのに対し，「自己の理学療法観の育成」について有意差は認められなかった． 

4 週終了時の段階では，「人間関係の形成」の小項目「対象者に対して一般人としての手助けができる．」「対象者に対

して一般人としての手助けができる．」，また「自己の理学療法観の育成」の小項目「提出物は期限を守って提供すること

ができる．」で他の項目と比べ高得点となっていた．最終週では，「人間関係の形成」の小項目「対象者に対して一般人と

しての手助けができる．」「対象者に対して一般人としての手助けができる．」で，他の項目と比べ高得点となっていた． 

4週終了時と最終週の変化については，「人間関係の形成」の小項目「対象者に対して一般人としての手助けができる．」

「医療人としての自覚をもち対象者と良好な関係をつくり，維持することができる．」で高い伸びを示していた． 

 

 

6．アンケート調査結果 

1)指導者に対する YG性格検査結果提示の有効性についてのアンケート（表 1） 

「YG性格検査提示の有効性について」の結果は，40名のうち，「少し有効」～「非常に有効」と回答したのは 28名（70%）

であった．コメントとしては「コミュニケーション能力に難のある学生，指導に対する反応の悪い学生は，性格検査を基

図 3 情意面の目標到達度評価についての調査結果 

図 2 「臨床実習が円滑に進んでいるか」に関する VASを用いた主観的調査 

 

リハビリテーション教育研究 第27号

59



に指導方法を考えるきっかけとなった．」「性格を知ることで，フィードバックやサマリー発表が円滑に進んだ．」「YG 性

格検査の内容と本人の認識，SVの認識を知ることで，実習の進め方や対応方法などが計画しやすいと感じた．」と回答を

得たことに対し，「有効ではない」と答えた群は，「先入観が入る」「最初からあるとよかった」「特に指導方法を変えよう

とは思わなかった」「活用法がわからない」という回答が得られた．  

「どの段階で分析結果を確認したかったか」については，「開始時」が一番多く次いで「中盤」となり，「終了時」は 1

名であった．  

YG性格検査結果の着眼点については，「総合所見」が最も多く，「情緒安定性」「社会適応性」「社交性」についても着目

している回答が多かった（図 4）． 

 

2)学生に対する YG性格検査結果提示の有効性についてのアンケート（表 2） 

YG性格検査の分析結果提示の有効性について，33名のうち，「有効ではない」～「不利益」と回答したのは 26名（79%）

であった．コメントには「性格特性を把握することはできたが，それに対して特に対策を取らなければならないほどの内

容ではなかったため．不利益はなかったが，有益ということでもなかった．」「前後で特に指導者の対応に変わりはなかっ

た」「この結果を見てから指導を変更するということはなかったように思われた．」という回答が多かった．また，不利益

と回答した中には，「プライベートをさらけ出されているような気がした」というコメントもみられた． 

 

表1　YG性格検査提示の有効性（指導者アンケート） n=40 表2　YG性格検査提示の有効性（学生アンケート） n=33
非常に有効 1 有効 7
有効 7 有効でない 24
少し有効 20 不利益 2
あまり有効でない 10 コメント
全く有効でない 2 ・バイザーと打ち解ける一つの材料になった。
コメント ・前後で特に指導者の対応に変わりはなかった。

数値は人数を示す

・どのように活用すればよいかわからない。
数値は人数を示す

・最初から自分を出せていたので，結果と合致していたから変
わらない。
・バイザーが自分に抱いていた印象と結果が一致していたから
変わらない。

・最初からあるとよかった。

・YG性格検査の内容と本人の認識，SVの認識を知ることで，実習の進め
方や対応方法などが計画しやすいと感じた。 ・プライベートをさらけ出されているような気がした。

・特に指導方法に変更を加えようと思わなかった。

・コミュニケーション能力に難のある学生，指導に対する反応の悪い学生
は，性格検査を基に指導方法を考えるきっかけとなりました。
・性格を知ることで，フィードバックやサマリー発表が円滑に進んだ。

・先入観が入ってしまう。

図 4 YG性格検査結果の着目点 
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Ⅳ．考察 

臨床実習を成功させるポイントは，学生と指導者の良好な関係性の構築を基盤とし，学生が主体的に臨床実習に参加す

る環境を創ることである．アンケートやルーブリック評価および VASの結果からも，指導者は臨床実習の指導の中で，指

導者や対象者（患者）との関係性構築に向け学生の社会への適応性を確認し，理学療法士としての在り方や立ち振舞いに

ついて指導を行い，臨床実習を円滑に進めることができるような関わりを行っていることが把握できる． 

今回の検討で YG性格検査の分析結果の提示が，指導者にとって，「確認」や「補完」程度にとどまっているということ

は，4週間の期間で指導者は学生の性格特性を把握できているということである．その結果として，学生に変化が伝わる

ような積極的な指導方法の変更には至らず，学生にとっては「指導者が学生の性格特性を把握すること」は有効との印象

を与えず，79％が「有効ではない」との回答であった．しかし，VASによる「学生－指導者関係」の「学生視点」の結果

では，4 週から 6 週で変化がないにもかかわらず 6 週から 8 週において再上昇がみられ，「指導者視点」の数値に近づい

ていた． 

指導者が実習開始から 4 週間の期間で把握できた学生の性格は主観的なものであり，十分に把握できていない部分や

疑問に感じている部分は数多くあると考える．そこで，実習中盤に YG 性格検査の分析結果を確認できたことによって，

主観的に把握していた学生の性格に客観的なデータが加わり「学生の性格特性に合わせた指導への自信」が持てるように

なり，より効果的な指導が行え，学生に実感は無くとも「学生－指導者関係」は向上したのではないかと考えられた． 

これは，武田 2）による報告の中で，心理テストバッテリーで情意を表現することは主観的な評価だけでなく，客観的な

評価として他者に伝えるためには有用なことと述べている部分を支持する結果となった． 

本研究では，臨床実習Ⅳにおいて YG 性格検査の分析結果について提示群と非提示群で検証を行えなかったため，前後

比較で行なった．そのため，YG 検査結果の提示により効果がみられたのか，経過の中で性格把握が進んでいったのか明

確な判断が困難であった． 

臨床実習指導において，学生の性格特性を知ることは指導上有効か否かを判断するアウトカムは今回導入したアンケ

ート調査であったが，今後は臨床実習の到達度による検討も考慮すべきと考えた． 

 

Ⅴ．結論 

本研究は，臨床実習の指導者が学生の性格特性を把握することが，臨床実習の指導上有効か否かを明らかにすることを

目的に調査を行った．臨床実習指導者が学生の性格を把握するためには，これまで同様，養成校からの学生紹介書類や臨

床実習指導者会議での学生面談，臨床実習期間中の関わりを参考に学生の理解を進めていく必要があるが，より客観的な

テストの結果から学生の性格特性に関する確認を行い，学生の性格も考慮した指導をすることで，より効果的な実習指導

が可能になると考えられた． 
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Ⅰ．はじめに 

  厚生労働省は 2017 年から理学療法士の臨床実習の在り方を見直しており，2020 年 4 月 1 日からは新たな理学療法士

作業療法士養成施設指導ガイドラインが適用されることになった 1)．その中では，診療参加型実習（clinical clerkship 

system：CCS）を推奨しており，実習形態は大きなパラダイムシフトを迎えている．それに伴い，ガイドラインが適用さ

れる以前から CCSを導入している実習施設や養成校が徐々に増加してきている．しかしながら，臨床実習に対して学生は

多くの不安を抱いており，ネガティブなイメージが根強く残っている 2)．従来型実習では，学生自身が患者を担当し，評

価から治療までを独力で一貫して実施する 3)ことがほとんどであり，実習は学生の力量をみる試験の場という風潮が良か

らぬ捉え方に至った一因であると思われる．従来型実習における学生の不安要因は，レポート作成，検査・測定，治療・

訓練，リスク管理，質疑応答 2)や学力，技術不足，実習指導者との関係 4)が報告されており，そういったストレスが重な

ると学習性無力感に繋がることが懸念されている 5)ため，養成校教員は不安要因を事前に把握し，対応する必要がある． 

しかしながら，CCS導入にあたっての不安感を調査した研究は数少なく，不安の程度や要因が従来型実習と合致してい

るかは明らかにされていない．以上から，本研究の目的は臨床評価実習において CCS導入を控えた学生に対するアンケー

ト調査の結果と，従来型実習を控えた，もしくは既に終了した学生を対象とした先行研究の結果から，不安の程度や要因

を比較して合致する点と相違する点を検証することである．それらの点が明らかになることは，養成校教員が指導を行う

上で有用な情報になり得ると考えたため，本研究を実施した． 

 

Ⅱ．対象と方法 

1．対象者とアンケート調査内容（図 1） 

専門学校所属の理学療法学科学生 3 年生 33名（平均年齢 20.6±0.7 歳，男性 22名，女性 11 名，全て現役生）を対象

として，臨床評価実習に対する不安の状況と要因に関するアンケート調査を 2019年 10月上旬に実施した．アンケート調

査の項目は，学生から事前に聴取した内容や，不安要因を調査した先行研究 2)を参考にして作成した．対象学生は 1年時

に 1 日間，2 年時に 1週間，3 年時に 2週間の実習を経験しており，カリキュラムの変更に伴い，過去の学年と比較して

臨床評価実習前の実習経験は豊富である．対象学生には，事前に次回の臨床評価実習（2020 年 2 月に 3 週間）から CCS

（見学・模倣・実施といった段階的な指導方法）が導入されることと，CCSへ完全移行していただくように実習指導者に

は口頭と紙面で説明を行っていること，症例レポートの作成を義務化していないことを伝えている．全ての対象者には口

　　　原著
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頭と紙面で研究内容を説明し，同意を得た上でアンケート調査を実施している． 

アンケート調査内容に関しては，不安の状況を「はい：不安」と「いいえ：不安なし」の 2選択肢とし，不安が「はい：

不安」の場合は程度を「軽度」，「中等度」および「重度」の 3選択肢の中から該当するものに印をつけるように依頼した．

不安要因は 9分類（知識，運動スキル，認知スキル，課題，人的環境，生活環境，精神的健康，身体的健康，その他）と

し，22 項目の具体例を挙げた．その他の項目は自由記載とした．対象学生の不安要因を顕在化させ，割合が高い項目と

状況を確認する目的で，主な不安要因を第一位から第三位まで選択し（最大 3個），「はい：不安」の場合は不安を軽減す

るために行っている対応（準備）の状況と，対応の内容を自由記載するように指示した．不安要因は不安の程度に応じて

異なると考えたため，全体と各程度で分類し，内訳を示した． 

2．分析方法 

 アンケート調査の各質問項目を集計した．順位ごとの不安要因と，不安の程度ごとの対応の状況の比較はカイ 2乗検定

により分析した．統計ソフトは R 2.8.1（CRAN，freeware）を用い，有意水準は 5%とした． 

 

 

図 1．アンケート調査内容 

 

Ⅲ．結果 

1．臨床評価実習に対する不安の有無（表 1）と程度（表 2）の内訳 

アンケートの回収率は 100%であった．臨床評価実習に対して「はい：不安」と回答した学生は 78.8%を示し，「いいえ：

 

①今後の臨床評価実習に不安はありますか？（☑して下さい．） 

☐はい：不安（②③④に進む）      ☐いいえ：不安なし（終了です．） 

 

② ①で「はい」の場合，どのくらい不安ですか？（☑して下さい．） 

☐重度（非常に不安）   ☐中等度（不安）   ☐軽度（少し不安） 

 

③で「はい：不安」と答えた人のみ答えて下さい．不安の理由を教えて下さい．  

（最大 3 個までで優先順位をつけて下さい．） 

1.  基礎知識（解剖学や運動学など）に不安を感じているため．（知識） 

2. 専門知識（中枢神経疾患や整形外科疾患など）に不安を感じているため．（知識） 

3.  評価技術に不安を感じているため．（運動スキル） 

4.  治療技術に不安を感じているため．（運動スキル） 

5.  介助技術に不安を感じているため．（運動スキル） 

6.  動作分析に不安を感じているため．（認知スキル） 

7.  リスク管理能力（急変や転倒など）に不安を感じているため．（認知スキル） 

8.  情報収集能力に不安を感じているため．（認知スキル） 

9.  論理的思考能力（統合と解釈）に不安を感じているため．（認知スキル） 

10. 課題時の文章作成能力に不安を感じているため．（課題） 

11. 課題時の検索能力（参考書や論文を探す）に不安を感じているため．（課題） 

12. 課題量に不安を感じているため．（課題） 

13. 指導者（病院スタッフ）との人間関係に不安があるため．（人的環境） 

14. 患者との人間関係に不安があるため．（人的環境） 

15. 実習生同士の人間関係に不安があるため．（人的環境） 

16. 遅刻に対する不安があるため．（生活環境） 

17. 一人暮らしによる家事（洗濯や食事など）に不安があるため．（生活環境） 

18. 一人暮らしでは寂しくなりそう．落ち込みそうなため．（精神的健康） 

19. 体調管理に不安があるため．（身体的健康） 

20. 睡眠不足に対する不安があるため．（身体的健康） 

21. 実習という慣れない環境に漠然と不安を感じているため．（その他） 

22. その他（自由記載）  

 

 

 

④不安を軽減するために現在，自身でどのような対応を行っていますか？行っている

場合は内容を具体的に記載して下さい．行っていない場合は「行っていない」と記載し

て下さい． 
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不安なし」の 21.2%と比較して割合が高かった．「はい：不安」と回答した学生の内訳は，「中等度」が 42.3%と最も割合

が高く，次いで「重度」が 38.5%，「軽度」は 19.2%を示し，中等度以上の不安を抱えている学生が 80%以上であった．  

2．不安であると回答した学生全体の要因の内訳（表 3） 

要因の第一位は解剖学や運動学といった基礎知識が 46.3%，次いで中枢神経疾患や整形外科疾患などの専門知識は

15.5%であり，有意差を認めた（p＜0.001）．第二位で最も割合が高かったのは基礎知識の 24.0%，次いで専門知識と指導

者との人間関係は各々16.0%であった．第三位は動作分析が 20.0%と最も割合が高く，専門知識と課題の文章作成の各々

16.0%がそれに続いた．分類の中では知識の占める割合が高かった． 

3．不安が軽度であると回答した学生の要因の内訳（表 4） 

要因の第一位はリスク管理や情報収集，論理的思考といった直接実習に関連した項目だけではなく，睡眠不足とその他

が含まれており，各々20.0%であった．その他では就職先の分野を実習で決めることができるか不安という内容であり，

実習指導者から要求される項目ではなかった．第二位は基礎知識や治療技術，課題量，指導者との人間関係で各々25.0%

であった．第三位は基礎知識や専門知識，介助技術，課題の文章作成で各々25.0%であった．回答した 5名の学生のうち

1名は第一位のみ不安要因を記載していたため，第二位と第三位の回答人数は 4名となっている．分類の中では第一位の

項目は認知スキルの割合が高く，第二位以下は知識や運動スキル，課題が占めていた． 

4．不安が中等度であると回答した学生の要因の内訳（表 5） 

 要因の第一位は基礎知識の占める割合が 45.5%と最も高く，次いで専門知識の 27.3%が続いた．第二位においても，第

一位と同様に基礎知識の割合が 27.3%と最も高く，次いで論理的思考と指導者との人間関係の各々18.2%が高かった．第

三位は専門知識と動作分析，論理的思考，課題の文章作成が各々18.2%を示し，割合が分散していた．分類の中では全体

を通して知識が占めていた． 

5．不安が重度であると回答した学生の要因の内訳（表 6） 

 要因の第一位は基礎知識の占める割合の 70.0%が最も高く，次いで専門知識と指導者との人間関係，慣れない環境の

各々10.0%が続き，有意差を認めた（p＜0.05）．第二位では専門知識の割合が 30.0%と最も高く，次いで基礎知識と評価

技術が各々20.0%であった．第三位は動作分析の占める割合が 30.0%と最も高く，評価技術の 20.0%が後に続いた．分類の

中では第一位と第二位で知識が大半を占めており，中等度と回答した学生よりも知識に不安を感じていることが明らか

となった．  

6．学生の不安に対する対応の状況（表 7）と内容 

 臨床評価実習に不安を抱いている学生全体のうち，自身で可能な対応を実施している割合は 69.2%であり，非実施と回

答した学生の 30.8%と比較して，有意差を認めた（p＜0.05）．対応を実施している 18 名の記載内容を要約すると，基礎

科目や専門科目の復習が 13 名と最も多く，次いで先輩から実習の内容を聴取することや文章作成能力を養うための読書

が各々2 名であった．1 名は遅刻しないように早起きを心掛けていると記載されていた．不安が軽度であると回答した学

生の実施の割合は 80.0%を示した．非実施と回答した 1名は先程述べた進路に関する内容のため，対応は行えないと記載

されていた．不安が中等度であると回答した学生の実施の割合は 81.8%であり，非実施と回答した学生の 18.2%と比較し

て，有意差を認めた（p＜0.05）．不安が重度であると回答した学生の実施の割合は 50.0%を示した．以上から，重度の不

安を抱いている学生は，対応を実施している割合が最も低いことが明らかとなった． 

 

表 1．臨床評価実習に対する不安の有無の内訳（n=33）   表 2．臨床評価実習に対する不安の程度の内訳（n=26） 

不安の有無 割合（%）/人数（人） 

はい：不安 78.8/26 

いいえ：不安なし 21.2/7 

 

不安の程度 割合（%）/人数（人） 

軽度 19.2/5 

中等度 42.3/11 

重度 38.5/10 
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表 3．不安であると回答した学生全体（n=26もしくは 25）の要因の内訳：割合（%）/人数（人）     ＊カイ 2乗検定 

 第一位（n=26） 第二位（n=25） 第三位（n=25） 

基礎知識 46.3/12 24.0/6 8.0/2 

専門知識 15.5/4 16.0/4 16.0/4 

評価技術 3.8/1 12.0/3 12.0/3 

治療技術  4.0/1 4.0/1 

介助技術   4.0/1 

動作分析  4.0/1 20.0/5 

リスク管理 3.8/1 4.0/1 4.0/1 

情報収集 3.8/1   

論理的思考 7.7/2 8.0/2 12.0/3 

課題の文章作成   16.0/4 

課題量  4.0/1  

指導者との人間関係 3.8/1 16.0/4  

遅刻  4.0/1  

睡眠不足 3.8/1   

慣れない環境 7.7/2 4.0/1 4.0/1 

その他 3.8/1   

統計学的有意差＊ p＜0.001 有意差なし 有意差なし 

 

表 4．不安が軽度であると回答した学生（n=5もしくは 4）の要因の内訳：割合（%）/人数（人） 

 第一位（n=5） 第二位（n=4） 第三位（n=4） 

基礎知識  25.0/1 25.0/1 

専門知識   25.0/1 

治療技術  25.0/1  

介助技術   25.0/1 

リスク管理 20.0/1   

情報収集 20.0/1   

論理的思考 20.0/1   

課題の文章作成   25.0/1 

課題量  25.0/1  

指導者との人間関係  25.0/1  

睡眠不足 20.0/1   

その他 20.0/1   

 

表 5．不安が中等度であると回答した学生（n=11）の要因の内訳：割合（%）/人数（人）        ＊カイ 2乗検定 

 第一位 第二位 第三位 

基礎知識 45.5/5 27.3/3  

専門知識 27.3/3 9.1/1 18.2/2 

評価技術 9.1/1 9.1/1 9.1/1 

動作分析   18.2/2 

リスク管理  9.1/1 9.1/1 

論理的思考 9.1/1 18.2/2 18.2/2 

課題の文章作成   18.2/2 

指導者との人間関係  18.2/2  

遅刻  9.1/1  

慣れない環境 9.1/1  9.1/1 

統計学的有意差＊ 有意差なし 有意差なし 有意差なし 
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表 6．不安が重度であると回答した学生（n=10）の要因の内訳：割合（%）/人数（人）         ＊カイ 2乗検定 

 第一位 第二位 第三位 

基礎知識 70.0/7 20.0/2 10.0/1 

専門知識 10.0/1 30.0/3 10.0/1 

評価技術  20.0/2 20.0/2 

治療技術   10.0/1 

動作分析  10.0/1 30.0/3 

論理的思考   10.0/1 

課題の文章作成   10.0/1 

指導者との人間関係 10.0/1 10.0/1  

慣れない環境 10.0/1 10.0/1  

統計学的有意差＊ p＜0.05 有意差なし 有意差なし 

 

表 7．学生の不安に対する対応の状況：割合（%）/人数（人）                    ＊カイ 2乗検定 

対応の状況 全体（n=26） 軽度（n=5） 中等度（n=11） 重度（n=10） 

実施 69.2/18 80.0/4 81.8/9 50.0/5 

非実施 30.8/8 20.0/1 18.2/2 50.0/5 

統計学的有意差＊ p＜0.05 有意差なし p＜0.05 有意差なし 

 

Ⅳ．考察 

今回，臨床評価実習において CCS 導入を控えた学生に対してアンケート調査を実施し，不安の程度や要因を検証した．

不安の有無では，ありと回答した学生が約 80%を示し，その中で不安の程度が中等度と重度の割合を合わせると 80%を超

えていた．学生自身が不安に対する対応を行うことも必要であるが，養成校教員が率先して対応する必要性が示された．

従来型実習に対する不安を調査した先行研究では，不安を抱えている学生が 90%を超えており 2)，本研究と同様に高い割

合を示した．以上から，学生は臨床評価実習という日常とは異なる環境に不安を抱いており，これは実習形態が変化して

も不変であることが明らかとなった．不安を抱いている学生への対応として，養成校教員は学生の学力やコミュニケーシ

ョン能力，社会的スキル（ルールやマナー，態度）を考慮して，学生の自己評価が妥当なものであるか否かを検討する必

要がある．中には学力やコミュニケーション能力などは比較的高いにも関わらず，実習に対して重度の不安を抱いている

学生が時折存在する．アンケート調査は養成校教員が実習に対して，懸念が少ない学生の不安状況を確認するツールにも

なるため，上手に活用していくことが望ましいと考える． 

 不安であると回答した学生全体の要因は基礎知識や専門知識といった知識に関するものが最も上位であった．臨床評

価実習の場合，我々は評価技術や論理的思考といった評価や統合と解釈に関連した項目の割合が最も高くなると予想し

ており，先行研究においても検査・測定 2)や技術不足 4)といった項目が共通の要因として報告されている．しかしながら，

本研究では異なる結果を示した．このことは学生の能力に応じた段階的指導によって経験値向上を図る CCS 導入を反映

しているものと思われる．また，従来型実習で採用されていた患者担当制の脱却に伴う症例レポートの非義務化の影響に

よって，レポート作成に関連した睡眠不足や課題量に対する不安の割合が低値を示したと考える． 

 不安が軽度であると回答した学生はリスク管理や情報収集，論理的思考といった対象者ごとの個別性が要求され，学内

での対応が容易ではない項目が選択されていた．このような場合は協力施設と連携を図り，対象者に同意を得た上で基本

情報の開示や動画を導入した講義が有効と考える．対面の講義形式による先行研究では，学生に早期段階から健常者と患

者の違いを体験させ，論理的思考を重ねることが大変重要である 6)と述べている．学生は臨床評価実習前に実際の症例か

らリスク管理や情報収集，論理的思考などを学ぶことで，不安が軽減し自身の課題が明確になると思われる．今後は現在，

頻繁に使用されているオンライン講義の導入を検討していくことも一つの手段である． 

 不安が中等度もしくは重度であると回答した学生は基礎知識と専門知識の割合が高く，特に基礎知識は要因の大半を
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占めていた．先行研究においても学力 4)は報告されているため，本研究では知識を基礎と専門に細分化し，調査した．解

剖学や運動学などの基礎知識を理解することは，専門知識や評価技術，動作分析，論理的思考を学ぶ上で基盤となる．基

礎知識に関しては学内で復習することにより学習できるが，不安が重度であると回答した学生の半数は対応を行ってい

なかったことが課題として明確になった．その要因としては，勉強方法が分からないことや，モチベーションの低下によ

るものと示唆される．勉強方法に関しては，講義内で小テストを導入することや，国家試験や模擬試験の過去問題の解説

作りを課題として提示し，科目や項目ごとに正答率を算出することで苦手箇所の把握に繋がると考える．さらに，グルー

プワークの導入によって学生同士で説明し合う機会を設けるなどの工夫も必要と思われる．モチベーションの低下に対

しては，実習前の早期段階から臨床現場で働く理学療法士を招いて話を伺うことや，直接指導してもらうなどの経験が効

果的であると考える．先行研究では，長期臨床実習において 70%以上の学生が今後，理学療法士となるために良い影響を

及ぼす実習指導者に巡り合えたと回答しており，最も感銘を受けた点は実習指導者の人格であった 7)と報告している．以

上から，臨床現場で働く理学療法士が学生に与える影響は大きく，学生のモチベーション向上を目的とした介入を検討す

ることも大切である． 

 本研究の結果から，CCS 導入を控えた学生は従来型実習を控えた，もしくは既に終了した学生と同様に不安感が強く，

技術面よりも知識面に対する不安の割合が非常に高いことが示された．そのため，養成校教員は知識面に重点を置いた指

導を行う必要があり，中でも解剖学や運動学といった基礎科目の学力向上を優先していくべきであることが明らかとな

った． 
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学内実習と学外実習における「あがり」の原因帰属について  

Attribution to cause of ‘Agari ’ in on-campus training and clinical practice   
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University 

 

キーワード：あがり、学内実習、学外実習  

 

Ⅰ．はじめに  

 理学療法士の臨床実習教育とは，臨床実習指導者の指導のもと，実際に対象者に関わり，理学

療法の臨床活動の場面を通して，理学療法士としての態度を養う過程である．しかしながら，様々

な理由でうまく臨床実習が遂行できないことがある．その原因の一つに，「あがり」が考えら れ，

不安や緊張をかかえながら臨床実習に臨む学生にとって，「あがり」は相当な頻度で経験するも

のであると考える．  

「あがり」とは，不安や責任を感じ，他者を意識し，生理的反応や震えを経験することである

とされている ¹⁾． Baumeister²⁾は特定の状況において高いパフォーマンスを発揮することの重要

性を高める因子や因子の組み合わせをプレッシャーと呼び，プレッシャーによりパフォーマンス

が低下する現象を「あがり (choking under pressure)」と呼んだ．さらに，城ら ³⁾は「あがり」

とは，プレッシャーのかかる場面において行動が抑制されたり，パフォーマンスが低下する状態

のことを指し，自らの行動が抑制され，課題遂行能力が奪われる心理状態であると述べている． 

これまで「あがり」を対象とした先行研究は多く報告されているが ⁴⁾～ ⁶⁾，いずれもスポーツ

を対象とした研究であり，学内・学外実習を経験する学生を対象とした「あがり」の先行研究は

見受けられない．中でも，上田ら ⁷⁾によると特定の状況に対する反応として一時的に起こる不安

状態を状態不安と呼び，状態不安によるパフォーマンスの低下は試合についての経験不足や競争

のストレス，チームに対する責任，観衆の存在などが原因とな る．また，有光ら ⁸⁾は責任感は責

任を果たせないことによる自分を下す否定的な評価への恐れ，他者への意識は他者から下される

否定的な評価への恐れが「あがり」を引き起こすとしている．これらのことから学内と学外実習

での成績のために失敗することができないという責任感，さらに教員や指導者から見られている

という他者への意識が「あがり」を引き起こす原因となっているのではないかと考えられる．ま

た，金本ら ⁵ ⁾が言うように「あがり」の原因を明確にし，理解することは「あがり」の対処法に

活用できる知識を得ることができ，「あ がり」を緩和する方法を見出すためには必要な過程であ

ると考える．よって，本研究では先行研究による尺度 ⁴⁾をもとに学内・学外実習に対する「あが

り」の原因尺度を作成し，調査によって得られた回答を参考に尺度の 潜在的因子構造を抽出し，

「あがり」の原因帰属について検討する．  

 

Ⅱ．方法  

１．調査協力者  

姫路獨協大学医療保健学部理学療法学科の 3回生 39名 (男性 21名，女性 18名 )， 4回生 31名 (男性

21名，女性 10名 )を対象に調査を行った．平均年齢は 21.31±1.32歳であった．４回生は臨床見学・

　　　原著
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評価・総合実習を経験し ,３回生も２年次に臨床見学実習を経験していることから ,いずれの学年

ともに学外実習を経験したとし ,同じ内容で調査を行った．  

２．調査時期  

3回生は 2019年 7月上旬， 4回生は 2019年 8月上旬に授業時間中に実施した．  

３．調査方法  

本研究の説明をし，同意を得た上で，質問紙を配布し，教示文を読み上げ，調査の概要と回答

方法を説明した後に回答を求めた．質問紙においては，性別，年齢の記入を求めた．回収袋を講

義室の後方に設置して回収した．回答に要した時間は 10～ 15分程度であった．尚，本研究は本大

学生命倫理委員会の承認を得て行った（承認番号「姫獨生 18‐ 22」）．  

４．調査内容  

有光による ⁴⁾「あがり」の原因質問紙を用いた .そのうち類似している・関わりがないと思わ

れる 7項目を省いた．学内実習では「たくさんの人がいたこと」「知らない人の前だったこと」「た

くさんの人の視線を意識したこと」を「周りに他の受験者がいたこと」「教員の視線を意識した

から」「あまり関わらない教員の前だったから」に，学外実習では「たくさんの人がいたこと」「た

くさんの人の視線を意識したこと」 を「周りに指導者がいたこと」「指導者の視線を意識したか

ら」に置き換えた．さらに，学内実習には「正確な検査・測定を行わなければいけないという気

持ちがあったから」「苦手な課題がでたから」の 2項目を，学外実習では「正確な検査・測定を行

わなければいけ ないという気持ちがあったから」「苦手な課題がでたから」「周りに他のスタッ

フ・患者さんがいた」の 3項目を加えた．これらの結果，学内実習では学内実習に対する「あが

り」原因の尺度項目（以下，学内実習に対する「あがり」原因尺度とする） 30項目，学外実習に

対する「あがり」原因の尺度項目（以下，学外実習に対する「あがり」原因尺度とする） 31項目

とした．質問項目に対しては『あなたにどの程度あてはまりますか．』について回答を求め， 5.

「よくあてはまる」から 1.「全くあてはまらない」の 5件法で尋ねた．   

５．統計処理  

 統計処理において学内実習と学外実習それぞれにおける「あがり」の原因尺度の検討として主

因子法による因子分析（プロマックス回転）を用いた．すべてのデータ処理は ,IBM 社製 SPSS 

Statistics23.0を用いて行った . 

 

Ⅲ．結果  

1．学内実習に対する「あがり」原因尺度について  

主因子法による因子分析（プロマックス回転）を行った結果， 1因子の負荷量 0.40以上とし，

その結果， 5因子構造が得られた．結果を表 1に示す． 5因子の累積寄与率は 64.27％を示し，非常

に高い寄与率を示す結果となった．なお，項目内容から考えて第 1因子を「性格による弱さ」，第

2因子を「成績に対する意識」，第 3因子を「準備不足感」，第 4因子を「状況の新奇性」，第 5因子

を「他者への意識」と命名した．   

2．学外実習に対する「あがり」原因尺度について  

主因子法による因子分析（プロマックス回転）を行った結果， 1因子の負荷量 0.40以上とし，

その結果， 5因子構造が得られた．結果を表 2に示す． 5因子の累積寄与率は 69.04％を示し，非常

に高い寄与率を示す結果となった． なお，項目内容から考えて第 1因子を「性格の弱さ」，第 2因

子を「準備不足感」，第 3因子を「状況の新奇性」 ,第 4因子を「責任感」，第 5因子を「他者への意

識」と命名した．  
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表 1 学内実習に対する「あがり」原因尺度の因子分析結果（主因子法・プロマックス回転）  

 

 

下位尺度および項目  
因子負荷量  

Ⅰ  Ⅱ  Ⅲ  Ⅳ  Ⅴ  

F1：「性格の弱さ」 (α=0.91 ) 
 

    

自分の性格  0.86  -0 .01  -0 .16  0.14  0.00  

自分が恥ずかしがりやである  0.82  -0 .10  0.09  -0 .09  0.22  

自分があがり症であると思ったから  0.79  -0 .00  -0 .09  0.08  0 .13 

慣れていない環境であったから  0.66  0 .07  0.22  -0 .04  -0 .14  

度胸がない  0.58  0 .17  -0 .12  0.12  0.03  

精神面の弱さがあったこと  0.56  0 .35  0.04  -0 .12  0.25  

F2：「成績への意識」 (α=0 .85 ) 
 

    

結果が悪かったらどうしようと思った  -0 .15  0.81  0 .05  0.23  -0 .15  

正確な検査・測定を行わなければならないという気持ちがあ

った  
0.07 0.73  006 -0.09  -0 .07  

不安感があった  0.18 0.64  0 .16  -0 .08  0.00  

失敗が許されないと思った  -0 .15  0.62  -0 .19  0.01  0.59  

その時の結果が大事だと思ったから  0.18 0.60  0 .09  -0 .15  0.00  

失敗するのではないか不安・怖さを感じた  0.09 0.56  -0 .07  -0 .18  0.27  

教員の視線を意識したから  -0 .08  0.44  0 .23  0.09  0.07  

F3：「準備不足感」 (α=0.86 ) 
 

    

その時することの経験が足りなかった  0.21 0.13  0.87  -0 .16  -0 .18  

その時することの対策が不足していた  -0 .25  0.12  0.80  0 .12  0.03  

心の準備が足りていなかったから  0.17 -0 .14  0.65  0 .06  0.21  

その時することの努力が足りなかった  -0 .08  0.19  0.61  0 .14  0.16  

F4：「状況の新奇性」 (α=0 .82 ) 
 

    

苦手な課題が出たから  -0 .32  0.25  0.02  0.67  0 .04  

周りに他の受験者がいたこと  -0 .07  -0 .17  0.21 0.62  0 .24  

出た課題を初めてしたから  -0 .03  -0 .20  0.00  0.61  0 .24 

あまり関わらない教員の前だったから  0.32 -0 .08  0.02  0.58  -0 .25  

他人に笑われると思ったから  0.38 -0 .05  0.09  0.50  0 .01  

思い込みや勘違いをしたから  0.28 0.30  -0 .22  0.50  -0 .05  

F5：「他者への意識」 (α=0 .74 ) 
 

    

人前ですることに意識してしまったから  0.30 -0 .04  0.43  0.05  0.62  

失敗したら恥ずかしいと思ったから  0.06 -0 .09  0.24 0.22  0.58  

因子間相関                      Ⅰ  Ⅱ  Ⅲ  Ⅳ  Ⅴ  

Ⅰ  1.00 0.50  0.18  0.53  0.45  

Ⅱ  0.50 1.00  0.42  0.41  0.43  

Ⅲ  0.18 0.42  1.00  0.42  0.42  

Ⅳ  0.53 0.41  0.42  1.00  0.48  

Ⅴ  0.45 0.43  0.42  0.48  1.00  
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表 2 学外実習に対する「あがり」原因尺度の因子分析の結果（主因子法・プロマックス回転）  

下位尺度および項目  
因子負荷量  

Ⅰ  Ⅱ  Ⅲ  Ⅳ  Ⅴ  

F1：「性格の弱さ」 (α=0.93 ) 
 

    

自分が恥ずかしがりやである  1.03  -0 .05  -0 .03  -0 .21  -0 .02  

自分があがり症であると思ったから  1.01  -0 .07  -0 .08  -0 .05  -0 .00  

自分の性格  0.86  -0 .11  0 .05  0.15  -0 .07  

度胸がない  0.67  -0 .00  0.04  -0 .07  0.24  

初対面の人だった  0.66  -0 .13  0.04  -0 .07  0.25  

他人に笑われると思ったから  0.52  0 .04 0.25  -0 .11  0.04  

精神面の弱さがあった  0.47  0 .12  0.30  0.05  0.05  

F2：「準備不足感」 (α=0.86 ) 
 

    

その時することの経験が足りなかった  -0 .11  0.84  -0 .06  0.10 0.09  

その時することの努力が足りなかった  0.13 0.84  -0 .11  0.07  -0 .03  

その時することの対策が不足していた  -0 .28  0.76  0 .23  0.03  -0 .08  

心の準備が足りていなかったから  0.02 0.66  0 .16 -0 .29  0.22  

F3：「状況の新奇性」 (α=0 .87 )      

苦手な課題が出たから  -0 .02  -0 .04  0.89  -0 .13  0.09  

あまりうまくいかなかったから  -0 .02  0.02  0.73  0 .26  -0 .01  

出た課題を初めてしたから  0.22 0.07  0.68  -0 .06  -0 .14  

思い込みや勘違いをしたから  0.21 0.29  0.53  -0 .24  -0 .07  

F4：「責任感」 (α=0.83 ) 
 

    

正確な評価を行わなければならないという気持ちがあった  0.02 0.21  -0 .24  0.68  -0 .05  

責任を感じるから  -0 .21  -0 .19  -0 .04  0.67  0 .17 

失敗するのではないか不安・怖さを感じた  0.09 0.00  0.13  0.61  0 .20  

不安感があった  0.24 0.31  -0 .03  0.60  -0 .20  

失敗が許されないと思った  0.03 -0 .10  0.33 0.54  0 .13 

F5：「他者への意識」 (α=0 .91 )       

周りに指導者がいたこと  0.23 0.17  -0 .09  -0 .01  0.86  

周りに他のスタッフ・患者さんがいた  -0 .15  -0 .07  0.15  0.15  0.78  

指導者の視線を意識したから  0.02 0.35  -0 .15  0.13  0.67  

因子間相関                      Ⅰ  Ⅱ  Ⅲ  Ⅳ  Ⅴ  

Ⅰ  1.00 0.42  0.68  0.56  0.47  

Ⅱ  0.42 1.00  0.53  0 .55 0.53  

Ⅲ  0.68 0.53  1.00  0.52  0.42  

Ⅳ  0.56 0.55  0.52  1.00  0.62  

Ⅴ  0.47 0.53  0.42  0.62  1.00  

 

3．因子別評定値の比較  

学内実習に対する「あがり」原因に関する各因子別評定値と学外実習に対する「あがり」原因

に関する各因子別評定値の結果を ,図 1と図 2に示す .学内実習に対する「あがり」原因では ,「成

績への意識」，「他者への意識」の順に ,学外実習に対する「あがり」原因では , 「責任感」，「他

リハビリテーション教育研究 第27号

71



者への意識」の順に，高い評定値を示した．また，「状況の新奇性」については ,いずれの原因と

もに一番低い評定値を示した．  

 

  

図 1 原因別評定値 (学内実習 )        図 2 原因別評定値 (学外実習 )  

 

Ⅳ．考察  

学内実習に対する「あがり」原因に関する各因子別評定値では「成績への意識」，学外実習に

対する「あがり」原因に関する各因子別評定値では「責任感」が最も高い評定値を示した．これ

らの共通因子には，「正確な検査・測定を行わなければならない」 ,「失敗が許されない」 ,「失

敗するのではないかと不安・怖さを感じた」などがある．つまり，結果の重要性や責任感を含む

項目である．山田ら ⁹⁾は，その場において自分がすべき課題に対して集中するのではなく，結果

を意識して失敗できないというネガティブなプレッシャーがかかっていると述べている．このこ

とから，学内実習では合否が単位に直接関わるため必ず合格しなければならないという意識，学

外実習では実際の対象者を検査するため，「正確な検査・測定を行わなければならない」や「失

敗 が 許 さ れ な い 」 と い う 意 識 が プ レ ッ シ ャ ー と な り 「 あ が り 」 を 促 進 す る と 考 え ら れ る ．

Baumeister²⁾のプレッシャーにより「あがり（ choking under pressure）」を経験するという知

見とも一致する結果であると考える．さらに，金本ら ⁵⁾によると責任を感じているということは

自己に対する肯定的評価を受けており，このような状況の中で失敗が許されないという動機付け

が極度に高まり，自己の置かれている状況の重要性が極めて高いと認知したときに「あがり」が

生じやすい．学外実習では患者を担当させてもらっているため，「正確に検査・測定を行わなけ

ればならない」や「失敗が許されない」という意識が責任感となり「あがり」を引き起こすとも

考えられる．  

次に高い評定値を示した項目は学内・学外実習ともに「他者への意識」であった．他者からの

視線を意識することは他者からの否定的評価を予期することになり，不安が喚起され「あがり」

を引き起こす ⁴⁾と言われている．学内実習では試験の合否に対する否定的評価，学外実習では理

学療法評価を行う際に指導者に見られていることを意識し，否定的なフィードバックを受けるの

ではないかと予期し，高い評定値を示したと考えられる．山田ら ⁹⁾は，他者からの視点から見た

ときに恥ずかしく思われるだろうと考えると予測し，その結果「あがり」の兆候は望ましくない

ものであるため，余計に意識し，またそれが強まっていくという悪循環に陥っている と述べてい

る．人前で行うことにより周りからの視線を意識し失敗してはいけないとい う考えが余計に周り

を意識してしまい「あがり」が生じると考える．  

また「性格の弱さ」因子が高い評定値を示した．菅原 ¹⁰⁾によると「性格の弱さ」に含まれる

対人不安傾向は公的自意識（仕草やふるまいなど他者から見える部分に向けられた意識）と密に
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関連し， Fenigstein¹¹ ⁾によると公的自意識が高い人ほど他者からの評価的態度に敏感となり「あ

がり」が生じる．今回公的自意識については確認していないが，自意識の高さも影響するかもし

れない．さらに「準備不足感」因子が学内・学外実習両方において高い評定値を示したのは，教

科書通りにいかない事が多くあるため，準備不足感が起き「あがり」を引き起こすと考える．最

後に「状況の新奇性」因子が学内・学外実習ともに低い評定値を示した．他の因子と比べると「あ

がり」を感じにくい結果となった．成績や他者への意識に気を取られ，自分の置かれている状況

に対する変化に気付きにくい結果になったと考える．  

本研究において，学内実習および学外実習に対する「あがり」の原因帰属について検討した結

果，それぞれの実習において「あがり」の原因が 5つの因子で構成されていることが明らかとな

った．しかしながら，今後さらに検討を加えるべき点がいくつか挙げられる．まず，  今回使用し

ている「あがり」の原因尺度は方法でも示した通り，先行研究で用いられた既存の尺度を本研究に応

じて内容を変更したにも関わらず，この質問紙が学内および学外実習における「あがり」 を網羅した

ものかなど妥当性が検討できていない点が挙げられる．また ，原因帰属の関係性および「あがり」

の発生にかかわる生理的な側面を含めた実験的な検討を行うことによって，さらなる「あがり」

への理解が深まることが予測される．   
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Ⅰ．はじめに 

近年、本邦における高齢化に伴う医療費の増大や社会変化に伴う医療ニーズの多様化により、理学療法士の業 

務役割の拡大がみられる。半田は後期高齢者が増えることを鑑みれば、理学療法士の需要は増加する 1)と述べている。

これらの社会変化や医療ニーズの多様化に対応すべく、理学療法士養成校が増加し、在学学生数も増加した。理学療

法士養成校に入学した学生を一人でも多く社会へ輩出することは、理学療法士養成校の重要な役割である。一方、厚

生労働省による理学療法士養成校（大学）の入学後進路についての実態調査では、ストレート卒業率、退学率が各々

73.1％、12.3％と報告されている２）。文部科学省の中途退学状況調査でも、学業不振が中途退学者の全体の 14.5％と

高い割合である３）。仙波は社会規範の急速な変化の中で、多様な価値観が許される世の中になったとする反面、学生

の目標喪失、勤勉と努力を良しとする価値観の喪失ならびに学習意欲の低下は著しいものがある４）と述べている。 

このような社会規範や医療ニーズの変化の中、理学療法士養成校においては、入学者全員が留年や退学することな 

く卒業し国家試験に合格することが理想であるが、現実には中途退学者が少なからず存在する。対応策として、中途退学

するリスクの高い学生を、入学後可能な限り早期に見出し、適切な進路指導を行うことは重要である。 

村尾らは先行研究で、神戸学院大学総合リハビリテーション学部理学療法学科（以下、本学科）における入学後の 

専門必修科目成績と進路との関連（卒業、退学）を grade point average（以下、GPA）を用いて分析し、入学後早期に

退学学生は卒業学生に比較して GPAが低値であり、専門必修科目から算出した GPAを用いることで 76.7%～85.7%の信頼

度で卒業学生と退学学生を識別しうることを明らかにした５）。しかし、この先行研究による分析では、共通教育科目や

専門選択科目の成績は含まれていない。 

また、GPAは学生を評価する国際的な定量的尺度として知られており、Utzmanらは、卒業前に履修した科目から算 

出した GPA で、国家試験の成績を予測することができる６）と報告している。しかし、渉猟しえた限り GPA と進路の関連

についての研究は少ないのが現状である。 

そこで本研究の目的は、本学科に入学した学生を対象とし、GPAと進路（卒業・退学）の関連を共通教育科目、専門 

必修科目、専門選択科目別に明らかにすることとした。 

　　　原著
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Ⅱ．方法 

対象は 2013年および 2014年に本学科 に入学した 89名で、調査時点で卒業していなかった 1名、1年生前期から出

席せず前期試験を受けていない学生 2名を除外した。86名の内訳は男 52名、女 36名で、進路については、留年なしで

卒業した学生 69名、留年ありで卒業した学生 7名（留年なしで卒業した学生と留年ありで卒業した学生を卒業群とす

る）、退学した学生 10名（以下、退学群）であった。86名の学生の入学後の成績を神戸学院大学教務センターから正規

の手続きを経て入手し、履修科目成績すなわち S,A,B.C,D,/に各々成績点:4,3,2,1,0を与えた。成績点を共通教育科

目、専門必修科目、専門選択科目別に、第 1セメスターおよび第 2セメスターについて卒業群、退学群間で比較した。 

第 1セメスターおよび第 1-2セメスターにおいて、各学生の共通教育科目、専門必修科目、専門選択科目別に GPA 

（GPA= （Σ 各科目の 成績点×単位数）/（Σ 各科目の単位数）を算出し、卒業群と退学群に分け比較した。 

統計解析は、正規性の有無についてシャピロウィルク検定を用いて確認し、正規性が認められた場合、等分散性の検

定をルビーン検定で行い、分散性が等しい場合は T検定を、分散性が等しくない場合はウェルチ検定を用いた。シャピ

ロウィルク検定で正規性が認められなかった場合は Mann-Whitneyの U検定を用いた。有意水準は 5％未満とした。 

共通教育科目、専門必修科目、専門選択科目別の GPAについて、1セメスターおよび 1-2セメスターでの卒業群退学

群間比較において有意な差が出た科目で receiver operatorating characteristic curve （以下、ROC 曲線）から曲線

下面積、感度、特異度、信頼度を求めた。統計ソフトウエアは株式会社社会情報サービス社製エクセル統計を用いた。 

対象者に対する説明と同意については、①情報の利用目的および利用方法、②利用する情報の項目、③利用する者の

範囲、④研究責任者の氏名と所属と連絡先、⑤利用期間、⑥研究対象者が識別される情報を利用しないこと、⑦ ⑥の

研究対象者又はその代理人の求めを受け付ける方法等を神戸学院大学ヒトを対象とする医学系研究等倫理審査委員会の

承認を得た後、神戸学院大学のホームページ上で周知した（オプトアウト）。 

 

Ⅲ．結果 

第 1 セメスターおよび第 2 セメスターで開講されていた共通教育科目での成績点の比較では、統計解析可能であった

14科目中 2科目で卒業群に比較して退学群の成績点が低値であった。その 2科目は初級中国語Ⅰaと初級中国語Ⅱbであ

った（表 1）。専門必修科目での成績点の比較では、統計解析可能であった 16科目中 6科目で卒業群に比較しての退学群

の成績点が低値であった。6科目の内訳は、解剖学Ⅰ、解剖学Ⅱ、生理学、解剖学実習、理学療法概論、公衆衛生学であ

った。専門選択科目の成績点での比較では、統計解析可能であった 3科目中 1科目（心理学）で卒業群に比較しての退学

群の成績点が低値であった（表 2）。 

第 1セメスターおよび第 1-2セメスターにおける、共通教育科目、専門必修科目、専門選択科目別 GPAの卒業群退学

群間比較は、共通教育科目では第 1セメスター、専門必修科目では第 1セメスターおよび第 1-2セメスター、専門選択

科目では第 1セメスターおよび第 1-2セメスターで退学群の GPAが卒業群のそれに比較して低値であった（表 3）。 

ROC分析で状態変数を卒業群として算出した曲線下面積は、第 1セメスターの共通教育科目群で 0.68、専門必修科目

群と専門選択科目では第 1セメスター、第 1-2セメスターの 2期間とも 0.70以上であった（表 4）。 

 共通教育科目、専門必修科目、専門選択科目別 GPAの卒業群退学群間比較で有意な差を認めた第 1セメスターの共通

教育科目、第 1セメスターおよび第 1-2セメスターでの専門必修科目、第 1セメスターおよび第 1-2セメスターでの専

門選択科目において、ROC分析から求めたカットオフ値は、共通教育科目は 3.00、専門必修科目および専門必修科目は

すべて 2.00未満であった。 

 ROC分析から求めた信頼度は、第 1セメスターの共通教育科目で 0.60、第 1セメスターおよび第 1-2セメスターの専

門必修科目でそれぞれ 0.80,0.87、第 1セメスターおよび第 1-2セメスターの専門選択科目でそれぞれ 0.69,0.77であ

った（図 1）。 
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表 1． 成績点（共通教育科目） 

  科目名 卒業群 退学群 P 値 

第１セメスター 

標準英語Ⅰa 4(4-4)(n=76) 3(3-4)(n=9） 0.13 

標準英語Ⅰb 3(3-4)(n=76) 3(3-4)(n=9)  0.13 

実践英語Ⅰ 3(3-4)(n=4)  2(2-2)(n=1)  － 

初級中国語Ⅰa 3(3-4)(n=7） 2(2-2)(n=2） p<0.05 

初級中国語Ⅰb 4(4-4)(n=3)  3(2-3)(n=2)               0.13 

基礎情報処理実習Ⅰ 4(4-4)(n=49) 4(4-4)(n=6)  0.33 

文章表現Ⅰ 3(3-3)(n=50) 3(3-4)(n=4)  0.85 

時事現代用語Ⅰ 3(3-4)(n=15) 4(4-4)(n=3)  0.44 

人文科学入門Ⅰ 2(1-3)(n=33) 3(2-4)(n=6)  0.91 

人文科学入門Ⅱ 3(2-4)(n=5)  － (n=0) － 

社会科学入門Ⅰ 2(1-3)(n=8)  2(1-2)(n=2)  0.34 

社会科学入門Ⅱ 4(3-4)(n=4)  － (n=0) － 

地域学入門Ⅰ 4(4-4)(n=17) 1(1-1)(n=1)  － 

地域学入門Ⅱ 4(4-4)(n=15) － (n=0) － 

健康科学入門 3(3-3)(n=17) 3(2-3)(n=2)  0.37 

第２セメスター 

標準英語Ⅱa  3(2-4)(n=75） 2(1-3)(n=8） 0.13 

標準英語Ⅱb  3(2-4)(n=75） 2(1-3)(n=8） 0.13 

実践英語Ⅱ  3(3-3)(n=1）  － (n=0) － 

初級中国語Ⅱa  3(3-3)(n=4）  2(1-2)(n=2） p<0.05 

初級中国語Ⅱb  4(4-5)(n=4）  3(3-3)(n=1） － 

基礎情報処理実習Ⅱ  4(4-5)(n=41） 4(4-4)(n=6） 0.13 

文章表現Ⅱ  3(3-4)(n=19） － (n=0) － 

スポーツ科学演習 A  3(3-4)(n=20） － (n=0) － 

こころの科学  4(3-4)(n=2）  － (n=0) － 

現代の経済Ⅰ  2(2-2)(n=1）  － (n=0) － 

欧米の社会と文化  2(2-2)(n=5）  1(1-1)(n=1） － 

現代の経済Ⅱ  3(3-3)(n=1）  － (n=0) － 

スポーツと健康Ⅰ  2(2-3)(n=2）  3(3-3)(n=1） － 

スポーツと健康Ⅱ  2(2-2)(n=2）  － (n=0) － 

アジア・アフリカの文化と社会Ⅰ  3(3-3)(n=3）  － (n=0) － 

現代の社会  3(3-3)(n=1）  － (n=0) － 

数値;中央値（四分位範囲），－;データが存在しないかデータが少ないため統計解析不能 
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表 2． 成績点（専門必修科目および専門選択科目） 

 専門必修科目 科目名 卒業群 退学群 P 値 

第１セメスター 

生物 2(2-3)(n=76） 2(2-3)(n=10） 0.12 

物理 1(1-1)(n=76） 1(1-1)(n=10） 0.46 

理学療法学入門演習 4(4-4)(n=76） 4(4-4)(n=10） 0.46 

化学 3(2-4)(n=76） 2(1-4)(n=10） 0.1 

解剖学Ⅰ 2(1-3)(n=76） 1(1-1)(n=10） p<0.05 

医学史 4(4-4)(n=76） 3(2-4)(n=10） 0.11 

総合リハ論 3(2-4)(n=76） 3(3-4)(n=10） 0.12 

第２セメスター 

コミュニケーション論 3(2-4)(n=76） 3(3-4)(n=9） 0.29 

解剖学Ⅱ 2(1-3)(n=76） 1(0-1)(n=9） p<0.05 

生理学 3(3-4)(n=76） 1(1-2)(n=9） p<0.05 

解剖学実習 3(3-4)(n=76） 2(1-3)(n=9） p<0.05 

人間発達学 3(3-3)(n=76） 3(1-3)(n=9） 0.10 

臨床心理学 2(2-3)(n=76） 3(3-4)(n=9） 0.84 

理学療法概論 3(3-4)(n=76） 3(2-4)(n=9） p<0.05 

公衆衛生学 2(2-3)(n=76） 2(2-3)(n=9） p<0.05 

リハ施設見学実習 4(4-4)(n=76） 4(4-4)(n=9） 0.78 

専門選択科目   

第１セメスター 心理学 2(1-3)(n=72） 1(1-1)(n=9） p<0.05 

第２セメスター 
人権と医療 2(2-3)(n=48） 2(2-3)(n=6） 0.78 

健康管理学 1(1-2)(n=70） 1(1-1)(n=6） 0.21 

数値;中央値（四分位範囲），－;データが存在しないかデータが少ないため統計解析不能 

 

表 3． 科目別 GPAの卒業群と退学群の比較 

科目名 算出期間 卒業群 退学群 P値 

共通教育科目 
第１セメスター 3.17(2.81-3.53) (n=76) 2.93(2.46-3.40) (n=10) P<0.05 

第１-２セメスター 3.13(2.78-3.48) (n=76) 2.80(2.60-3.00) (n=9) P=0.08 

専門必修科目 
第１セメスター 2.57(2.15-2.99) (n=76) 1.80(1.38-2.22) (n=10) P<0.01 

第１-２セメスター 2.57(2.21-2.92) (n=76) 1.91(1.48-2.35) (n=9) P<0.01 

専門選択科目 
第１セメスター 2.00(1.00-3.00) (n=76) 1.00(0.75-1.25) (n=9) P<0.05 

第１-２セメスター 1.80(1.40-2.20) (n=76) 1.00(0.66-1.33) (n=9) P<0.05 

数値；中央値（四分位範囲） 
   

 

表 4.  状態変数卒業群の条件下での曲線下面積 

1セメ共通教育科目 0.68     

1セメ専門必修科目 0.75 1-2 セメ専門必修科目 0.73 

1セメ専門選択科目 0.74 1-2 セメ専門選択科目 0.73 
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図．1 カットオフ値、感度、特異度、信頼度 

 

Ⅳ．考察 

本研究にて GPAという定量的な尺度を用いることで、共通教育科目および専門必修科目、専門選択科目ともに、1年

次という入学間もない時期で、卒業学生と退学学生をある程度の確率で識別できることが明らかとなった。専門必修科

目群から算出した GPAで、1セメで 0.80の信頼度、1-2セメで 0.87の信頼度で識別可能であった。共通教育科目群から

算出した GPAでは、1セメにおいて 0.60の信頼度、専門選択科目群から算出した GPAでは、1セメにおいて 0.69の信頼

b.1セメ専門必修科目 GPA 

a.1セメ共通教育科目 GPA 

c.1-2セメ専門必修科目 GPA 

d.1セメ専門選択科目 GPA e.1-2セメ専門選択科目 GPA 
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度、1-2セメにおいて 0.77の信頼度で識別可能であった。 専門必修科目から算出した GPAを用いれば、共通教育科目

や専門選択科目に比較して高い信頼度で卒業学生と退学学生を識別できることを明らかにできた。   

村尾らは、本学科入学後の学生を対象として専門必修科目群から算出した GPAと進路との関連（卒業、退学）を分析

し、入学後早期に退学学生は卒業学生に比較して GPAが低値で、ROC分析を用いると 0.77～0.91の信頼度で識別できる

ことを明らかにしている５）。本研究では先行研究とは異なる学生（同一カリキュラム）を対象としており、専門必修科

目群から算出した GPAを用いると入学後間もない 1年次の成績で退学学生と卒業学生を識別できることが再現できた。

また、専門必修科目群のみならず共通教育科目並びに専門選択科目から算出した GPAを用いた分析結果を明らかにでき

た。共通教育科目と専門選択科目から算出した GPAを用いての ROC分析から求めた信頼度は 0.60～0.77で、専門必修科

目から求めた信頼度は 0.80～0.87であった。専門必修科目から算出した GPAは、共通教育科目や専門選択科目から算出

した GPAに比較して、退学学生をより識別しうる。これは、専門必修科目については、開講されているセメスターに在

籍するほとんどの学生が履修することで科目特性である難易度が GPAに反映されるのに対して、共通教育科目や専門選

択科目を履修する学生が限られており、科目特性である難易度が GPAに反映されなかったと考える。 

本研究の限界として、共通教育科目、専門必修科目、専門選択科目別のカットオフ値や信頼度を本学科以外の理学療

法士養成校で用いることが出来ないことである。カットオフ値や信頼度は、それぞれの養成校に在学する学生特性、カ

リキュラムの相違等の多要因が複雑に交絡した結果であるので、それぞれの養成校での分析が必要と考える。 

学生の中途退学の状況についての文部科学省調査において、退学理由として高校と大学における教育のギャップに学

生が適応できていないこと３）と報告されている。また、内田は退学に至る原因として経済的問題を指摘し７）、石井は精神

疾患の可能性を示唆している８）。本研究では、退学に至る原因については明らかにできていないが、原因は何であれ入学

後早期の GPA が低値な学生は退学に至るリスクが高いことが明らかになった。対策としては、学生本人、教員間や家族

等と成績すなわち GPAの情報共有を行い、進路について十分に話し合う姿勢が大切と考える。履修した科目の成績点から

GPAを算出し、学生評価に用いることに否定的な意見も散見するが９）、今回の結果は理学療法士養成校の学業の指導にお

いて、専門必修科目群から算出した GPAは、入学後早期に退学しうる学生を見出し、具体的な指導方法を行ううえでの 1

つの指標として重要な役割を果たすと考える。 
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新型コロナウイルス感染症緊急事態解除宣言後における医療系大学生の心理状態 

―大学生活不安尺度(CLAS)を用いた横断研究― 

The psychological state of Medical Sciences Students after the emergency is lifted 
－A Cross-Sectional Study of the College Life Anxiety Scale (CLAS)－ 

 

藤本 昌央 1)  高橋 秀行 1) 成田 亜希 1) 

Masao Fujimoto 1) / Hideyuki Takahashi 1) / Aki Narita 1) 

 

1) 白鳳短期大学 リハビリテーション学専攻 

Department of Physical Therapy, Hakuho College 

 

キーワード：COVID-19、緊急事態解除宣言、CLAS 

 

Ⅰ.背景 

2020 年、世界では新型コロナウイルス感染症（COVID-19）が猛威を振るい、大学生は行動の自粛とともに通学における学ぶ

機会も奪われた。新型コロナウイルス流行時のこころのケア（日本語版）1)にもあるように、こどもたちのこころの状態を把握

し、早期にアプローチすることが重要である。緊急事態宣言が発令された地域での大学はオンライン授業（通信型講義）に切

り替え、対面講義（通学型講義）が行えない状態が余儀なくされた。緊急事態解除宣言の後、徐々に日常生活が戻りつつある

が感染に対する不安は存在し、家族以外の人と接することによるストレスや不安が多い状況であった。現代の大学生において

は様々なストレスが生じることが報告されており 2)、特に医療系大学に所属する学生については、資格取得を目標とすることか

らカリキュラムがタイトに組まれていることが多いため時間的な余裕が乏しく、学生が進路に迷ったとしてもモラトリアムを

過ごすほどの時間的・心理的なゆとりはなく、再び進路選択を余儀なくされる学生が生じることが指摘されている 3)。医療系大

学は一般系大学生と比べると、入学時点で目指す職種が明確であり入学後に職種の理解が進むと本当に自分が目指す職種であ

ったのかと悩み大学不適応感を示すことが明らかとなっている。また、親や教師の勧めによって国家資格取得や将来の安定な

どに魅力を感じ、安易に医療系大学の進路選択を行い自分の適正について考えず入学する学生も存在し、不本意に入学する学

生も指摘されている。藤井 4)5)は大学生活において不安が強くなりすぎると、大学不適応に陥り、留年や退学まで発展してしま

うケースがあると指摘している。このため、退学や職種不適合感を軽減させるために、職業的アイデンティティの形成を促進

するような教育的支援が重要と述べられている 6)。 

新型コロナウイルスと直接関わる医療従事者の心理・精神的特徴 7)や非常事態宣言中の心理状態については、先行研究 8)が存

在するが、非常事態宣言解除直後の大学生（短期大学生）の心理状態を把握した先行研究は見当たらない。本研究では、緊急

事態解除宣言後の対面講義（通学型講義）が再開となった大学生（短期大学生）の大学生活不安を明らかにすることを目的と

する。 

 

Ⅱ.倫理的配慮 

被験者には紙面と口頭によって実験の概況や目的、方法、研究の参加には任意参加であることや自由に拒否することができ

る等を説明した。回答は無記名で個人が特定できないように配慮し、これらの回答は成績には全く影響しないことも説明した。

アンケートの回収方法は回収箱を設置して自由に参加できるようにした。すべての研究参加者からは文書により参加同意書を

得ている。本研究は白鳳短期大学研究倫理委員会の承認を受けた（白倫研 20002）。本演題発表に関連して開示すべき利益相反

関係にある企業等はない。 

 

　　　原著
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Ⅲ.対象と方法 

1.調査期間 

調査期間は令和 2 年 6 月 1～12 日までの期間とした。非常事態宣言が解除された対面講義（通学型講義）が再開された直後

に調査した。この期間の学生登校は 1週間に 2日間に制限し、残り 3日間はオンライン授業（通信型講義）で対応していた。 

 
2.対象 

対象は A短期大学（3年制）理学療法学課程に所属する 134名を対象とした。このうち回答が得られたのは 114名（有効回収

率 85％）であった。1年生 44名、2年生 37名、3年生 41名（男性 42名、女性 72名）を研究対象とした。対象者全体の平均

年齢±標準偏差（SD）は 19.19±0.48才であった。 

 

表 1 調査対象の年齢内訳 

 
 

3.方法 

藤井 3)が作成した大学生活不安尺度（College Life Anxiety Scale: CLAS）は、学生生活の不安を測定することができる。質

問項目は 30 項目あり、はい・いいえで答える 2 件法である。設問に対して不安傾向がある場合は「はい」の回答を選択し、1

点となる。合計点が高いほど不安に感じていることを示す。結果は全体の合計得点と 3 つの下位尺度（①日常生活不安、②評

価不安、③大学不適応）によって分析することが可能である。①日常生活不安（Daily Life anxiety）－D 尺度（14 項目）は

大学生活に対する不安感の尺度であり、友人や先輩とのコミュニケーションや、教員との距離や会話など、自分が他者からど

のように感じられるかといった自己意識が測定できる。さらに、就職や卒業といった将来への不安なども測定することができ

る。②評価不安（Evaluation anxiety)－E尺度（11項目）は大学における単位や講義・試験に対する不安感の測定が可能であ

る。③大学不適応（College maladjustment）－C 尺度（5 項目）については、自分が大学に対して適応感があるかについて測

定でき、不登校や中退といった就学上の問題を生じさせる不安感を測定することができる。調査アンケートの回収方法は、研

究の趣旨説明や協力依頼を行った後にアンケートを配布し、回収箱を設置し 1日以上の間隔をあけて回収を行った。 

統計解析は全体得点と各下位尺度の点数を合計し平均値を算出した。学年比較は Kruskal-Wallis検定を用いて、有意であっ

たものは多重比較（Scheffe）を行った。男女比較では Mann–Whitney U testを用いた。さらに群間比較にて有意であった場合

質問の回答頻度が高いものを抽出し、回答頻度を調べるためχ二乗検定または Fisherの正確検定を行い、調整済み残差による

残差分析も行った。有意水準は 5％とした。統計ソフトは IBM SPSS Statstics Ver.23を使用した。

 

Ⅳ.結果 

1. 学年比較 

 全体得点において1年生女性は3年生女性に対して有意に高かった（p<0.01、表2）。男性では学年における差は認めなかった。 

下位尺度として日常生活不安と評価不安は1年生女性において3年生女性と比較すると有意に高かった（p<0.01、表3）。大学不適

応は2年生女性は1年生女性に比べると有意に高かった（p<0.05、表4）。 

 

 

Mean±SD n Mean±SD n Mean±SD n
1年生 18.25±0.48 16 18.19±0.40 27 18.20±0.40 43
2年生 19.36±0.50 11 19.16±0.38 19 19.24±0.40 30
3年生 20.26±0.45 15 20.15±0.36 26 20.19±0.39 41
総計 19.29±1.00 42 19.03±0.84 72 19.19±0.48 114

男性 女性 合計
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表2 CLASにおける全体得点の結果 

 

 

 

表3 CLASにおける日常生活不安・評価不安の結果 

 

 

 

表4  CLASにおける学校不適応の結果 

 

 
2. 男女比較

全体得点について 3年生男性は 3年生女性に対して有意に高かった（p<0.05、表 2）。日常生活と評価不安は 1年生において

女性は男性に対して有意に高かった（p<0.01、表 3）。大学不適応では男性は女性に対して有意に高く(p＜0.01、表 4)、その傾

向は 1.3年生で認められた（p<0.01、表 4）。 

 

3.質問項目の分析 

1)日常生活不安 

「留年したらどうしようと、気になります。」について、1年生は 3年生よりも不安があると回答した者が多かった（χ2=16.428、

dr=2、p<0.01、φ =0.481、調整済み残差 1年生（p<0.05）、3年生（p<0.001））。「先生に「研究室まで来るように」と呼ばれた

ら何を言われるかどうかとても気になります。」では 1年生女性は 3年女性よりも不安があると答える頻度が多い（χ2=16.057、

dr=2、p<0.01、φ =0.476、残差分析：1年生（p<0.01）、3年生（p<0.05））。 

 

１年 ２年 ３年 平均

男女 13.53±6.2 12.37±7.1 9.76±8.0 11.87±7.2

男性 11.56±5.6 12.45±8.7 12.73±7.3 12.21±7.0

女性 14.70±6.3 12.30±6.2 8.00±8.0 11.67±7.4

**:p<0.01 *:p<0.05

*

**

１年 ２年 ３年 平均 １年 ２年 ３年 平均

男女 6.16±3.4 5.90±3.4 4.37±3.6 5.45±3.5 6.21±3.2 4.93±3.1 4.34±3.6 5.20±3.4

*
男性 4.31±2.6 5.91±4.3 5.20±3.0 5.05±3.2 4.44±2.8 4.18±3.3 5.47±3.5 4.74±3.2

女性 7.30±3.4 5.90±3.0 3.90±4.0 5.68±3.7 7.30±3.1 5.40±3.0 3.70±3.6 5.47±3.5

** **
**:p<0.01 *:p<0.05

日常生活不安 評価不安

** **

１年 ２年 ３年 平均

男女 1.16±1.6 1.53±1.7 1.05±1.4 1.22±1.5

男性 2.81±1.3 2.36±1.7 2.07±1.4 2.43±1.5

女性 0.20±0.5 1.10±1.5 0.50±1.0 0.51±1.1

**:p<0.01 *:p<0.05

大学不適応

*

** ** **
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2)評価不安 

「成績のことが気になって仕方がありません。」が 1年生は 3年生よりも不安ありを選択する偏りを認めた（χ2=16.05、dr=2、

p<0.01、φ =0.476、残差分析：1年生（p<0.001）、3年生（p<0.01））。 

 

3)学校不適応 

学校不適応における「この大学にいると、何か不安な気持ちになります」では 2 年生女性は 1 年生女性よりも不安を選択す

る頻度が多かった（χ2=17.669、dr=2、p<0.01、φ =0.495、残差分析：1年生（p<0.05）、2年生（p<0.01））。 

 

Ⅴ.考察 

本研究は緊急事態宣言解除後の医療系大学生の不安状況を調査し、1年生女性が強い不安を感じていることが明らかとなった。

調査時期は非常事態宣言の解除がされていたが、感染予防に務めなければならない“新しい生活様式”の状態になっており、

新型コロナウイルスがいつ収束するのであろうかわからない時期であった。藤井 5)らの研究や、田中 9)は、一般系の大学生では

学年が上がるにつれて不安感が下がる傾向を報告している。しかし、菅沼ら 10)が報告した理学療法在籍の学生では、大学不適

応感は 1 年生に比べ 2.3 年生は増加傾向にあると報告している。これは医療系大学では専門職種を目指すことが明確化されて

おり、学年があがるごとに自らの適正に疑問を感じ不安感を抱くためだと報告している。すなわち、先行研究では医療系大学

生と非医療系大学生では異なる経過になることを示唆している。 

一般的に大学生における不安は女性のほうが不安に感じやすい 11)12)とされており、男女比較を検討すると、1年生女性では日

常生活不安、評価不安は 1 年生男性に比べて高かった。この結果は藤井らが報告 4）した結果と同様であった。緊急事態解除宣

言後は小学校や中学校などの公立学校は登校再開（対面講義再開）となっていたが、多くの大学はオンライン授業（通信型講

義）を続けていた状況 13)もあり、外出による感染の不安や他大学との対応の違いなど対象学生はさまざまな戸惑いがあったと

考えられる。松川 14)らの報告では、震災関連ストレスと 1 年生の不適応リスクは独立した変数であると示唆しており、災害ス

トレス以外の因子も大きな影響を与えていると考える。1年生では評価不安の質問項目である「成績のことが気になって仕方が

ありません。」が高かった。4 月からオンライン授業になったため小テストや講義の振り返り課題が十分に行えていない可能性

があり、自己の学力について確信が持てていない可能性がある。すなわち形式的評価が十分に行えていないため、自分の学習

成果をフィードバックできずに自己の成績について不安が高かったと考える。 

1 年生女性では日常生活不安の項目では「留年したらどうしようと、気になります。」と「先生に「研究室まで来るように」

と呼ばれたら何を言われるかどうかとても気になります。」の項目が有意であった。このように 1年生女性が不安に感じている

質問項目では留年について不安に感じていることと、教員との関係づくりについて不安が高いことが明らかとなった。3年生は

すでに教員との関係づくりが完了しているが、1年生は入学式も縮小され、春に予定されていたレクリエーションも中止となり、

オンライン授業を受講することとなった。このため教員との関係づくりができないまま、対面講義となったためコミュニケー

ション面や慣れていない学校生活に不安を感じていたと考える。このように調査時点では学生は教員と対面することに直面し

ており、日常生活不安が高かったと考える。さらに評価不安で認められた自己の成績評価に対する不安感が、留年につながる

のではないかという不安に関連している可能性がある。 

大学不適応感に影響する因子として、授業理解の困難さ、大学への愛着（帰属意識）が直接的な要因として、および友人関

係の良好さと入学目的の明瞭さが大学への愛着の要因となり、大学不適応感に間接的に影響していると述べている 15)。医療系

大学生は専攻する専門職に就くことを目指し、将来必要な知識や技術、職種の倫理観や責務など、自分が目指す専門職種に必

要な教育が組まれている。これら入学直後から職種に関連した教育カリキュラムを経て、職業アイデンティティが形成されて

いく。これは臨床教育によって職業アイデンティティが増加する 16)ことになるが、3年生男性ではオンラインにて講義や臨床実

習を経たので不十分と感じ、職業不適合感を感じていると考えられる。大学不適応は自身が大学に適応できているかの不安で

あり、大学への不信感や不安、自分が学部に適応していないと感じている尺度である。すなわち自分が目指す専門職種にとっ
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て相応しくないと感じる職種への不適合感と大学への不適合感の両方感じていている可能性がある。実習前後での CLAS の調

査では 17)評価不安について実習前は有意な増加あると報告しているが、本研究では大学不適応について高い結果であった。3

年生は 4 月から臨床実習を予定していたが、感染予防の観点から臨床実施はオンライン授業に切り替え、主に紙面上で模擬患

者の評価、治療のロールプレイを行うことになった。オンライン授業では、紙面上で患者の評価や治療は可能であるが、理学

療法士として必要なコミュニケーション面や資質面の向上は望みにくい可能性がある。オンライン授業での満足度が高くない

とすると、本当にこの大学で良かったのかと感じているかもしれない。特に 6 月までの時期は臨床実習をどのように取り扱う

べきか指針が不透明であった 18)ことや、現場での臨床実習が可能であるかの計画案が整っていなかったのも原因のひとつだと

考えられる。先行研究では大学不適応感について性差を認める報告は見当たらないが、本研究では 2 年生女性では大学不適応

不安は 1 年生より高く、質問項目の「この大学にいると、何か不安な気持ちになります」を選択する者が多かったことから大

学に対する愛着が低い可能性がある。また、1年生男性では大学不適応感が女性よりも有意に高かったが、下位尺度にて有意な

項目を認めなかったため、今後の検討が必要である。本研究では緊急事態解除宣言後のアンケートを行ったが、非常事態宣言

前やその後の経過との比較は行えていないため因果関係を明らかにすることはできていない。あくまで、登校再開となった直

後の横断的な調査であることに注意が必要である。 

 

Ⅵ.おわりに 

 本研究では緊急事態解除宣言後における性別や学年によって異なる不安があることが明らかとなった。これらの不安要因に

対応が必要であり、女性ではコミュニケーション面を促進させる試みやイベントなどを充実して教員への不安感を減らすこと

や、小テストを行いきちんと学習が進んでいることを学生自身に理解させる必要があるといえよう。また、オンライン実習を

見据えた ICT 教育の構築や職業アイデンティティを高める遠隔型臨床実習の方略が必要である。また、通学できない状況でも

大学への愛着（帰属意識）を育てるような対策も必要であると考える。 
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理学療法士養成校における生活習慣の実態に関する研究 
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キーワード：理学療法士養成、ライフスタイル、学力 

 

Ⅰ．はじめに 

 保健医療領域における理学療法士は、国民の健康増進や維持の一翼を担う職種である。理学療法士の養成においては、

理学療法士及び作業療法士法（昭和四十年六月二十九日法律第百三十七号）に遵守し、国家資格及び職業資格とした制度

設計であることからも、国からの職種に対する期待の高さが理解できる。理学療法士を目指す学生においてもその大儀に

ついて十分に理解し、実現できる知識や技能を習得することが必要である。 

我が国における高等教育では、大学生は高校生や社会人に比べ生活時間の自由度が比較的高い傾向にあり、生活習慣が

乱れやすい 1）。多数の学生は夜更かし傾向にあり、健康的な睡眠習慣を有していなく 2）、アルバイトをしている学生にお

いては、食事や睡眠が規則正しくなく休息や睡眠が不十分であること 3）に加え、日常生活の中で情報端末機器の使用に

時間を奪われ十分な睡眠時間が確保できず、不規則な生活習慣の乱れは学力や学習意欲などの低下につながる 4）5）。一方、

理学療法士を志望する養成校の学生においては職種の特性上、健康や運動、様々な障害や疾患などについて学習すること

もあり、健康に関する興味や関心は高く、かつ、学業と資格取得、職業が密接に関連しているため、これらの先行研究に

て言及されている見解に比べ、良好に維持されているとの仮説を立てた。理学療法士養成においては資格取得が目標の一

つでもあり、相応の学習が課せられる。特に 4 年生になると臨床実習や国家試験に臨む前には、自習室や図書室にて自主

学習する学生を多く確認できる。これらの学習は教育課程に基づいており、生活習慣は教育課程の影響を受けることや上

級生になるにつれ、学生生活への慣れにより変化することが推察される。また、生活習慣は性別により異なることも考え

られるため、性別も考慮した検討が必要である。理学療法士養成において、これらの知見についての報告は確認できない。 

そこで本研究では、理学療法士養成教育の充実を図るために、学業の基盤となる生活習慣の実態について明らかにす

る。学年や性別ごとの結果を抽出することで不規則な生活習慣となる学年や学生を特定でき、それらの学年や学生に対し

て注力した教育的指導が実践され、効果的な教育活動に繋がると考えられる。 

 

Ⅱ．方法 

１．調査対象 

 東都リハビリテーション学院理学療法学科（以下、本校）に在学する 1 年生から 4 年生までの 213 名（男子 145 名、

女子 68 名）を対象に 2019 年 4 月 26 日、生活習慣に関する質問紙調査を集合調査法にて実施した。本調査に協力を得ら

れた 193 名（男子 133 名、女子 60 名、平均年齢 19.8 歳±1.4 歳、有効回答率 90.6％）を調査対象者とした。 

 

２．本校の教育課程 

　　　報告
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 本校の教育課程は 4 年制の 2 学期制を採用している（表 1）。1 日の授業時間は、1 限 9:30～11:00、2 限 11:10～12:40、

3 限 13:40～15:10、4 限 15:20～16:50 である。教育課程に配置している科目は全て必修科目であるため、臨床実習以外

の科目においては、授業期間中の月曜日から金曜日までの 1 限から 4 限までの全時間帯に科目が配置されている。 

 

 

３．生活習慣に関する質問紙調査 

 スポーツ庁の「新体力テスト実施要項（12 歳から 19 歳対象）」の測定結果記録用紙に付帯されている生活習慣に関

する調査項目を参考に、暮らし、アルバイト、休日の過ごし方、健康状態、体力、運動・スポーツの実施状況、朝食、睡

眠、1 週間の授業外学習時間、スマートフォンの操作に関する項目から構成した質問紙調査票を作成し、実施した。 

 

４．倫理的配慮 

調査対象者には、本研究の調査目的や調査内容について書面及び口頭にて説明し、同意を得たうえで調査を実施した。 

調査結果については学術研究に利用すること、結果の公表については統計処理するため個人が特定されることがないこ

とを説明した。また、調査の途中において、自らの意思で調査協力への撤回ができること、調査への協力や結果が成績評

価及び進級などに影響することはなく、個人の不利益にならないことを説明した。 

 

５．統計処理 

統計解析については SPSS Statistics26（IBM 社）を用い、カイ二乗検定を行った。有意水準は 5%とした。 

 

Ⅲ．結果 

 生活習慣に関する調査結果（表 2）において約 90%が実家暮らしであり、78.8％がアルバイトを行っており、1 週間の

アルバイトに係る労働時間は平均 15.5 時間であった。2 年生の女子においては平均 22 時間と最も長かった。休日の過ご

し方において 2 年生と 3 年生ではアルバイトに充てる学年が多く、2 年生では男子よりも女子の方が有意に多いことを

確認できた。特に 2 年生と 3 年生では 1 週間のアルバイトに係る労働時間が 21 時間以上であると回答した学生が約 25%

であった。 

健康状態においては約 90％が健康であると回答し、体力については 2 年生で 42.6%が不安を感じており、学年が進行

するとともに運動やスポーツを実施しない割合が増加した。朝食においては 57.5%が毎日食べており、全く食べない割合

は女子よりも男子に多い傾向であった。睡眠時間においては 51.3％が 6 時間未満であり、男子よりも女子の方が 6 時間

未満睡眠の割合が高く、1 年生においては男子よりも女子の方が有意に短いことを確認できた。就寝時刻においては 1 年

生が 24:23 と最も早く、2 年生が 25:02 と最も遅かった。1 年生から 3 年生においては男子よりも女子の方が遅く、いず

れの学年においても 25:00 を超えた。 

1 週間の授業外学習時間は平均 5.6 時間であり、1 年生 4 時間、2 年生 2.5 時間、3 年生 3.5 時間、4 年生 12 時間であ

った。1 年生から 3 年生までは平均値以下であり、4 年生は平均値の約 2 倍であった。1 日のスマートフォン操作時間に

おいては 2 時間以上が 72％であり、操作目的については SNS（86.5%）、調べもの（51.8%）、ゲーム（50.8%）、写真撮

影（18.1%）、動画視聴（11.4%）、学習（10.4%）であり、2 年生の SNS 操作においては、男子よりも女子の方が有意に

高かった。また、ゲームにおいては全学年で女子よりも男子において実施率が有意に高かった。 

科目数 時間数 科目数 時間数 科目数 時間数 科目数 時間数
前期 17 354 17 414 17 372 10 631
後期 22 483 17 435 19 489 7 654
合計 39 837 34 849 36 861 17 1285

表１．授業科目数及び時間数

1年生 2年生 3年生 4年生

注）4年生は臨床実習があり、1週間当たりの授業時間数を45時間と算出。
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男子 女子 合計 男子 女子 合計 男子 女子 合計 男子 女子 合計

　実家 29(90.6) 6(85.7) 35(89.7) 30(96.8) 14(87.5) 44(93.6) 39(97.5) 17(94.4) 56(96.6) 26(86.7) 19(100.0) 45(91.8)
　一人暮らし 3( 9.4) 1(14.3) 4(10.3) 1( 3.2) 2(12.5) 3( 6.4) 1( 2.5) 1( 5.6) 2( 3.4) 4(13.3) 0(  0.0) 4( 8.2)

　している 25(78.1) 7(100.0) 32(82.1) 24(77.4) 13(81.3) 37(78.7) 35(87.5) 17(94.4) 52(89.7) 16(53.3) 15(78.9) 31(63.3)
　していない 2( 6.3) 0(  0.0) 2( 5.1) 5(16.1) 2(12.5) 7(14.9) 5(12.5) 1( 5.6) 6(10.3) 13(43.3) 4(21.1) 17(34.7)
　今後する予定 5(15.6) 0(  0.0) 5(12.8) 2( 6.5) 1( 6.3) 3( 6.4) 0( 0.0) 0( 0.0) 0( 0.0) 1( 3.3) 0( 0.0) 1( 2.0)

　10時間以下 7(28.0) 2(28.6) 9(28.1) 5(20.8) 1( 7.7) 6(16.2) 8(25.0) 7(38.9) 15(30.0) 4(25.0) 9(60.0) 13(41.9)
　11時間以上20時間以下 16(64.0) 4(57.1) 20(62.5) 14(58.3) 8(61.5) 22(59.5) 15(46.9) 6(33.3) 21(42.0) 11(68.8) 6(40.0) 17(54.8)
　21時間以上30時間以下 2( 8.0) 1(14.3) 3( 9.4) 5(20.8) 3(23.1) 8(21.6) 8(25.0) 5(27.8) 13(26.0) 0( 0.0) 0( 0.0) 0( 0.0)
　31時間以上 0( 0.0) 0( 0.0) 0( 0.0) 0( 0.0) 1( 7.7) 1( 2.7) 1( 3.2) 0( 0.0) 1( 2.0) 1( 6.3) 0( 0.0) 1( 3.2)

平均 14時間 14時間 14時間 17時間 22時間 19時間 17時間 15時間 16時間 16時間 10時間 13時間

休日の過ごし方
　アクティブに外出 12(37.5) 4(57.1) 16(41.0) 12(38.7) 1( 6.3) 13(27.7) 9(22.5) 2(11.1) 11(19.0) 12(40.0) 6(31.6) 18(36.7)
　自宅で静養 11(34.4) 0( 0.0) 11(28.2) 10(32.3) 3(18.8) 13(27.7) 15(37.5) 5(27.8) 20(34.5) 12(40.0) 5(26.3) 17(34.7)
　アルバイト 9(28.1) 3(42.9) 12(30.8) 9(29.0) 12(75.0) 21(44.7) 16(40.0) 11(61.1) 27(46.6) 6(20.0) 8(42.1) 14(28.6)

　大いに健康 14(43.8) 2(28.6) 16(41.0) 11(35.5) 4(25.0) 15(31.9) 17(42.5) 6(33.3) 23(39.7) 8(26.7) 11(57.9) 19(38.8)
　まあ健康 18(56.3) 5(71.4) 23(59.0) 17(54.8) 10(62.5) 27(57.4) 20(50.0) 10(55.6) 30(51.7) 19(63.3) 8(42.1) 27(55.1)
　あまり健康ではない 0( 0.0) 0( 0.0) 0( 0.0) 3( 9.7) 2(12.5) 5(10.6) 3( 7.5) 2(11.1) 5( 8.6) 3(10.0) 0( 0.0) 3( 6.1)

体力
　自信がある 9(28.1) 2(28.6) 11(28.2) 0( 0.0) 1( 6.3) 1( 2.1) 11(27.5) 2(11.1) 13(22.4) 1( 3.3) 0( 0.0) 1( 2.0)
　普通である 18(56.3) 4(57.1) 22(56.4) 18(58.1) 8(50.0) 26(55.3) 21(52.5) 14(77.8) 35(60.3) 22(73.3) 12(63.2) 34(69.4)
　不安がある 5(15.6) 1(14.3) 6(15.4) 13(41.9) 7(43.8) 20(42.6) 8(20.0) 2(11.1) 10(17.2) 7(23.3) 7(36.8) 14(28.6)

運動・スポーツの実施状況
　ほとんど毎日(週3～4日以上) 3( 9.4) 1(14.3) 4(10.3) 2( 6.5) 1( 6.3) 3( 6.4) 4(10.0) 0( 0.0) 4( 6.9) 1( 3.3) 0( 0.0) 1( 2.0)
　ときどき(週1～2日程度) 13(40.6) 1(14.3) 14(35.9) 9(29.0) 1( 6.3) 10(21.3) 9(22.5) 2(11.1) 11(19.0) 8(26.7) 0( 0.0) 8(16.3)
　ときたま(月1～3日程度) 12(37.5) 4(57.1) 16(41.0) 8(25.8) 8(50.0) 16(34.0) 15(37.5) 8(44.4) 23(39.7) 8(26.7) 3(15.8) 11(22.4)
　しない 4(12.5) 1(14.3) 5(12.8) 12(38.7) 6(37.5) 18(38.3) 12(30.0) 8(44.4) 20(34.5) 13(43.3) 16(84.2) 29(59.2)

　毎日食べる 23(71.9) 6(85.7) 29(74.4) 16(51.6) 6(37.5) 22(46.8) 24(60.0) 8(44.4) 32(55.2) 18(60.0) 10(52.6) 28(57.1)
　時々欠かす 7(21.9) 1(14.3) 8(20.5) 10(32.3) 8(50.0) 18(38.3) 6(15.0) 7(38.9) 13(22.4) 8(26.7) 6(31.6) 14(28.6)
　全く食べない 2( 6.3) 0( 0.0) 2( 5.1) 5(16.1) 2(12.5) 7(14.9) 10(25.0) 3(16.7) 13(22.4) 4(13.3) 3(15.8) 7(14.3)

睡眠時間
　6時間未満 12(37.5) 7(100.0) 19(48.7) 14(45.2) 9(56.3) 23(48.9) 23(57.5) 11(61.1) 34(58.6) 13(43.3) 10(52.6) 23(46.9)
　6時間以上8時間未満 20(62.5) 0(  0.0) 20(51.3) 16(51.6) 7(43.8) 23(48.9) 17(42.5) 6(33.3) 23(39.7) 16(53.3) 9(47.4) 25(51.0)
　8時間以上 0( 0.0) 0(  0.0) 0( 0.0) 1( 3.2) 0( 0.0) 1( 2.1) 0( 0.0) 1( 5.6) 1( 1.7) 1( 3.3) 0( 0.0) 1( 2.0)

　22:00以前 2( 6.3) 0( 0.0) 2( 5.1) 0( 0.0) 0( 0.0) 0( 0.0) 1( 2.5) 0( 0.0) 1( 1.7) 2( 6.7) 0( 0.0) 2( 4.1)
　23:00 5(15.6) 0( 0.0) 5(12.8) 2( 6.5) 0( 0.0) 2(  4.3) 2( 5.0) 0( 0.0) 2( 3.4) 2( 6.7) 2(10.5) 4( 8.2)
　24:00 11(34.4) 2(28.6) 13(33.3) 8(25.8) 4(25.0) 12(25.5) 19(47.5) 5(27.8) 24(41.4) 10(33.3) 8(42.1) 18(36.7)
　25:00 11(34.4) 3(42.9) 14(35.9) 14(45.2) 5(31.3) 19(40.4) 11(27.5) 7(38.9) 18(31.0) 8(26.7) 7(36.8) 15(30.6)
　26:00 3( 9.4) 2(28.6) 5(12.8) 4(12.9) 6(37.5) 10(21.3) 6(15.0) 6(33.3) 12(20.7) 6(20.0) 2(10.5) 8(16.3)
　27:00以降 0( 0.0) 0( 0.0) 0( 0.0) 3( 9.7) 1( 6.3) 4( 8.5) 1( 2.5) 0( 0.0) 1( 1.7) 2( 6.7) 0( 0.0) 2( 4.1)

平均 24:15 25:00 24:23 24:56 25:15 25:02 24:31 25:03 24:41 24:38 24:28 24:34

　5時間以下 24(75.0) 5(71.4) 29(74.4) 22(71.0) 16(100.0) 38(80.9) 33(82.5) 17(94.4) 50(86.2) 1( 3.3) 0( 0.0) 1( 2.0)
　6時間以上10時間以下 7(21.9) 1(14.3) 8(20.5) 6(19.4) 0(  0.0) 6(12.8) 3( 7.5) 1( 5.6) 4( 6.9) 17(56.7) 11(57.9) 28(57.1)
　11時間以上15時間以下 1( 3.1) 1(14.3) 2( 5.1) 2( 6.5) 0(  0.0) 2( 4.3) 2( 5.0) 0( 0.0) 2( 3.4) 8(26.7) 5(26.3) 13(26.5)
　16時間以上20時間以下 0( 0.0) 0( 0.0) 0( 0.0) 1( 3.2) 0(  0.0) 1( 2.1) 1( 2.5) 0( 0.0) 1( 1.7) 2( 6.7) 1( 5.3) 3( 6.1)
　21時間以上25時間以下 0( 0.0) 0( 0.0) 0( 0.0) 0( 0.0) 0(  0.0) 0( 0.0) 0( 0.0) 0( 0.0) 0( 0.0) 1( 3.3) 0( 0.0) 1( 2.0)
　26時間以上 0( 0.0) 0( 0.0) 0( 0.0) 0( 0.0) 0(  0.0) 0( 0.0) 0( 0.0) 0( 0.0) 0( 0.0) 1( 3.3) 2(10.5) 3( 6.1)

平均 4時間 5.5時間 4時間 3時間 1時間 2.5時間 4時間 2時間 3.5時間 11時間 13時間 12時間

　1時間未満 1( 3.1) 0( 0.0) 1( 2.6) 0( 0.0) 0( 0.0) 0( 0.0) 4(10.0) 0( 0.0) 4( 6.9) 0( 0.0) 0( 0.0) 0( 0.0)
　1時間以上2時間未満 6(18.8) 0( 0.0) 6(15.4) 8(25.8) 6(37.5) 14(29.8) 12(30.0) 5(27.8) 17(29.3) 9(30.0) 3(15.8) 12(24.5)
　2時間以上3時間未満 14(43.8) 6(85.7) 20(51.3) 8(25.8) 7(43.8) 15(31.9) 14(35.0) 6(33.3) 20(34.5) 10(33.3) 7(36.8) 17(34.7)
　3時間以上 11(34.4) 1(14.3) 12(30.8) 15(48.4) 3(18.8) 18(38.3) 10(25.0) 7(38.9) 17(29.3) 11(36.7) 9(47.4) 20(40.8)

スマートフォンの操作目的(SNS)
　あてはまる 27(84.4) 7(100.0) 34(87.2) 24(77.4) 16(100.0) 40(85.1) 33(82.5) 17(94.4) 50(86.2) 25(83.3) 18(94.7) 43(87.8)
　あてはまらない 5(15.6) 0(  0.0) 5(12.8) 7(22.6) 0(  0.0) 7(14.9) 7(17.5) 1( 5.6) 8(13.8) 5(16.7) 1( 5.3) 6(12.2)

　あてはまる 18(56.3) 3(42.9) 21(53.8) 21(67.7) 13(81.3) 34(72.3) 17(42.5) 5(27.8) 22(37.9) 14(46.7) 9(47.4) 23(46.9)
　あてはまらない 14(43.8) 4(57.1) 18(46.2) 10(32.3) 3(18.8) 13(27.7) 23(57.5) 13(72.2) 36(62.1) 16(53.3) 10(52.6) 26(53.1)

スマートフォンの操作目的(ゲーム)
　あてはまる 23(71.9) 1(14.3) 24(61.5) 11(35.5) 0(  0.0) 11(23.4) 31(77.5) 6(33.3) 37(63.8) 21(70.0) 5(26.3) 26(53.1)
　あてはまらない 9(28.1) 6(85.7) 15(38.5) 20(64.5) 16(100.0) 36(76.6) 9(22.5) 12(66.7) 21(36.2) 9(30.0) 14(73.7) 23(46.9)

　あてはまる 3( 9.4) 1(14.3) 4(10.3) 6(19.4) 2(12.5) 8(17.0) 3( 7.5) 0(  0.0) 3( 5.2) 3(10.0) 4(21.1) 7(14.3)
　あてはまらない 29(90.6) 6(85.7) 35(89.7) 25(80.6) 14(87.5) 39(83.0) 37(92.5) 18(100.0) 55(94.8) 27(90.0) 15(78.9) 42(85.7)

スマートフォンの操作目的(写真撮影)
　あてはまる 4(12.5) 1(14.3) 5(12.8) 7(22.6) 8(50.0) 15(31.9) 3( 7.5) 5(27.8) 8(13.8) 2( 6.7) 5(26.3) 7(14.3)
　あてはまらない 28(87.5) 6(85.7) 34(87.2) 24(77.4) 8(50.0) 32(68.1) 37(92.5) 13(72.2) 50(86.2) 28(93.3) 14(73.7) 42(85.7)

スマートフォンの操作目的(学習)
　あてはまる 2( 6.3) 0(  0.0) 2( 5.1) 4(12.9) 2(12.5) 6(12.8) 0(  0.0) 0(  0.0) 0(  0.0) 11(36.7) 1( 5.3) 12(24.5)
　あてはまらない 30(93.8) 7(100.0) 37(94.9) 27(87.1) 14(87.5) 41(87.2) 40(100.0) 18(100.0) 58(100.0) 19(63.3) 18(94.7) 37(75.5)

※(　　)の数字は%

スマートフォンの操作目的(動画視聴)

*

*

*p<.05  **p<.01

1日のスマートフォン操作時間

*

スマートフォンの操作目的(調べもの)

** ** ** **

**

就寝時刻

1週間の授業外学習時間

アルバイト

1週間のアルバイト時間

**

健康状態

*

朝食

表2．生活習慣に関する調査結果

1年生 2年生 3年生 4年生

暮らし
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Ⅳ．考察 

 生活習慣においては、アルバイトや睡眠、食事、情報端末、テレビ視聴、運動などが互いに影響しあっている 6）よう 

に、1 つが崩れると他にも影響を及ぼし生活習慣全般が乱れる。そのため、健康や学業に対する悪影響が懸念されること

もあり、健康的な生活習慣を習得することが重要である。 

 学生の多くは高校時代、学業と部活動を中心とした生活習慣であったが、入学後はこれまで部活動に要していた時間が

無くなり、高校時代に比べると自由時間が増えたため、それらの時間をアルバイトに転換させる傾向にある。ベネッセ総

合研究所による「専門学校生の学習と生活に関する実態調査」では 1 週間のアルバイトに係る労働時間は平均 7.2 時間と

報告されている 7）。本校のアルバイト実施率 77.8%、1 週間のアルバイトに係る労働が平均 15.5 時間、休日はアルバイ

トをして過ごす回答が多いことからも、一般的な専門学校生に比べ日常生活においてアルバイトに占める割合が高いこ

とがわかる。2 年生においては男女ともに他学年よりも労働時間が長く、特に女子においては平均 22 時間と最長であっ

た。この結果は、1 年間の学生生活を送ることによる慣れが影響していると考えられる。一方、4 年生においては他学年

に比べアルバイトをする学生や労働時間が少ない。4 年生は前期より予定されている臨床実習に向け、知識や技術を習得

するための学習に充てられていると推察される。このように、アルバイトについては教育課程の影響を受けており、学生

においては学業との兼ね合いを考慮していることが窺われる。しかしながら一部の学生においては、長時間労働の実態も

散見される。アルバイトをする目的については娯楽や交友関係など日常生活に係る金銭の獲得に加え、経済的に厳しい家

庭環境にある学生においては学納金の支払いに充てていることが考えられる。アルバイトにより家庭の経済的負担を軽

減することは理解できるが、学業に支障をきたすようなアルバイトに偏重した生活習慣を送る学生においては教育的指

導が必要である。特に、平日の深夜までにおよぶアルバイトについては帰宅時刻も遅くなり、良質な睡眠を確保できない

ことが考えられる。 

 Belloc ら 8）の 7 つの生活習慣に基づく健康指数では７~8 時間の睡眠時間を確保することが示され、多くの人びとにと

って睡眠不足とは 6 時間未満の睡眠を意味し 9）、日本は世界でも有数の睡眠が困難な社会といわれ 10）、就寝時間につい

ては、過去 30 年間で 50 分から 1 時間も遅延し社会全体が夜更かし傾向となり、授業中に居眠りをする実態がある 11）。

また、消灯後のスマートフォンや電子機器の使用は就寝時刻を一層遅くし、ブルーライトを浴びることによる睡眠の質の

低下につながる 12）。本校においては、約 50%が 6 時間未満の睡眠時間であることや約 20%が 2:00 以降に就寝している

実態を鑑みれば睡眠に対する課題を抱えており、睡眠に関する正しい知識を教授する機会を設け、適切な就寝時刻と睡眠

時間を確保することが求められる。良質な睡眠を確保できなければ、精神的な疾患や生活習慣病への罹患リスクなどが生

じるだけでなく、学業にも悪影響を及ぼす。1 日のスマートフォン操作については 72％が 2 時間以上であり、SNS や調

べ物などを中心に使用され、4 年生においては学習で活用している割合が他学年よりも多く、これらは教育課程の影響に

よるものと考えられる。スマートフォンは通話、検索、カメラ、動画、決済機能など日常生活の利便性を向上させるツー

ルの一つであるが、過度な使用については改める必要がある。平日にアルバイトをし、長時間のスマートフォン操作を行

えば必然的に就寝時刻が遅くなり、良質な睡眠が確保できない。理学療法士養成において学校での授業は専門的知識や技

術を習得する場であり、この機会に最大のパフォーマンスが発揮できるような心身の状態を保つことが望まれる。 

一般に就寝時刻の遅い夜型生活者には朝食欠食の傾向が多く 6）、朝食を欠食する理由には時間がない（37.2%）、朝食

を食べるよりも寝ていたい（22.5％）など 13）、睡眠時間を確保するために朝食を欠食することが考えられる。朝食の欠

食においては、肝臓での中性脂肪やコレステロールが増大し、肥満や脂質異常症等の原因の 1 つとなり、生活習慣病にか

かるリスクが増大する 14）。また、エネルギー不足により脳が活性化しないため、日常生活への影響や効果的な学習成果

を期待することは難しい。朝食を摂取することや 3 食規則的に食事をしている学生ほど学業成績が良い 15）16）ことから

も、朝食摂取や栄養バランスの良い食習慣を身につけることが重要である。本校においては 57.5％が毎日食べると回答

し、15％が全く食べない結果であったことからも毎日食べる学生を増やし、全く食べない学生を減少させるよう朝食摂

取や栄養に関する教育の機会を設けることが必要である。 
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 生活習慣と学力との関連においては、近年、運動による効果が注目されている。中学生を対象にした体力テストの結果

と学力との関連性を検討し、体力の高い者は低い者よりも学力が高いことを示した報告 15）や、アメリカイリノイ州に所

在する学力が低い学校にて始業前に有酸素運動を中心とした体育を実施し運動による効果を踏まえた時間割の配置を行

ったところ、学力が飛躍的に向上し数年後には地区有数の高学力校に躍進した事例 17）からも運動やスポーツの習慣化は、

学力の観点からも不可欠なものであると考えられる。本校における運動やスポーツについては上級生になるとともに実

施率が低下する傾向であり、体力に不安を感じている学生も約 30%は存在するため、体育実技においては運動やスポー

ツの身体的効果を理解させ、日常生活において継続的に実践できる能力を養う授業展開や工夫が求められる。 

ベネッセ総合研究所による「専門学校生の学習と生活に関する実態調査」では、1 週間の授業外学習については 1.9 時

間であった 7）。本校における 1 週間の授業外学習は平均 5.6 時間であり、ベネッセによる実態調査よりも多くの時間が確

保されていたが、1 年生から 3 年生までを対象にすると平均 3.4 時間（男子平均 3.8 時間、女子平均 2.3 時間）と 2.2 時

間短縮され、上級生になるとともに 5 時間未満の学生が増加した。加えて 13.9％が 1 週間の授業外学習時間が 0 時間と

回答した。上級生になるとともに授業内容は専門的かつ高度化されるため、必然的に自主的な学習が必要であろう。4 年

生においては 1 週間の授業外学習は平均 12 時間確保されていた。これらは前期より予定されている臨床実習に臨むため

の知識や技術を習得するためであると推察され、他学年に比べ学業を中心とした生活習慣を有していた。学習においては

外発的動機により影響を受けていると推察され、本来の目的である対象者のために貢献したいという内発的動機からの

影響が低いとも解釈できる。 

本研究では、理学療法士の職種の特性上、健康に関する興味や関心が高いため、先行研究にて示された高等教育におけ

る生活習慣の乱れは良好に維持されているとの仮説を立てたが、睡眠不足であることや上級生になることにより就寝時

刻の遅延及び朝食の欠食が高くなり、運動やスポーツを実施しない傾向で余暇時間の多くをアルバイトに充てる生活習

慣であることが明らかとなった。特に 2 年生は就寝時刻が遅く、朝食欠食が高く、アルバイト時間が最も長く、1 週間の

授業外学習時間は最も短かった。2 年生以上になると 1 年生の時よりも生活習慣が不規則になる傾向がみられ、上級生に

なることで学生生活への慣れから生じる可能性が窺われ、国民の健康増進や維持を担う職種役割から望ましい生活習慣

を有しているとは言い難い。また、女子は男子よりも睡眠時間が短く就寝時刻も遅い。これらは女性特有の生活習慣が関

連している可能性が考えられる。女性は身支度においてメイクをする習慣があるため、男性に比べ身支度に係る時間が長

く、それらの時間を確保するために睡眠時間が男性よりも短い可能性が考えられる。授業外の学習時間については職種や

資格の特性上、専門学校生を対象にした全国的調査よりも多くの時間が確保されていた。4 年生に進級するとアルバイト

時間が減少し、授業外の学習時間が増加した背景には臨床実習が影響しており、生活習慣は教育課程の影響を受けている

ことが示唆された。 

 生活習慣においては、「規則正しい生活習慣」や「健康的な生活習慣」が求められる。学生においては不規則な生活習

慣が直ぐに生活習慣病への罹患には繋がらないため、生活習慣に対する意識が低いと推察される。生活習慣のいずれか 1

つでも乱れることで生活習慣全般にバランスを欠き、心身の不調や活力の低下などを生じさせる。これらの状態において

学業に取り組んでも効果的な成果は期待できないため、不規則な生活習慣が学業に大きな負の影響を及ぼしていること

を理解させることが必要である。大学生の単位取得数の多い学生においては、「食事の規則性」や「睡眠の規則性」の高

さが挙げられており 18）、規則性に着目するとタイムマネジメント能力が求められているといえよう。すなわちタイムマ

ネジメント能力は健康的な生活習慣を推進する上での基盤となるものである。このことからも専門的教育だけでなく生

活習慣全般についても教育指導や支援することが修学状況の改善や向上につながり、高品質な理学療法士養成教育に発

展すると考えられる。 

 

Ⅴ．まとめ 

 本研究は、学業の基盤となる生活習慣の実態について明らかにし、理学療法士養成教育の充実を図るための基礎資料を
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収集することを目的として実施した。結果、1年生から 3年生まではアルバイトへの傾斜や就寝時刻の遅延、朝食の欠食

など不規則な生活習慣であることが窺われる学生も多い一方、4年生に進級すると臨床実習に向けた学習のため、学業を

中心とした生活習慣となり教育課程が生活習慣へ影響を与えていることが示唆された。本研究は、横断的調査のため学年

ごとの傾向を示したことには一定の成果があると思われるが、これらは所属する学年の属性を示したにすぎない。今後

は、縦断的視点から調査を継続し、入学から卒業までどのような変化を辿るのか、また、生活習慣と学業成績などとの関

連性についても検討することが必要であろう。それらの調査結果に基づいた根拠ある教育活動の推進が、理学療法士の社

会的大義に応えることになると思われる。 
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Ⅰ．はじめに 

国は団塊の世代が 75 歳以上の後期高齢者となる 2025 年に向けて、高齢者の尊厳の保持と自立生活の支援の目的のも

と、可能な限り住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができるよう、地域包括ケアシステムの

構築を推進している 1）。また医療現場でも高度化・複雑化に伴う業務の増大に対応するため、スタッフが各々の高い専門

性を前提として、目的と情報を共有し業務を分担して互いに連携・補完しあう「チーム医療」が実践されており 2）、医療・

保健・福祉の全ての領域において多職種で協働しながら働くことのできる人材育成は重要な課題といえる。 

多職種連携教育（以下、IPE：Inter professional Education)とは、英国で IPEを推進している専門職連携教育推進セ

ンター（Center for the Advancement of Inter professional Education : CAIPE）により「複数の領域の専門職者が連

携およびケアの質を改善するために、同じ場所で共に学び、お互いから学びあいながら、お互いのことを学ぶこと」と定

義されている 3）。日本では 2005年に埼玉県立大学で初めての IPEワークショップが開催 4）されて以降、複数の保健医療

福祉系大学で導入されてきている。本邦における保健医療福祉系大学における IPEの現状についての文献レビュー5）によ

れば、対象者は１～4年生と多岐にわたり、教育内容は、講義と演習からなる講義形式と、講義と演習それに病院や施設

での実習を組み合わせた実習形式に分類されている。教育効果には、チームとして患者に関わるための視点、専門性に対

する理解・意欲の向上、多職種チーム推進のためのスキル、効果的な IPE効果、Faculty Development効果が挙げられて

いる。医歯薬学部 3年次に新設された科目で、他学部学生とグループワークを行ったことで学生の社会的スキルや IPEの

重要性についての認識を高めたという報告 6）や、カリキュラムに全学科共通の科目群として位置付けられた 4 年間に及

ぶ IPE コースで、低年次に専門領域の異なる学生とのチームワークを学ぶ実習が今後の IPE 科目の必要性に対する理解

と意欲の向上、多職種連携チーム推進のためのスキル獲得に成果があるという報告 7）もあるが、科学的な教育効果の検

証に取り組まれている段階である。 

筆者の所属する大学は、医療と福祉に関連する複数の学科を持つ総合大学である。これまで本学科の有志教員と学生に

よって、全臨床実習後の最終学年で交流会が行われることはあったが、学科合同にて多職種連携を意図した授業は行われ

ていなかった。本報告は医療専門職を目指す本学健康科学部のリハビリテーション学科（以下、リハ学科）2年生の、作

業療法学（以下、OT）専攻学生と理学療法学（以下、PT）専攻学生と 2年生の保健看護学科学生に対して、初めて行われ

た 2学科 3専攻の合同授業の実践報告である。3時限 270分という少ない時間ではあったが、本格的な臨床実習経験前の

リハ学科 2 年生が他専攻の学生と事例検討に取り組むことで、将来の多職種連携について具体的なイメージを抱き多職

種連携の重要性を実感できることを期待して実施した。本研究の目的は、合同授業での事例検討が、リハ学科学生の IPE

に対する志向性や自己効力感、社会的スキルにどのような影響を及ぼすか、その教育効果を明らかにすることとした。 

　　　報告
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Ⅱ．対象と方法 

1.対象 

2018年度リハ学科 OT・PT両専攻学生 2年生 81名（男性 31名、女性 50名）で,平均年齢は 20±0.5歳であった。 

2.方法 

1)実施された合同授業の内容（表 1）  

事例検討を通し、将来的に多職種連携ができる下地をつくることを目的として、2018年 10月の土曜日に設定しリハ学

科 2年生の学生 81名と保健看護学科の 2年生 79名を対象として実施した。保健看護学科学生と OT専攻学生、PT専攻学

生の総計が 150名を超えることから、各専攻で学生を 2区分し 1回で半数の学生を対象として、3時限の合同授業を 2週

間に渡り実施した。各学生は、保健看護学科学生と OT専攻学生、PT専攻学生によって編成されたグループメンバー間で、

事例検討のグループワークを行った。事例は、大腿骨頸部骨折によって入院中の在宅生活を希望する高齢患者であった。

各専攻の教員は、合同授業が目指す目標と実施する教育内容について複数回打ち合わせを実施しコンセンサスを得たの

ち、専攻ごとに臨床実習対策に位置付けられた授業の時間を用い、合同授業のオリエンテーションと合同授業当日の諸注

意等の説明を実施し、当日はグループワークの進捗状況の把握と発表会の進行を務めた。 

合同授業の事前準備として専攻ごとに実施した 1 時限のオリエンテーションでは、多職種連携の意義と事例検討課題

についての説明を行い、事例の読み込みと他専攻学生に対する専攻専門職種についての簡単な説明準備の演習に取り組

んだ。また、リハ学科学生に対しては授業実施前の評価を行った。 

合同授業当日は、参加する全学生が一堂に会したオリエンテーションの後、同じ建物内にある数会場に分散し、各専攻

学生が 2～4名で構成される 1グループ 8名程度のグループワークを行った。グループワークは、学生間で選出された進

行者を中心に、タイムスケジュールを示した事例検討シートに沿って進められた。学生同士が互いに初めての顔合わせで

あることと、各専攻のカリキュラムが異なり学生間で見学実習経験のある学生とない学生が混在するなど、臨床実習経験

にばらつきのある状態であったことから、専門性にこだわらず「事例に今後どういう生活を送ってほしいか」について率

直な意見交換から始めることとした。その後、専攻している専門職の視点で課題を捉えるためにグループ内の同専攻学生

間でのディスカッションを経て、改めて各専門職として対応することと他専門職と協力して対応することについて全グ

ループメンバーで共有した。グループワークの後は、会場ごとにワークシートに整理された検討内容について発表会を実

施した。質疑応答を含む発表会終了後には、全学生に授業の振り返りとして独自に作成したチェックシートを用いてリフ

レクションを行い、リハ学科学生に対して授業実施後の評価を行った。 

 

 

表 1 実施された合同授業の内容 

Ⅰ．授業の目的  

合同での事例検討を通し、将来的に多職種連携ができる下地をつくる 

Ⅱ．授業目標  行動目標 

自分が目指す職種の専門性を知る 

事例のグループワークを通して、お互いの職種の専門性を知る 

学科・専攻・課程を超えて交流を深める  

積極的に話し合い・ディスカッションができる 

Ⅲ．実施時期と授業の構成 

    2年次 10月。各専攻で実習対策として位置付ける授業内の一部として実施 

    専攻での事前オリエンテーション（90分×1時限）と、2学科合同授業での事例検討と発表会（90分×3時限） 

Ⅳ．授業実施日のスケジュール 

  ＜事前オリエンテーション＞ 

   多職種連携の意義と課題説明 

   事例の読み込み・職種に説明について演習                                        

リハ学科学生に対する事前評価  

＜合同授業当日＞ 

全体オリエンテーション    

グループワーク            

発表会  

リフレクション 

リハ学科学生に対する事後評価 
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2)評価指標 

リハ学科学生を対象として合同授業前のオリエンテーション時（以下、事前）と、合同授業終了直後（以下、事後）に、

一般性セルフ・エフェカシー（以下、GSES）、社会的スキル（以下、KiSS-18）と、IPEについて学ぶ準備性と志向性の尺

度（以下、RIPLS日本語版）の 3つの評価指標を用いた調査を実施した。 

セルフ・エフェカシーは、自己の行動の遂行可能性の認知、ある結果を生み出すために必要な行動をどの程度うまく行

うことが出来るかという個人の確信のことであり 8）、坂野・東條らによって作成された GSES 9)は幅広い年齢層の人々が

共通に経験しているような場面に対する自己効力感を問うものである。セルフ・エフェカシーが高く認知された時の行動

特徴が含まれる質問 16項目に対して、はい・いいえの 2件法で回答し得られる得点の範囲は 0～16点となる。 

Kiss-18 は、Goldstein が作成した社会的スキルに関するリストをもとにして菊地が作成 10）した、18 項目で若者にと

って必要な社会的スキルを測定する尺度である。5段階リッカート尺度（5：いつもそうだ、4：たいていそうだ、3：どち

らともいえない、2：たいていそうではない、1：いつもそうではない）を用い、総得点と 6 つのカテゴリー;初歩的なス

キル（Q1、Q5、Q15）、高度なスキル（Q2、Q10、Q16）、感情処理のスキル（Q4、Q7、Q13）、攻撃に代わるスキル（Q3、Q６、

Q８）、ストレスを処理するスキル（Q11、Q14、Q17）、計画のスキル（Q9、Q12、Q18）で評価し、得点は 18～90 点に分布

する。 

RIPLS日本語版は、Persel＆Blighによって開発された IPEを学ぶ準備性と志向性を評価する尺度である Readiness for 

Interprofessional Learning Scale: RIPLSを基に田村らが開発したものである 11）。点数が高いほど IPEについて学ぶ準

備性と志向性が高いことを示す。19項目からなる 5段階リッカート尺度（5：強くそう思う、4：そう思う、3：どちらと

もいえない、2：そう思わない、1：まったくそう思わない）を用い、IPEの準備状況を総得点と 3つのサブカテゴリー「チ

ームワークとコラボレーション」（Q1～Q9、Q13～Q16）、「IPE 必要性の理解」（Q10、Q11）、「非独善的態度」（Q12、Q17～

19）で評価する。 

3）統計解析   

リハ学科学生の RIPLSと GSES、KiSS-18の各合計点と、それぞれの下位項目の事前事後の比較はノンパラメトリック検

定である Wilcoxon の符号付順位検定を用いた。OT 専攻学生と PT 専攻学生間の RIPLS の総得点と下位項目の比較には

Wilcoxonの順位和検定を用いた。 

何れも有意水準 5％未満を統計学的有意とした。統計ソフトは IBM SPSS Statistics23を用いた。 

4）倫理的配慮  

対象となるリハ学科学生には、事前と事後の評価実施にあたり、調査票へ本授業の教育効果を検討するための調査で学

術利用を予定していること、調査への協力は任意であり、研究協力の有無は成績に関係しないこと、公表にあたり個人は

特定されないことを保証し、調査票提出で研究調査協力への合意を得たものとすることを記載したものを配布し、併せて

口頭で説明することで倫理的配慮を行った。 

 

Ⅲ．結果 

調査対象者のうち、3つの評価指標に欠損値があった 9名を除外した 72名（男性 24名、女性 48名．平均年齢 20±0.5

歳）を解析対象とした。72名のうち、OT専攻学生が 38名（男性 10名、女性 28名．平均年齢 20±0.6歳）、PT専攻学生

が 34名（男性 14名、女性 20名．平均年齢 20±0.5歳）であった（表 2）。 

事前事後でのリハ学科学生の GSESは事前が 7.45±2.14点で、事後が 8.02±2.6点となり、KiSS-18の合計点は事前が

47.91±9.57 点、事後が 46.72±8.78 点であった。Wilcoxon の符号付順位検定の結果、GSES と KiSS-18 の事前事後の合

計点には有意な差はなかった（p＞0.05）。GSES は下位項目にも有意な差はみられなかったが、KiSS-18 の下位項目のう

ち、「初歩的なスキル」が事前の 8.30±2.51 点から事後に 7.84±2.41 点、「攻撃に代わるスキル」が事前の 8.15±2.02

点から事後に 7.73±1.91点となり、いずれも有意に低下した（表 3）。RIPLS総得点は事前で 72.19±9.66点であったが、
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事後に 76.62±8.6点となり、有意に上昇した（表 3）。RIPLS の下位項目では「非独善的態度」では事前 13.16±1.74点

で事後が 13.09±1.93 点で有意な差はみられなかったが、「チームワークとコラボレーション」が事前の 51.12±7.90 点

が 54.91±6.90点に、「IPE必要性の理解」が事前 7.90±1.34点から 13.09±1.93点となり、有意に上昇した（表 3）（p

＜0.05）。 

RIPLS の総得点と、下位項目である「チームワークとコラボレーション」、「IPE 必要性の理解」、「非独善的態度」につ

いて OT専攻学生と PT専攻学生間で比較したが、有意な差は認められなかった（表 4）。 

 

表 2 対象者の属性 

 OT 専攻学生 PT 専攻学生 合 計 

人数（名） 38 34 72 

男/女（名） 19/28 14/20 24/48 

年齢（歳） 20±0.6 20±0.5 20±0.5 

年齢は mean±SDで表記. 

 

表 3 リハ学科学生各指標の得点 

 事 前 事 後 ｐ 値 

GSES （点） 7.4±2.1 8.0±2.6 0.288 

KiSS-18 合計 (点) 47.9±9.5 46.7±8.7 0.101 

初歩的なスキル 8.3±2.5 7.8±2.4 0.024* 

高度なスキル 7.5±1.9 7.7±1.8 0.637 

感情処理のスキル 7.9±1.9 7.8±1.8 0.907 

攻撃に代わるスキル 8.1±2.0 7.7±1.9 0.049* 

ストレスを処理するスキル 7.8±2.0 7.7±1.9 0.213 

計画のスキル 8.2±2.1 8.0±1.8 0.413 

RIPLS 合計 (点) 72.1±9.6 76.6±8.6 0.000＊ 

チームワークとコラボレーション 51.1±7.9 54.9±6.9 0.000＊ 

IPE-必要性の理解 7.9±1.3 8.6±1.4 0.000＊ 

非独善的態度 13.1±1.7 13.0±1.9 0.953 

得点は全学生の mean±SDを表記．＊ｐ＜0.05（ Wilcoxonの符号付順位検定） 

GSES：一般性セルフ・エフィカシー尺度 設問は 16個合計得点 0～16点．高得点ほどセルフ・エフィカシーが高い． 

Kiss-18：社会的スキル測定尺度 下位 6項目，各項目に設問は 3個，3～15点．合計点は 18～75点．得点が高いほどス

キルが高い．授業前後の比較において下位項目の初歩的スキルと攻撃に代わるスキルに有意差を認めた． 

RIPLS：多職種連携教育に対する認識尺度（Readiness for Interprofessional Learning Scale）日本語版 下位 3項目，

チームワークとコラボレーションは設問 13個，13～65点．IPE-必要性の理解は設問 2個，2～10点．非独善的態度は設

問 4個，4～20点． 得点が高いほど IPE（多職種連携教育）について学ぶ準備性と志向性が高いことを示す．合計点とチ

ームワークとコラボレーションと IPE-必要性の理解項目に有意差を認めた． 

 

表４ OT専攻学生と PT専攻学生の RIPLS得点の比較 

  OT 専攻学生 PT 専攻学生 ｐ 値 

RIPLS合計点 事前 72.9±6.4 71.3±12.3 0.456 

事後 76.2±7.1 77.0±10.0 0.639 

チームワークと 

コラボレーション 

事前 51.4±5.0 50.7±10.2 0.769 

事後 54.5±5.8 55.3±8.0 0.406 

IPE-必要性の理解 事前 8.0±1.0 7.7±1.6 0.242 

事後 8.6±1.2 8.5±1.5 0.943 

非独善的態度 
事前 13.4±1.6 12.8±1.8 0.880 

事後 13.1±1.8 13.0±2.0 0.618 

得点は全学生の mean±SDを表記．＊ｐ＜0.05（ Wilcoxonの順位和検定） 

授業前および授業後における OT・PT専攻学生間の成績には差はなかった． 
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Ⅳ．考察 

今回、本学部のリハ学科学生と保健看護学科学生による 2学科 3専攻で実施した IPEは、3時限 1回の事例検討という

非常に限定的な合同授業であった。本格的な臨床実習に臨む前のリハ学科 2年生の学生にとって、他専攻の学生と事例検

討に取り組むことで将来の多職種連携について具体的なイメージを抱き、多職種連携の重要性を実感できることを期待

して実施した。授業として用いた事例検討は、IPE の前提となる専門職種同士に相互交流があること 12）を満たし、他の

専門職の専門性と向き合う時にどうやって向き合えばよいのかをディスカッションを通じて、考え互いの専門性の輪郭

を際立たせる 13）ことができる内容に合致していたと考えられた。 

GSES については事前事後で有意な得点の変化は確認できず、今回の合同授業がリハ学科学生の自己肯定感に影響を与

えた可能性は検討できなかった。IPEの準備状況を評価する RIPLSの総得点と「チームワークとコラボレーション」、「IPE-

必要性の理解」が事後に有意に上昇したことから、リハ学科学生は保健看護学科学生とともに学ぶことによって、チーム

ワークの必要性と、多職種が共に学ぶことは必要であるという認識を高めたと考えられた。RIPLSの「非独善的態度」に

事前事後の差がないことからは、各専攻での専門科目での多職種連携の教育内容や、今回の合同授業のために各学科で事

前オリエンテーションとして多職種連携教育について説明したことが影響したと考える。事前のオリエンテーションは

専攻ごとに実施したが、OT専攻学生と PT専攻学生間で事前事後の RIPLSの総得点と下位項目の比較に有意な差がみられ

なかったことから、リハ学科の学生は専攻に依らず、合同授業の事前オリエンテーション時点で多職種連携の意義につい

て一定水準の理解が得られていたことが推察された。社会的スキルについては KiSS-18 の総得点に差はなかったものの、

下位項目のうち「初歩的なスキル」と「攻撃に代わるスキル」が事後に有意に低下した。初歩的なスキルは会話を始めた

り、質問したり、自己紹介したりするなどのスキルであり、攻撃に代わるスキルは他人を助けたり、和解したり、自分を

コントロールするなどのスキルである 10）。初めて対面した他専攻学生とのグループワークを通じて、リハ学科学生は、

新たな関係性を築き始めるために相手に自ら働きかけることや、課題に取り組むために協調的に話しあうことの難しさ

を実感したことによって、自身の社会的スキルの未熟さを認識することになったのではないかと考えられた。 

合同授業実施の時点で、IPEは本学科のカリキュラムに正式に組み込まれておらず、臨床実習が相次ぐ 3年次進級前に

複数の専攻間で時間調整が可能な時期に行われた試行的な取り組みである。リハ学科学生にとって、実際に他専攻の学生

との事例検討でのディスカッションを通じて自身の社会的スキルの未熟さを実感する経験をしたことは、将来、多職種連

携に携わる立場にあるという実感を得た学習機会となった可能性が考えられる。しかし、合同授業未実施となる対照群と

の比較や、事例検討以外の授業内容との効果についても比較していないため、今回実施した合同授業の事例検討に有意に

効果があるかどうかについて検討できていないことについては再考の余地があり、今後の課題としたい。 

多職種連携のできる人材育成のための教育の在り方について、今後も各専攻間の連携の中で継続的な実施と効果検証

に至るよう、検討を重ねていく必要がある。 

 

Ⅴ．まとめ 

医療専門職を目指す本リハ学科 2 年生の OT 専攻学生と PT 専攻学生に対して、初めて実施した保健看護学科学生との

事例検討を用いた合同授業について報告した。リハ学科学生に対する合同授業の教育的効果を検討するため、授業の前後

で GSES、KiSS-18、RUPLSを測定した。RIPLSの合計点と下位項目である「チームワークとコラボレーション」、「IPE必要

性の理解」が有意に上昇し、KiSS-18の下位項目である「初歩的なスキル」と「攻撃に代わるスキル」が有意に低下する

結果となった。3時限 1回という限定的な機会であり、比較対照もないことから、効果検証には再考の余地があることは

否めない。だが、リハ学科学生にとって、実際に他専攻の学生とのディスカッションを通じて自身の社会的スキルの未熟

さを実感する経験をしたことは、将来、多職種連携に携わる立場にあるという実感を得た学習機会となった可能性がある

ことが示唆された。 
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本報告は第 32回教育研究大会・教員研修会での演題発表を一部修正加筆したものである。 

 

引用文献 

1）厚生労働省：地域包括ケアシステム．厚生労働省，https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/ bunya/hukushi_kaigo/kaigo_ 
koureisha/chiiki-houkatsu/（参照 2020年 9月 5日）． 

2）チーム医療推進方策検討ワーキンググループ：チーム医療推進のための基本的な考え方と実践的事例集．厚生労働省，

https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/other-isei_127355.html（参照 2020年 9月 5日）． 

3）埼玉県立大学編：IPWを学ぶ－利用者中心の保健医療福祉連携．13，中央法規出版．2009.  

4）大塚眞理子・他：埼玉県立大学における IPEの歩み．保健医療福祉連携 4（2）：96－104，2012．  

5）小林紀明・他：日本の保健医療福祉系大学におけるインタープロプロフェッショナル教育（Inter-Professional Education）の動向．

目白大学健康科学研究 5：85－92，2012． 

6）相澤文恵・他：「チーム医療リテラシー」参加による学生の社会的スキルと IPEの準備状況の変化.岩手医科大学教養教育研究年報 52：

45－54，2017． 

7）吉良淳子・他：多職種連携教育（IPE）コースにおける「チームワーク入門実習」の教育評価．茨城県立医療大学紀要 22：31－43，

2017． 

8）アルバート・バンデューラ編：激動社会の中の自己効力感．2－13，金子書房．1997． 

9) 坂野雄二・他：セルフ・エフェカシーの臨床心理学．47－52，北大路書房．2005． 

10）菊池章夫：KiSS18研究ノート．岩手県立大学社会福祉学部紀要 6（2）：41－51，2004． 

11）Tamura Y et al: Cultural adaptation and validating a Japanese version of the readiness for interprofessional learning 

scale (RIPLS). Journal of Interprofessional Care 26, 56-63, 2012. 

12）大嶋伸雄編著：ラーニングシリーズ IP③はじめての IP連携を学びはじめる人のための IP入門．21，協同医書出版社．2018．  

13) 大嶋伸雄編著：ラーニングシリーズ IP③はじめての IP連携を学びはじめる人のための IP入門．3，協同医書出版社．2018． 

 

 

リハビリテーション教育研究 第27号

99



  

100



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

短 報 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

一般投稿論文 

101



 

 

臨床実習ルーブリック評価表判定の妥当性 

Validity of clinical practice rubric evaluation table judgment 
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1）福岡リハビリテーション専門学校 理学療法学科  

Department of Physical Therapy, Fukuoka Rehabilitation College 
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Ⅰ．はじめに 

 本校は平成 29年度よりクリニカルクラークシップを導入し、それに伴い評価表の見直しを行った。以前の評価表は、

良い、普通、やや劣る、劣るという主観的要素の評価表であった（表 1）。新しい評価表として、パフォーマンス評価を

より明確な基準で行えるルーブリック評価表を採用した（表 2）。ルーブリック評価表のメリットとして、①学生が事前

に実習を通して何を具体的に学習すれば目標に近づけるのかを知ることができる、②「出来た・出来ない」「到達・未到

達」「合格・不合格」の評価ではなく、学習過程の質的評価が行いやすい、③実習を通して学生の変化が可視化されてい

るため、学生が自らの成長と今後の課題を指導者と共に把握しやすい、④実習終了後、学校でより細かい振り返りがで

きる、⑤指導する際にどこに焦点を絞れば良いのかが分かりやすい、という点が挙げられる。ルーブリック評価表を平

成 28年度の 1年間、臨床実習 5回においてサブ評価表として用い、臨床実習指導者の意見も参考にしながら、評価項目

内容、段階づけの検討を行った。今回、評価表の結果について各実習期間の項目を点数化し判定結果の妥当性を検討し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ．対象・方法 

 対象は平成 29・30年度本校理学療法学科昼・夜間部 84名であった。本研究は福岡リハビリテーション専門学校研究

倫理審査委員会の承認を得て行った（承認番号：1918）。検討項目は評価実習、長期実習Ⅰ、長期実習Ⅱのルーブリック

評価表の 15項目中、検査・測定に関する知識、技術に関係する項目で、認知領域である①知識活用・学習、②理学療法

4点 3点 2点 1点 

良い 普通 やや劣る 劣る 

 

H O P E 

理学療法検査・

測定の知識 

理学療法検査・測定の意

義目的を助言程度で理解

し、言語化できる。 

理学療法検査・測定の意義

目的を数回の指導により理

解し、言語化できる。 

理学療法検査・測定の意

義目的を毎回指導すれば

理解し、言語化できる。 

理学療法検査・測定の意義

目的を毎回指導しても理解

できず、言語化できない。 

表 2 ルーブリック評価表の採点方法（一部抜粋） 

表 1 以前の評価表の採点方法 
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検査・測定の知識、③理学療法検査・測定の思考の 3項目、精神運動領域である①安全管理、②理学療法検査・測定の

実施（身体機能・構造）、③理学療法検査・測定の実施（活動）、④理学療法の記録の 4項目、計 7項目とした。各項目

は H（High）、O（Okay）、P（Possible）、E（Effort）の 4段階とし、Hは助言程度で理解・実施レベル、Oは数回の指導

で理解・実施レベル、Pは毎回の指導で理解・実施レベル、Eは毎回の指導で理解・実施不可レベルとしている。認知領

域は 8点満点、精神運動領域は 7点満点の計 52点満点の比較を各実習間で行った。統計学的解析は Spearmanの順位相

関係数を用い、有意水準は 5%未満とした。 

 

Ⅲ．結果 

 各実習の平均点は表 3の通りである。評価実習と長期実習Ⅰ（r＝0.34、p<0.01）（図 1）、評価実習と長期実習Ⅱ（r

＝0.32、p<0.01）（図 2）、長期実習Ⅰと長期実習Ⅱ（r＝0.29、p<0.01）（図 3）に弱い正の相関が認められた。各実習間

全てにおいて相関が認められた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ．考察 

 今回、各実習間に相関が認められたことより、本校におけるルーブリック評価表は客観性のある判定結果となってい

ることが示唆された。しかし、学生の学力向上度合いの差により各実習間とも弱い相関に留まったと考えられる。今

回、ルーブリック評価表を取り入れたことで、パフォーマンス評価を明確な基準で行え、各実習施設指導者の判定が容

易となり、指導者間での判定のバラつきが減少し、学生自身も現状把握と現時点での到達目標が明確化されたと思われ

る。今後、情意領域や理学療法領域の妥当性を検討と本校における量的評価として用いている臨床実習チェックリスト

との比較を検討する必要があると考えられる。 

臨床実習名 平均点 

評価実習 39.8±5.1 

長期実習Ⅰ 39.3±6.2 

長期実習Ⅱ 41.0±5.5 

図 2 評価実習と長期実習Ⅰの相関 

表 3 各実習平均
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図 1 評価実習と長期実習Ⅰの相関 

図 2 評価実習と長期実習Ⅱの相関 図 3 長期実習Ⅰと長期実習Ⅱの相関 
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学生の取り組みの変化からみる反転授業のあり方 

Evaluating the“Flipped-Classroom”from the Perspective of Student Outlooks 

 

石津 希代子 1) 

Kiyoko Ishizu 1） 

 

1） 聖隷クリストファー大学 

Seirei Christopher University 

 

キーワード：反転授業、アクティブラーニング、授業内活動 

 

Ⅰ．はじめに 

  学習者が主体的に問題を発見し、解答を見出していく能動的学習への授業転換の必要性が叫ばれ、学生の学びが中心と

なるアクティブラーニングによる授業が推進されている。2014 年度より複数科目で反転授業を組み合わせたアクティブ

ラーニング型の授業を実施しているが、アクティブラーニングによる授業の受講経験が増加することに伴い、学生の授業

への参加の姿勢が変化してきているように思われる。そこで今回、学生が反転授業や授業内活動にどのように取り組んで

いるのかを調査し、反転授業を導入した 2014 年度と比較検討を行った。 

 

Ⅱ．方法 

1．対象 

2019年度春セメスター開講の聴覚障害学（2年次 30時間）を履修した学生30名を対象とした。 

2.授業デザイン 

毎回の授業は事前学習・授業内活動・振り返りを一連の流れとして組み立てた。事前学習では授業回ごとにMoodleに

学習用の講義動画（10分程度）を提示し、授業までに動画を視聴してくることを課した。また任意課題として小テスト

（Moodleに○×形式問題を提示）を受けることや講義動画をみてノートにまとめることを学生に促した。授業では3～4

名のグループで、さまざまなグループワークの方法や教材を用いた協働活動を行った。学生同士で動画内容を確認して

教えあったり、事前学習で学んだことをもとに関連テーマに関する応用課題に取り組んだりした。 

3．授業に関する調査 

全ての授業回が終了した後、履修学生に対し授業に関する調査を実施した。調査（表 1）は、反転授業を導入した 2014

年度に実施した調査と同様の調査項目 1）に一部追加し、Google フォームを用いて作成した。対象学生に調査の URL を

メールで送信し回答を得た。なお本調査は大学の倫理委員会の承認を受け行った。口頭及び書面で対象学生に調査目的や

方法、匿名性の保障、データ管理や公表などについて説明をし、調査フォームへの入力・送信をもって同意を得た。 

回答の集計後、2014 年度に実施した調査と今回の調査結果を比較し、反転授業を組み合わせたアクティブラーニング

型の授業に対して、学生の取り組み方がどのように変わってきているか検討を行った。 

表 1 授業に関する調査内容 

1 
2 
3 
4 
5 
6 
7 
8 

講義動画は分かりやすかったか     （4 段階評定） 
事前学習は授業内容の理解に役立ったか  （4 段階評定） 
ｸﾞﾙｰﾌﾟ活動は理解を深めるのに役立ったか（4 段階評定） 
ｸﾞﾙｰﾌﾟ活動に積極的に参加したか     （4 段階評定） 
授業中に力をいれた活動は何か         （多肢複数選択） 
反転授業での学習は満足できたか        （4 段階評定）  
どの授業形式が良いと感じるか       （多肢単一選択） 
反転授業を受けて良かった/変化したこと （自由記述） 

＊ Q4 Q7：2014 年度調査に追加した項目 
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Ⅲ．結果 

授業に関しての調査には 22 名の回答が得られた。事前学習の講義動画は分かりやすかった（21 名）というものが多く

動画での事前学習が授業理解に役立った（21 名）との回答も多かった。また授業内活動については、全員が内容理解に

役立ったと答え、授業中の活動にも積極的な参加をしていたと回答していた。図 2 に授業中に力を入れた活動だと回答

した内容を示した。「動画を確認する」「内容について考える」「分からないことを調べる」が多く、「質問をする」は

あまり力を入れていないようであった。授業形式に関しては、満足している学生がほとんどであったが、不満足者も 1 名

いた。学生に事前学習と授業内活動の内容の組み合わせで良いと感じる形式を尋ねたところ、反転授業を組み込んだアク

ティブラーニング型の授業と回答するものが半数であったが、授業でも講義をしてほしいという学生も少なからずいた

（表 2）。授業を受講し学習面で感じる変化については、表 3 のような意見が得られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ．考察 

反転授業を組み合わせた授業を導入した 2014 年度の調査結果 1) と今回の結果を比べると、どちらとも「動画での事前

学習」及び「グループ活動」は授業理解に役立ったとほとんどの学生が回答していた。その一方で、2014 年度は多くの

学生が授業内で「質問をする」ことに力を入れていた(70%）が現学生は殆ど行わず(18%）、「動画を確認する」「ノートを

まとめる」「復習する」「資料を整理する」ことに力を入れる学生が増えた。「グループで議論する」ことは、2014 年度は

70%の学生が授業内で取り組んでいたが今回は 50%に留まった。 反転授業とアクティブラーニングによる授業に対し、

学生は好意的であり、学びやすく理解しやすいと感じているようであった。学習の習慣づけとしても役立っていた。 

その一方で、事前学習での動画講義では十分に理解できず、授業内活動は動画をグループで再確認したり、一緒に調べ

あったりすることに留まっている様子が見受けられた。基礎学力の低下もあるが、講義動画を受動的に視聴するだけで、

考え調べ理解しようとすることは少なく、事前にすべき学習が独学では困難であることが伺えた。理解のない事前準備で

授業に臨むため、授業内活動で内容を深めることはできず、疑問や質問が生じないようであった。さらに、他者と対話し

学ぶことや分かることに楽しさや価値を感じない、「教えて欲しい学生」「答えを求める学生」もいることが分かった。 

今後は現在の学生の学習の仕方に応じた授業デザインをしていくことが必須である。学生に学ぶ意味や学ぶ価値、学ぶ

責任を伝えるとともに、学習効果を高めるためにカリキュラム全体を通し、戦略的に講義やアクティブラーニングを導入

する科目を検討をしていく必要があると考える。 

 

引用文献 

1)  石津希代子：専門科目における反転授業の実践―教科書による予習から動画による予習へ―. リハビリテーション 

教育研究 21: 214-215, 2016. 

  表 3 反転授業を経験し学習面で感じる変化 
 ・予習/勉強の習慣ができた (4) 

・ポイントを絞って予習できた(2) 
・他科目でも予習するようになった(3) 
・分からないことを明確にできた 
・分からないことを調べるようになった(3) 
・事前学習により、内容が理解しやすかった(4) 
・演習時間が多く理解しやすかった(3)  
・他者の考えも取り入れることができた 
・頭の中に残る内容が多くなった 
・授業についていくことができた 
・分からないことを聞くようになった 
・自分でﾉｰﾄが作れるようになった 
・自分でﾉｰﾄを作成したため、ﾄﾋﾟｯｸが探しやすい 
・まとめやﾌｧｲﾘﾝｸﾞができるようになった 
 
・授業で説明してほしかった 
・あまりﾉｰﾄはつくらないため戸惑った 

 ※自由記述 （ ）は意見数 

表 2 良いと感じる授業形式 
事前学習 授業 回答 

動画 
教科書・資料 
動画 
教科書・資料 
動画・教科書・資料 

ｸﾞﾙｰﾌﾟ討議・演習 
ｸﾞﾙｰﾌﾟ討議・演習 
講義 
講義 
講義・ｸﾞﾙｰﾌﾟ討議・演習 

11 
5 
4 
1 
1 

4

9

9

11

12

13

14

18

0 10 20

質問をする
資料を整理する

復習する
ｸﾞﾙｰﾌﾟで議論する
ノートをまとめる

分からないこと調べる
内容について考える
動画内容を確認する

（名）

図 1 授業中に力を入れた活動内容 
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学生が感じる自己学習における課題と上級生からのアドバイスの実態 

How students feel the suggestion from senior on the difficulties in their self-learning. 
 

中村 毎途 1) /  市村 紋子 1)  / 中原 留美子 1) 

Maito Nakamura 1)  /  Ayako Ichimura 1)  /  Rumiko Nakahara 1) 

 
1)富士リハビリテーション専門学校 作業療法学科 

Fuji Rehabilitation Institute 

 
キーワード： 自己学習、上級生、インタビュー 

 

Ⅰ．はじめに 

第 31 回大会にて、本校の作業療法学科学生交流会（以下：交流会）において、自己学習について上級生から助言を

受けたいという学生の希望と、実際に有用な助言を受けることができたという満足感に乖離がみられたと報告した 1)。

今回、自己学習に課題を感じている学生に対する学習支援へ繋げていくことを目的に学生の自己学習における課題と

上級生からの助言をどのように受け止めたかについて、受けた側の下級生の認識を調査した。 

 

Ⅱ．方法 

前年度に行った交流会で上級生から自己学習について助言を受けたいと希望していたが、有用な助言を受けることが

出来なかったと感じた学生を抽出し、同意を得られた 7 名（2 年生：4 名、3 年生 3 名）を対象とした。筆頭演者が半

構造化インタビュー調査を実施、インタビュー時間は 20～40 分、インタビュー内容は IC レコーダーに録音し、逐語

録を作成してデ―タにした。   

データはインタビューの意

味的なまとまりからコード

化・カテゴリ化し、その関連

性 を 分 析 し た 。 イ ン タ                                       

ビューガイドは、現在の自己

学習の状況や学生自身が困

難に感じていること、交流会

での振り返りをする内容と

した（表１）。本研究は本校

倫理委員会の承認を得て実

施した（FUJI20180003）。 

 

Ⅲ．結果 

分析の結果、以下のカテゴリが抽出された（図１）。（【 】内はカテゴリー、「 」内はデータからの抽出とし、以

下同様）入学前の学習については【試験前だけの学習】【暗記中心の学習】【宿題だけ行う】、要点を覚えることを主体

とし継続した学習習慣がない状況が入学後も続いていた。現状の学習に関しては入学後の学習を振り返りながら、「ポ

イントが分からない」「覚えるのが苦手」「勉強が進まなくて困る」と言うように【自己学習の課題】について学生自

身が認識つつも、「危機感がなかった」「勉強したつもりになっていた」 「試験前にまとめてやれば良いと思ってい

表１ インタビューガイド 

・現在の自己学習状況について教えてください（時間、場所、方法） 

・入学前の学習状況について教えてください。 

・自己学習で困難に感じていることや困っていることはありますか。 

・自己学習について、誰かに相談した経験はありますか。 

・交流会で先輩からどのようなアドバイスを受けることを期待していましたか。 

・交流会の中で、自己学習についてあなたから先輩に相談した経験はありますか。 

・自己学習について先輩が話していたことで覚えていることはありますか。 

・先輩からアドバイスを聞けなかった理由はありますか。 

・交流会の中で、自己学習についてグループ内で話題になりましたか。 
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た」など【学習に対する認識の甘さ】が語られた。そのため、交流会の場面で上級生に対し「重要なポイントを聞き

たい」「勉強方法を教えてほしい」「自分に合えば実践したい」という期待を抱いていた。 

 交流会場面における助言の実態 として、学生自身の反省では「遠慮してしまった」「質問ができなかった」という

【グループ編成の問題】や【受け身的な態度】、「期待していた助言ではなかった」「先輩の感想のみだった」という【否

定的な印象】により、先輩に対する期待との間にギャップが生じていた。 

上級生の助言に対して、「既に自分が実践している方法だった」「助言を受けて安心はした」というように、画期的

な学習方法は聞けなかったものの、先輩に対して【肯定的な印象】を感じる学生もいた。    

 

                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅵ．考察 

今回対象とした学生の学習方略として、要点を暗記することが中心であった。これらは、本校入学前までの学習状

況が大きく影響している。学生達は少ない労力で学習することを求めて交流会の場面で上級生から覚えるべきポイン

ト、学習の要点を聞くことを期待していた。しかし、上級生は自分自身の経験に基づいて地道は学習方略を中心とし

た助言を行っているため下級生の期待との間に乖離が生じてしまう。また、下級生の悩みが交流会場面だけでは把握

できていないことなどにより先輩の助言は期待通りでなく否定的な印象に繋がったと考える。学生は、グループメン

バーの影響を強く受けており、グループ活動の場で積極的に参加することが困難な学生は有用な情報を得ることが難

しいと考える。 

上級生からの助言は、教員からの指導よりも学生にとって親しみがあって取り入れやすいメリットもあり、学生間

の交流を上手く活用できれば学生の学習への好影響が期待できると考えられるため、今回の結果を今後の学習支援や

交流会のグループ編成・運営に活かしていきたい。 

 

引用文献 

1)中村毎途・他:作業療法学科学生交流会が学生の学校生活に対するモチベーションに与える影響．リハビリテーション教育研究

25:100-101,2018. 

図 1 カテゴリの関連図 
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臨床実習指導者の評価視点 

―テキストマイニングによる分析― 

Evaluation Viewpoint of Clinical Supervisor 
-Analyzed using Text mining- 

 
髙橋泰子 1) / 石川健二 1) / 馬屋原邦博 1) / 和田英嗣 1) / 木村秀生 1) 

Takahashi Yasuko1)/Ishikawa Kenji1)/Umayahara Kunihiro1)/Wada Hidetsugu1)/Kimura Hideo1) 

 

1)大阪河﨑リハビリテーション大学 リハビリテーション学部 

Osaka Kawasaki Rehabilitation University, Faculty of Rehabilitation. 

 

キーワード：テキストマイニング、臨床実習評価、臨床実習指導者 

 

Ⅰ．問題と目的 

髙橋ら 1)は、言語聴覚士(ST)養成校の臨床評価実習(3 年次)では、「簡単な日常会話や検査の定型文言が言えること」、「検査

手順に留意しながら対象者との適切な距離」、「体調への配慮」、「共感的態度」が臨床実習指導者(SV)から求められていることを

報告した。しかし、臨床実習への満足度が低い学生は実習施設の実習内容そのものに対する否定的評価に目が向きやすい傾向

があり 2)、能動的な実習に取り組めていない可能性がある。2020 年度より、理学療法士（PT）・作業療法士（OT）学校養成施

設指定規則改正に伴い、臨床現場の PT･OT の実習指導のあり方が変容する。それに伴い、ST の臨床実習指導にも変容が求め

られることは必至である。しかしながら、PT・OT の指導者養成研修のようなシステムには至っておらず、受講義務もないた

め、養成校から要望しなければ従来のような臨床実習指導が継続する可能性がある。そこで、これまでのSV が評価する視点を

臨床実習評価票の自由記載の質的データを数量化するテキストマイニングで分析し、回答の構造を明確化することを試みた。

その分析から、SV への指導・評価をどのように変容を求めるかを考察した。 

 

Ⅱ．方法 

本学 ST 専攻のべ 109 名（3 年次 65 名、4 年次 44 名）の臨床評価実習（評価実習）と臨床総合実習（総合実習）の所見欄

に記載された文章を User Local AI テキストマイニングを用いて、ワードクラウド、単語分類、特徴語マップ、ネガポジマッ

プ、単語出現比率の分析を行った。また、評価実習と総合実習における評価が良好な学生（H群）と不振であった学生（L 群）

との 2群に分けて比較した。なお、SV は 5段階評価をしており(秀・優・良・可・不可)、秀・優を H 群、可・不可を L 群と

した。 
 

Ⅲ．結果 

 評価実習と総合実習を比較したところ、図 1が示すように、評価実習においても総合実習においても「対象者」を中心にして

評価が行われている。その周辺に、評価実習は「臨床実習・指導・態度・見学・症例」、総合実習は「症例・言語聴覚士・指導」

 

臨床評価実習(3年次)     臨床総合実習(4年次) 

図 1 ワードクラウド比較 

青色が名詞、赤色が動詞、緑色が形容詞 
図２ ネガポジマップ 
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といった名詞の頻出が高い。図 2 のネガポジマップにおい

ては、ネガティブ単語がポジティブ単語より高頻出であり、

評価実習の方が「甘い・目まぐるしい」など総合実習には出現しない単語が使用されていた。特徴的単語は表 1 が示すように形

容詞に見られ、評価実習では高頻度であっても総合実習では高頻度でない語があった。 

また、評価実習と総合実習の成績別で比較を行ったところ、図 3 の示すとおり、評価実習は成績に関わらず「対象者」が高頻

出であるが、総合実習は成績により使用される単語が異なり、H 群は「行える・症例・言語聴覚士」が高頻度語であり、L 群は

「不十分・自分自身・症例・バイザー」が高頻度であった。また、図 4 の示すとおり、臨床実習段階に関係なくネガティブ単語

がポジティブ単語より高頻度であるが、評価実習の H群は L 群よりポジティブ単語が使用されているが、総合実習は H群と L
群にあまり差は見られない。しかし、単語出現比率は､臨床実習段階および成績により高頻度単語が異なっていた。 

 

Ⅳ．考察  

 臨床実習段階と成績によって、所見に使用される単語は相違があった。いずれも「症例・対象者」を中心に考えられネガティ

ブ単語が高頻度ではあるが、総合実習は単なる学生の実習ではなく、「言語聴覚士」という業を強く意識した評価となることが

示唆される。今後の臨床実習体制が診療参加型であるならば、現行の職業意識をもった実習評価や視点をより明確にしていく

ことを実習指導者に求めていくべきと考えられる。 

 

引用文献 

1) 髙橋泰子・他：言語聴覚士をめざす学生の臨床評価実習前の学内教育-OSCEと実習成績との関連性- リハビリテーション教育研究 20：170-

171，2015． 

2) 原修一・他：言語聴覚士実習学生の臨床実習への満足度に影響する要因―テキストマイニングによる検討―.九州保健福祉大学紀要 12：

149-155，2011． 

 

 
図３ 実習別成績によるワードクラウドの比較 

 
図４ 実習別成績によるネガポジマップの比較 

表 1 単語出現比率 

 

表２ 実習別成績による単語出現比率の比較 
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臨床実習の情意面からみた効果の検証 第 2報 
—TEG を用いた卒業までの自我特性の変化— 

Inspection of the effect evaluate student’s emotion of the clinical practice second report 
－Study using TEG about a change in a characteristic of self until the graduation－ 

 
石川健二 1)  /  髙橋泰子 2) 

  Kenji Ishikawa1)   /  Yasuko Takahashi2) 

 

1)大阪河﨑リハビリテーション大学 作業療法学専攻 

Department of Occupational Therapy, Osaka Kawasaki Rehabilitation University 

2)大阪河﨑リハビリテーション大学 言語聴覚学専攻 

Department of Speech-Language-Hearing Therapy, Osaka Kawasaki Rehabilitation University 

 

キーワード : 自我特性、心的エネルギー、東大式エゴグラム（TEG） 
 

Ⅰ．はじめに 
医療系養成校の学生は臨床実習や国家試験などストレスを感じる場面が多い。それらストレスに対しての向き合い方は個人によ

って異なる。その一方で、各個人の行動の仕方や問題解決等の基盤を成しているのは、自身の性格特性が影響していると考えら

れ、臨床実習に対して否定的感情を持っている学生は自我の特性を評価されることにストレスを感じているとしている 1)。臨床実

習での指導のあり方が問題視されているなかで、技能や知識だけに特化した評価では、学生の本質的な実習の効果としての判定は

不十分であるといえる。学生自身のセラピストとしての特性を有しているかを検証していくシステムが必要であると考える。 
これまで学生の自我状態の視点から、東大式エゴグラム（以下 TEG）を用いて臨床実習に影響を与える情意面の変化を明らか

にしてきた 2)。前回の報告では臨床実習後、患者との関係を重視したことが NP：養育的親和性へ移行したと推察された。最多は

主体的表現力の乏しい AC：順応型であり、指導者との関係や環境の変化に不安を感じており、ストレス指数が他の特性より有意

に高かった。今回、該当学生の卒業に際して 3 回目の TEG を実施することにより、社会人としての資質が形成されたかを検証し

たので報告する。 

 
Ⅱ．方法 
本学卒業予定の作業療法学専攻４年生 27 名（男 13 名、女 14 名）に対し、TEG3)と卒業時アンケートを一斉に実施した。まず調

査の時期として、1 年次に 1 回目を実施した後、本学関連施設においてのプレ臨床実習(週 1 回、2 ヶ月間)を経験し、客観的技能

試験(OSCE)及び、臨床検査測定実習（3 週間）を修了した直後に 2 回目、及び、3・4 年次の長期臨床実習（9 週間 2 回）を終え、

卒業に至った学生に対してアンケートを実施した（図 1）。TEG の５つの自我状態として、個人が他者と交流を持つ場合の自我状

態を数量化したもので、その 5 つの自我状態の特性を表に示した（表 1）。それらの結果を後方視的に各カテゴリー値の推移をみ

た。また各特性の E 指数の推移も検証した。なお本研究は、対象者全員に予め本研究に関する説明と同意が得られている。 
 

表 1 東大式エゴグラム（TEG）とアンケート内容 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 1 アンケート（TEG）実施時期  
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Ⅲ．結果 
論理的な理解や判断を有する A：大人的タイプが 5 名になり 4 名増加、NP：養育的親和性と AC：順応型が同数の 8 名、CP：支

配的タイプが 2 名、FC：自由な子は 4 名であった（図 2)。心的エネルギー（以下 E 指数）をみると、A（76.8P）が最高値を示

し、次いで CP（74.5P）NP（63.8P）と各特性との相関を示した。各回の平均は 63.1P、62.1P、63.5P とほぼ横這いであった(図
3)。卒業時アンケートでは、実習の課題が多く寝られないが全ての特性でみられ、一方でレポート技術を学べた（AC）、人生にと

っていい経験（NP）との肯定的意見もあった（表 2）。 
 
 
 
 
 
 
              

 
 
 

 
 
 
 

図 2 実習前後の推移             図 3 各特性における心的エネルギーの推移 
 

表 2 卒業時アンケート結果 

 
 
 
 
 
 

Ⅳ．考察 
大人的タイプ A に移行した学生が最も増加したことは、論理的な理解や判断を有する社会人の意識が高まったのではないか、

その一方で、NP や AC が高値を示したことは、療育的親和性を有する順応型が療法士としての資質であることを裏付ける結果と

なった。E 指数は、各特性と相関していたことから、心的エネルギーは社会人に至る指標値になりえると推察される。しかし、年

次平均がほぼ横這いであったのは、特性の移行を繰り返すモラトリアム学生の存在が影響したと考えられる。アンケートから、

NP や AC では肯定的意見が多かった。また、ほとんどの学生が睡眠時間の不足を訴

えていた。今回、本学学生の卒業までを後方視的に自我特性を検証した結果、臨床実

習は自我の変化に影響を及ぼす要因の１つであることが示唆された。昨今、指定規則

改定により実習の形態も大きな変革が求められている 4)。 
臨床実習場面で学生に対してどのようにコーチングやティーチングを実施すべき

か、場面に応じた使い分けが重要である 5)（図 4）。特に緊急性は低いが重要度の高い

場面では、コーチングが効果的であるとされているが、しかし、全ての学生が必ずし

もコーチングが有効であるとは限らない。学生の特性を踏まえた度重なるティーチン

グにより、学生との対話がコーチングへと変容される根気強さを備えた関わりが臨床

実習の本質となりうる。今後、実習において知識技術だけでなく、情意面の効果も見

据えた関わりがより重要であると考えられる。 
 

引用文献 

1）武田要：理学療法学科学生の実習成績と情意特性-ストレスコーピングと性格特性に注目して-．理学療法科学 21(2)：131-135，2006． 

2）石川健二・他：臨床実習の情意面からみた効果の検証 -TEG における臨床実習前後の比較-．リハビリテーション教育研究 24：84-85，2018． 

3）東京大学医学部心療内科 TEG 研究会編：新版 TEGⅡ実施マニュアル．金子書房，2011． 
4）社団法人日本作業療法士協会：作業療法臨床実習の手引き．36-37，2018． 
5）出江紳一：リハスタッフのためのコーチング活用ガイド．医歯薬出版株式会社，2009． 

 
図 4 コーチングとティーチングスキル 

の有用性 
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臨床実習で記録課題の提出に難渋した実習生の支援過程(第 2 報) 

～最終の臨床実習までの支援経過～ 

The support process for OT-Student’s record in the clinical practice: a case report (2) 
 

上島健 1） / 平本憲二 2） / 谷口英治 1） 

 Takeshi Kamishima 1) / Kenji Hiramoto 2) / Eiji Taniguchi 1) 

  

1) 大阪河﨑リハビリテーション大学 リハビリテーション学部 

Faculty of Rehabilitation, Osaka Kawasaki Rehabilitation University 

2) 京都橘大学 健康科学部 

Faculty of Health Science, Kyoto Tachibana University 

 

キーワード：記録、臨床実習、支援 

 

Ⅰ. はじめに 

臨床実習における様々な経験を記録することは、学生にとって必要不可欠なことである。臨床実習で得た情報を専

門知識と結び付けることは、その真偽が分からない中で試行錯誤して学修していくことが多く、正解に固執すると不

安を強めて臨床実習の遂行が滞ることにつながる。臨床実習指導者は学生に求めることとして、対象者に対する態度

や情意面を挙げており、記録偏重とならないこととしていることが多い 1)。 

筆者らは、記録に難渋した在学学生の 4 年次までの支援について、2 年次の臨床評価実習(保留判定から学内支援で

進級)、3 年次の総合臨床実習Ⅰ(実習中断)、翌年度の再履修(実習の延長指導)経過を分析した結果、記録の完璧性に

こだわり、学生自身の捉え方に問題があったことを報告した 2)。今回、4 年次の総合臨床実習Ⅱにおいて、学生の特性

を踏まえた指導を実習指導者と連携する機会を得た。本研究は、臨床実習中の実践経験に重きを置いた指導によって、

実習指導者、学生ともに良好な実習となり、記録の支援につなげた支援過程を報告する。 

 

Ⅱ．対象(4 年次までの学修支援経過含む) 

対象は、本研究の趣旨に文書で同意を得た A 氏で、PT/OT 養成校(4 年制)に現役で入学した学生である。4 年次まで

の学内授業における単位修得は、特に問題はなかった。臨床見学実習(1 年次)では記録がやや少ないことを指摘され、

翌年の臨床評価実習(2 年次)では、同様の指摘に加えて症例報告書の完成に捉え方の大きな修正が必要(保留判定)と

なり、実習後に教員の補習で到達目標を達成して進級した。総合臨床実習Ⅰ(3 年次:老年期領域)では、考え方の固執

と心理的防衛で A 氏は記録を出せず、実習欠席が重なった後に中断して休学した。翌年度の総合臨床実習Ⅰ(3 年次:老

年期領域)に向け、休学中から担任面談を定期的(1 回/月)に実施し、学修状況確認や実習対策の補習を行った。再度の

総合臨床実習Ⅰでは、毎日の実習で実践した直後に実習施設内で記録する体制を整えて指導したが、評価から治療ま

で実施できずに保留判定となった。その後、学内指導を経て 4 週間の補充実習にて到達目標に達した。 

 

Ⅲ.方法 

研究方法は、学内成績、面談や実習中の支援記録から、A 氏の学修支援経過について総合臨床実習Ⅱ(4 年次)終了時

から後方視的に検討した。臨床実習における記録を出すことに関して不安が強くあると面談で明らかとなったため、

再度の総合臨床実習Ⅰにおける補充実習(4 週間)の前後、総合臨床実習Ⅱの前後において、SDS うつ性自己評価尺度(以

下、SDS)、新版 STAI 状態-特性不安検査(以下、STAI)を実施した。倫理的配慮は、所属機関の研究倫理審査委員会で

　　　短報

112



承認済みである(承認番号:OKRU-30-A012)。 

 

Ⅳ. 総合臨床実習Ⅱにおける学修支援経過 

総合臨床実習Ⅱ(4 年次:精神科領域)では、A 氏の今までの支援経過を実習指導者へ十分に説明し、A 氏と担当症例と

の関わりを重視して実習時間内での記録に努めた。A 氏は手芸等の作業が得意で、図 1 に示す下絵もフリーハンドで模

写できる能力があり、実習指導者は A 氏と担当症例との関わりで手芸等の活動や準備に重点を置いた。評価や治療実

施の実習記録では、A 氏独特の解釈があり修正をすることが多かったが、A 氏の良い点も確認して指導を進めた。介入

経過の記録や症例報告に課題を残す面もあったが、担当症例と関係性は良好で臨床実習を終了した。A 氏は初めて満足

した自己評価であり、臨床実習後に実施した SDS、STAI 結果(表 1)では SDS と STAI の状態不安が低下し、安心して実

習に取り組むことができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ.考察 

A 氏の本質的な課題として、臨床実習における細かな症状の因果関係に固執し、日常生活での問題点を全般的に捉え

る柔軟性が乏しく、固執した考え方により基礎知識や一般的な概念を当てはめた検討が行えていなかった。その結果、

A 氏の誤った解釈をもとに記録に時間をかけ、記録の完璧性に固執して心身の疲弊につながっていた。中断となった総

合臨床総合実習Ⅰまでは、実習指導者は A 氏の誤った解釈の修正に多くの時間を費やしていたが、A 氏の記録が進まな

い事で不安を強めてしまう傾向が明らかになるのに時間を要した。 

このため、A 氏への指導において SDS や STAI から自己の不安を顕在化させ、総合臨床実習Ⅱにおける実習指導者の

指導を受け入れられる方法の検討が必要であった。実習指導者が A 氏の過度な不安に起因する記録偏重への意識を離

すために、ぬり絵や手芸等の活動実践に着目して成功体験を積むことにより、A 氏が指導を建設的に受け入れる準備に

つなげられたと考えられた。SDS や STAI(表 1)の経過から、一過性の状態不安は実習後に低下したが、特性不安は高い

ままの状態の特性に気づかせて自己洞察させることにより、自己の状態を実習指導者へ伝えることができたと考えら

れた。その結果、A 氏の特性を理解した上で総合臨床実習Ⅱを良好な形で終えられ、A 氏も初めて満足できる実習につ

なげることができたと考えられた。 

今回の報告は、臨床実習で記録に難渋した学生の不安特性を顕在化させ、臨床実習指導者に A 氏の捉え方の特性を

明らかにした上で記録以外の実習を重点化することにつなげることができた経過である。卒後教育を含めた教員の今

後の役割として、支援過程の報告をまとめる技術は引き続き指導していくことが必要と考えられる。 

 

引用文献 

1） 奥壽郎・他：臨床実習教育における臨床実習指導者が思う学生の望ましい行動と望ましくない行動．専門リハビリ 6：44-46， 

2007． 

2） 上島健・他：臨床実習で記録課題の提出に難渋した実習生の支援過程～休学中から復学後の実習支援経過からみた考察～．リハ

ビリテーション教育研究 25：226-227，2019． 

図 1 模写した自筆の下絵 

実習前 実習後 実習前 実習後

57 52 44 43

59 54 52 49

段階4 段階3 段階3 段階3

61 55 59 54

段階4 段階4 段階4 段階4
特性

新版STAI

SDS:Self-rating Depression Scale　正常:23～47点

3年次

再度の総合臨床実習Ⅰ
(補充実習)

4年次

総合臨床実習Ⅱ

SDS

評価

年次

状態

表 1 不安の顕在化に用いた評価の経過 
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学生アンケートから見る CCS に基づく臨床実習の経験 

―総合臨床実習を終了した学生への調査より― 

Examining experiences in clinical training based on Clinical Clerkship through 
student questionnaires； 

For students who have completed general clinical training 

 

小林幸治 1） / 木口尚人 1） / 野村健太 1） / 館岡周平 1） / 近藤智 1） / 會田玉美 1） 

Koji Kobayashi 1) / Naoto Kiguchi 1) / Kenta Nomura 1) / Syuhei Tateoka 1)， 

Satoshi Kondo 1) / Tamami Aida 1) 

 
1） 目白大学 保健医療学部 作業療法学科 

Mejiro University, Faculty of Health Sciences, Dept. of Occupational Therapy 

 

キーワード：クリニカル・クラークシップ（CCS）、実習経験、質問紙調査 

 

Ⅰ．はじめに 

著者らは，クリニカル・クラークシップ（CCS）臨床実習の効果を上げるには，学生自身が実習への参加の仕方，学び方を理解

している必要があるという論点に基づき，本研究に先行し，学内教育での CCS の理解度や理解した内容について学生に質問

紙調査を行った 1)．その結果，2 年生より 3 年生は理解度が高く，学生は CCS の主な内容をある程度理解している事が示され

た．これに対し，実際の実習経験の中で，CCS に基づく臨床実習で重要な点となる認知的徒弟制や正統的周辺参加による実

習指導をどの程度受けたか，学び手である学生に対して調査を行い，状況を把握する必要がある．その理由は，臨床教育者

（Clinical Educator，以下 CE）側に CCS に基づく実習指導を行っている意識があっても，学生がそれを受け止められていないと

有用な実習指導とはならないと考えられるからである．なお認知的徒弟制とは，CE が習得すべき内容のモデル（見本と説明）を

示し，学生が模倣を繰り返しながら理解を深め，経験した内容を CCS チェックリスト（以下 CL）で CE と学生双方が共有する．正

統的周辺参加とは，学生が部署の一員として，現場の実務を行いながら必要な行動のトレーニングを受けることである 2）．また作

業療法ではクライエント中心の実践をベースとし，対象者の精神性や心理社会的要因を扱い，対象者との治療的関係が重要に

なる 3）．認知機能障害や精神症状など，学生が観察だけで理解することが困難な分野も対象とする．こうした見えない「認知スキ

ル」を実習するには，その場で作業療法士（以下 OT）の臨床思考過程を言語化して教わることが有用となる 4）．こうした実習指

導を受けたかを学生に問う質問紙調査を行った． 

 

Ⅱ．研究目的 

総合臨床実習を終了した学生が，CCS 臨床実習の認知的徒弟制や正統的周辺参加等の指導をどの程度実際に受けたかを，

学生への質問紙調査の結果を通じて検討する． 

 

Ⅲ．研究方法 

 レベル 3 臨床実習Ⅰ期を終了した本学科 3 年生 71 名を対象とした．アンケートは「CCS による実習指導状況チェックリスト」5)

を参考に共同研究者や CCS による臨床実習指導経験が豊富な指導者 2 名との協議で作成した．アンケートの回答は web で

15 の質問を回答しやすくするため 2 択（はい／いいえ）で行う方法とし，回答により同意を得たと見なした．結果は記述統計で集

計し，その内容を検討した．本学科は 2 クラス編成で，1 期 8 週間（2 期）からなるレベル 3 臨床実習のうちⅠ（身体・他領域）と

Ⅱ（精神・他領域）を各 1 クラスが終了した時期にアンケート調査を実施した．目白大学人および動物を対象とする研究に係る倫

理審査委員会での承認を得ている． 
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Ⅳ．結果 

54 名（76.6％）が回答し「身体・他領域」25 名，「精神・他領域」29 名であった．表に各質問項目への回答結果を示す．身体・

精神ともに「はい」が 50％に満たなかった項目は 8「毎日経験した事を CL にチェックし CE と共有した」であり，精神領域のみ満

たなかった項目は 4「CE が対象者に作業療法の目標を説明している場面を見学」， 13「CE とカンファレンスにチームの一員とし

て参加」であった． 

 

表：学生が経験した CCS に基づく臨床実習の状況 （上段は人数，下段は「はい」「いいえ」の割合） 

 

 

Ⅴ．考察 

 4 点を考察した．1)多くの学生は、CE が対象者へ行う説明や実際の関わりを見学し，模倣につなげていて，よく助言も受けて

おり，学生が可能な業務を行う機会を得て行っている傾向がうかがえ，現場で経験しながら学ぶ形態の実習指導を受けられる傾

向にあることが分かった．一方，2）項目 8 の CL 活用が身体・精神ともに低い傾向であるため，CE や学生に CL の必要性を伝え

て学生が経験できた内容の共有が図られるようにする必要がある．3）精神科領域で，項目 4・13 等の項目が低い傾向にある理

由を明らかにし，見学や説明，模倣や他職種連携場面への学生の参加を多く経験するような実習指導が受けられる方法を検討

する必要がある．4)今回の質問項目の他に「CE に自分の考え等伝えられているか」や「その日のうちに実習内容を振り返る機会

があったか」といった質問もあると良いと考えられた．今後は実習指導傾向だけでなく効果検証につながる調査を行っていく必要

がある． 

 

引用文献 

1) 小林幸治・他：作業療法学生におけるクリニカル・クラークシップ方式臨床実習の理解状況．目白大学健康科学研究 12：35－42，2019． 

2) 向後千春：上手な教え方の教科書 入門インストラクショナルデザイン．140－146，技術評論社，2015． 

3) 山田孝：人間作業モデルの魅力．作業行動研究 16：73－86，2012． 

4) 中川法一(編)：セラピスト教育のためのクリニカル・クラークシップのすすめ，第 3 版．32－35，三輪書店，2019． 

5) 小林幸治・他(編)：作業療法のクリニカルクラークシップガイド．p230．三輪書店，2017． 

  質問項目 
身体・他領域 精神・他領域 

はい いいえ はい いいえ 

1 
ケースを立てず CE の対

象者へ介入した 

19 

76.0% 

6 

24.0% 

22 

75.9% 

7 

24.1% 

2 
対象者について CE から

十分説明を受けた 

23 

92.0% 

2 

8.0% 

24 

82.8% 

5 

17.2% 

3 

CEが対象者へ評価や介

入内容と目的を説明して

いる場面を見学した 

25 

100% 

0 

0% 

18 

62.1% 

11 

37.9% 

4 

CEが対象者に作業療法

の目標を説明している場

面を見学した 

21 

84.0% 

4 

16.0% 

14 

48.3% 

15 

51.7% 

5 
原則 2 回以上見学し評

価や治療を模倣 

21 

84.0% 

4 

16.0% 

20 

69.0% 

9 

31.0% 

6 

CE から解説を受けた対

象者の捉え方を基に他

の対象者を考察した 

22 

88.0% 

3 

12.0% 

23 

79.3% 

6 

20.7% 

7 
模倣の際 CE から助言を

受けて技能を向上できた 

22 

88.0% 

3 

12.0% 

25 

86.2% 

4 

13.8% 

8 
毎日経験した事を CL に

チェックし CE と共有 

10 

40.0% 

15 

60.0% 

9 

31.0% 

20 

69.0% 

9 
CL を用いて CE と実習経

験の偏りを確認した 

19 

76.0% 

6 

24.0% 

16 

55.2% 

13 

44.8% 

10 
実習を通じOTになりたい

意欲が向上した 

23 

92.0% 

2 

8.0% 

24 

82.8% 

5 

17.2% 

11 
CE のような OT になりた

いと感じることができた 

18 

72.0% 

7 

28.0% 

25 

86.2% 

4 

13.8% 

12 
CE と行動し学生が可能

な臨床と関連業務を実施 

25 

100% 

0 

0% 

27 

93.1% 

2 

6.9% 

13 

CE とカンファレンスにチ

ームの一員として参加し

た 

20 

80.0% 

5 

20.0% 

13 

44.8% 

16 

55.2% 

14 
CE から対象者中心の実

習形態だと説明を受けた 

19 

76.0% 

6 

24.0% 

22 

75.9% 

7 

24.1% 

15 

CE から到達度と改善点

を学生が把握できるよう

に成長へ向けた助言を

受けた 

21 

84.0% 

4 

16.0% 

28 

96.6% 

1 

3.4% 
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作業療法学科初年次学生のストレス対処行動と精神的健康との関連 

Relationship between stress coping behavior and mental health of first-year students in 

occupational therapy department 

 

嘉数 栄司 1) / 照屋 若夏 1) / 富盛 真太朗 1) / 吉岡 美和 1) 

Eiji Kakazu 1) / Wakana Teruya 1) / Shintaro Tomimori 1) / Miwa Yoshioka 1) 

 

1) 沖縄リハビリテーション福祉学院  作業療法学科 

Department of Occupational Therapy, Okinawa College of Rehabilitation and Welfare 

 

キーワード:ストレス対処行動、精神的健康、初年次学生 

 

Ⅰ．はじめに 

医療専門職を目指す学生は，入学時から医学専門科目や演習授業など多彩な専門的カリュキュラムが組まれている

ことに加え，医療専門職としての高い倫理観が求められること，グループ学習などに伴う学生間や教員とのやり取り

など多くのストレッサーに曝されやすい状態にある．ラザルスらの心理学的ストレスモデル 1)によると，ストレス反

応は，ストレスイベントに対する認知的評価と対処行動（以下，コーピング）が影響しており，ポジティブな認知や行

動をとることがストレス反応を緩和し精神的健康の保持に繋がると考えられている．そこで本研究では，学業や対人

関係などさまざまなストレスを抱えやすいことが予測される作業療法学科初年次学生のストレッサー，コーピング・

パターン，精神的健康について調査検討を実施した． 

 

Ⅱ．対象と方法 

対象は作業療法学科初年次学生 51 名で調査に同意の得られた者のうち，回答に不備のない 49 名（男性 21 名，女性

28 名，平均年齢 20.5±4.3 歳）を対象とした．調査期間は前学期末試験終了後の 2019 年 8 月，調査内容は性別と年齢

の基本属性に加え，コーピング尺度及び精神健康調査票 12 項目版（以下，GHQ-12）を使用した．コーピング尺度 2)は，

現在最もストレスと感じる出来事（自由記載）への対処法を 4 件法により回答を求めた．尺度は問題焦点型，情動焦

点型，回避・逃避型の 3 下位尺度 14 項目から構成されており，各下位尺度の合計得点を算出した．問題焦点型と情動

焦点型は得点が高いほどより良い対処ができていることを意味し，消極的な対処である回避・逃避型は得点が高いほ

ど不適切な対処法があることを意味している．GHQ-123)は，一般人を対象とした非気質性，非精神病性の精神障害のス

クリーニングを目的に作成された尺度で，最近一か月の状態を 4 件法により回答を求めた．採点は GHQ 法（0-0-1-1）

により合計得点を算出した．尚，合計得点が高いほど精神的健康が不良であることを示している． 

分析は，学生が最もストレスと感じた出来事を類別化し，各尺度間の関係については，コーピングの各尺度を独立

変数，基本属性を制御変数，GHQ-12 を目的変数とする重回帰分析（ステップワイズ法）を実施した．統計解析には，

IBM SPSS Statistics 22 を使用し，有意水準は 5%とした．  

 

Ⅲ．倫理的配慮 

研究の対象者に対しては，研究の目的，方法，研究への協力は自由意思であり，拒否した場合においても何ら不利益

は受けないこと，得られたデータについては研究目的以外には使用しないこと，データは数値化するため，個人の特

定はできないこと，個人のプライバシーの保護，匿名性の確保，秘密保持を厳守することの説明を文書及び口頭にて

説明し同意を得た．尚，本研究は沖縄リハビリテーション福祉学院倫理審査委員会の承認（2019-01）を得て実施した． 
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Ⅳ．結果（表 1・2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅴ．考察 

初年次学生が最もストレスと感じる出来事として，「学業」が最も多く，次いで「対人関係」であった．これは医療

系学生を対象にした調査 4)とも一致していることから，多くの初年次学生が抱えるストレッサーと共通性が高いこと

が示唆された．また，学業におけるストレッサーの中では，「試験・レポート」及び「成績や進級の心配」が多数を占

めていた．初年次学生にとって前学期末は入学後初めて経験する本格的な試験期間であること，それに付随して試験

結果や進級にも意識が向けられやすい時期であることから学業が相応のストレッサーになっていることが推察された．  

コーピングの各下位尺度と GHQ-12 との関連では，コーピングの下位尺度の中でも情動焦点型と精神的健康との間に

関連が示された．先行研究では，情動焦点型による対処がストレスを緩和 5)する一方，逆にストレスを助長 6)したとす

る報告もあることから一致した知見は得られていないが，本研究では，ストレスフルな状況においても気持ちを上手

に切り替えたり，物事を肯定的な方向に考えることがストレスの緩和に役立つ可能性が考えられた．一方，今回の研

究では，情動焦点型以外のコーピングと精神的健康との間に関連は認められなかった．コーピングは，ストレスに対

する認知的評価や行動であり，ストレス反応の抑制を目的としているが，「学業」や「対人関係」に代表されるように

直面するストレッサーの種類や程度によっては問題の先送りや自己の能力では解決が難しい場合も想定される．また，

近年は入学生のあり方も多様化してきており，学力に不安を抱える学生や職業理解が不十分のまま入学し，学生生活

のイメージと現実との差異に不適応を起こす学生も少なからず存在する．こうした点なども踏まえると，我々教員は，

学生のストレスの捉え方や対処技能を高めていくことも重要であるが，他方コーピングによる対処には限界もあるこ

とから，性格や自尊感情，ソーシャル・サポートなどストレスに影響する諸因子についても考慮しつつ，入学後早期か

らストレス軽減のためのきめ細やかなサポート体制を整備していく必要があるといえる． 

 

引用文献 

1) Lazarus・他: Stress, appraisal, and coping. Springer, New York. 1984. 

2) 尾関友香子：大学生用ストレス自己評価尺度の改定－トランスアクショナルな分析に向けて－．久留米大学大学院比較文化研

究科年報 1：95－114，1993． 

3) 中川泰彬・他：日本版 GHQ 精神健康調査票手引き．日本文化科学社，1985． 

4) 小林民恵・他：看護学生のストレスに影響を及ぼす要因．岡山大学医学部保健学科紀要 17（1）：17－26，2007． 

5) 高屋正敏・他：ストレスコーピング特性と職業性ストレス－共分散構造分析による解析－．産業衛生学雑誌 52（5）：209－215，

2010． 
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入学予定者における理学療法士の職業選択動機と仕事内容についての理解度 

Factors motivating the choice of being a physical therapist and understanding of the job among 

pre-admission students 

 

鈴木研太 1) 

Kenta Suzuki1) 

 

1) 日本医療科学大学 保健医療学部 

Nihon Institute of Medical Science 

 

キーワード：入学予定者、志望動機、職業意識 

 

Ⅰ．はじめに 

 理学療法学生は受験時に将来の職業選択を行い、専門職を目指すこととなる。職業意識の高い学生ほど目的意識を持っ

た質の高い学習を行っている 1)ことから、入学前からの明確な職業意識の構築が学習意欲につながるものと考えられる。

安易な職業選択や、自己のイメージと現実のギャップは学習意欲を低下させると思われる。したがって、入学前後におい

て理学療法士についての職業イメージを実際のものに近づけておくことが重要であると考えられる。本研究では入学予

定者がどのような動機で理学療法士を選択し、仕事内容についてどの程度理解しているのかを調べることにより、職業意

識を向上させ、学習意欲を高めるための教育に活用するための資料とすることを目的とした。 

 

Ⅱ．対象および方法 

 日本医療科学大学保健医療学部リハビリテーション学科理学療法学専攻の 2017 年度入学予定学生 44 名を対象とした。 

入学前セミナー（ウォーミングアップセミナー、12 月実施）において、職業選択の動機と仕事内容の理解度について

アンケート調査を行った。職業選択動機は「なぜ理学療法士を目指そうと思いましたか？」に対する答えを自由記述によ

り回答してもらった。仕事内容の理解度の質問は、日本理学療法士協会発行の理学療法士ガイド「理学療法士を知る」2)

に記載してある仕事内容を参考に作成した。質問項目を表 1 に示した。 

表 1 質問項目：仕事内容の理解度 

仕事内容の理解度についての 12 問の質問に対して、5：よく知っている、4：だいたい知っている、3：なんとなく知っ

ている、2：あまりよく知らない、1：よく知らないの 5 件法により回答してもらった。 

調査は、日本医療科学大学研究倫理委員会の審査により承認を得て、人を対象とする医学系研究の倫理指針に基づく方

法によって対象者からインフォームド・コンセントを得て実施した。 

① 理学療法士の仕事の内容はどのくらい知っていますか？（仕事内容） 

② 基本動作能力の改善についてはご存じですか？（基本動作能力） 

③ 運動療法についてはご存じですか？（運動療法） 

④ 身体機能や痛みの評価・分析についてはご存じですか？（評価・分析） 

⑤ 物理療法についてはご存じですか？（物理療法） 

⑥ 自立支援についてはご存じですか？（自立支援） 

⑦ 乳幼児・児童の発達支援についてはご存じですか？（発達支援） 

⑧ 急性期（手術直後、発症早期）の理学療法についてはご存じですか？（急性期） 

⑨ 介護予防の活動についてはご存じですか？（介護予防） 

⑩ 訪問リハビリテーションについてはご存じですか？（訪問リハ） 

⑪ スポーツにおける理学療法についてはご存じですか？（スポーツ） 

⑫ 災害時における理学療法士の役割についてはご存じですか？（災害時） 
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Ⅲ．結果 

 職業選択の動機について調べた結果、自分の病気・怪我の経験 20 名（45%）、理学療法士と接した経験 11 名（25%）、家

族の病気・怪我の経験 5 名（11%）、スポーツに関わる仕事がしたい 4 名（9%）、人の役に立ちたい 2 名（5%）、友人の病

気・怪我の経験 1 名（2%）、小さい頃からの興味 1 名（2%）であった。 

仕事内容の理解度について調べた結果（図 1）を中央値（四分位範囲）で示すと、①仕事内容 3.5（3.0～4.0）、知らな

い（1 か 2 で回答）は 0%、②基本動作能力 3.0（2.0～3.0）、知らない 39%、③運動療法 3.0（2.0～3.0）、知らない 27%、

④評価・分析 2.0（2.0～3.0）、知らない 68%、⑤物理療法 3.0（2.0～3.0）、知らない 43%、⑥自立支援 2.0（2.0～2.3）、

知らない 75%、⑦発達支援 2.0（2.0～2.3）、知らない 75%、⑧急性期 2.0（2.0～3.0）、知らない 68%、⑨介護予防 2.0（2.0

～3.0）、知らない 52%、⑩訪問リハ 3.0（2.0～3.0）、知らない 32%、⑪スポーツ 3.0（3.0～4.0）、知らない 23%、⑫災害

時 2.0（2.0～3.0）、知らない 68%であった。 

 

図 1 入学前学生における理学療法士の仕事内容についての理解度 

 

Ⅳ．考察 

 職業選択動機は、ほとんどが過去の経験によるもの（全体の 84%）であった。仕事内容を知らないと答えた者は 0%であ

ったが、具体的な仕事内容はなんとなく知っている、あまりよく知らないと回答する者が多く、評価・分析、自立支援、

発達支援、急性期、介護予防、災害時については半数を超える者が知らないと回答していた。したがって過去の経験から

理学療法士を知り、仕事内容の一部の内容を理解した状態で進路選択をしていることが示された。他の研究でも理学療法

学生の進路決定プロセスは過去の何らかのきっかけによる「出会い型」が 63.6%を占め、それは他の医療系より多いこと

が報告されている 3)。看護師のように小さい頃から知っている職業との違いがあるものと考えられる。自己の職業イメー

ジと現実とのギャップを解消し、職業意識を高め、学習意欲を高めていくためにも入学前後において理学療法士の仕事内

容を十分に理解させる教育を行うことが重要であると考える。 

 

引用文献 

1) 水池千尋・他：本学理学療法学専攻 1 年次生の学習動機と職業意識．聖隷クリストファー大学リハビリテーション学部紀要リハビリ

テーション科学ジャーナル 1：83－90，2005． 

2) 日本理学療法士協会：理学療法士ガイド「理学療法士を知る」．1－12, 2016． 

3) 落合幸子・他：医療系大学への進路決定プロセスと入学後の職業的アイデンティティとの関連．医学教育 37(3)：141－149，2006． 
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本校理学療法学科学生の学習方法，メタ認知に関する意識調査 

（2年次前期開始時及び3年次前期における学習方法とメタ認知の関連性） 

Awareness survey on learning methods and metacognition in the students of the department of 
Physical Therapy Course 

 “Relationship between learning methods and metacognition at the start of the first half of the second 
year and the first half of the third year” 

 

安岡 武紀 1) ／松本 和代 1) ／原 賢治 2) 

Takenori Yasuoka 1) / Kazuyo Matsumoto 1) / Kenji Hara 2) 

 

1 ) 福岡天神医療リハビリ専門学校 理学療法学科 

Fukuoka Tenjin Medical Rehabilitation Academy department of Physical Therapy Course 

2 ) 広島都市学園大学 健康科学部 リハビリテーション学科 理学療法学専攻 

Hiroshima Cosmopolitan University Faculty of Health Sciences Department of Rehabilitation Physical 

Therapy Course 

 
 

キーワード ： 学習方法、メタ認知、経時的変化 

 

Ⅰ．はじめに 

  多様化する医療・保健・福祉の現状の中で，理学療法の発展及び理学療法士の活躍に期待が寄せられている．その理学療

法士を養成する理学療法士養成校（大学，短期大学，３年制及び４年制専門学校 以下 養成校）は医療・福祉の臨床現場と

の強い関連を意識しながら，そのニーズに応えるべき教育的方向性が大きく問われている1）． 

  本校の３年次は専門科目を中心に構成され，学習内容が高度化・多様化し，より専門的な知識や実技の習得等その学習内

容に対する学習姿勢の変化が求められる．その教育課程の中で教員による学習支援の重要性も高まっている． 

  本校理学療法学科平成30年度入学生の2年次前期開始時および3年次前期開始時における学習方法及びメタ認知の関連性

について，質問紙による意識調査と統計学的分析を実施した． 

 

Ⅱ．方法 

本校理学療法学科平成30年度初年次生の2年次前期開始時および3年次前期開始時において，市川2）が提唱した「学習方

法についての自己評定項目」と阿部ら3）が作成した「成人用メタ認知尺度」を使用した質問紙による意識調査及び統計学的

分析を実施し，その関連性を教育学的観点より考察した．なお、対象者23名全てから研究に対する同意を得て実施した． 

  「学習方法についての自己評定項目」の質問は，「よくあてはまる」，「ややあてはまる」，「どちらでもない」，「ややあては
まらない」，「まったくあてはまらない」の５選択肢から選択する方法で，それぞれ５点，４点，３点，２点，１点と得点化

し，５点満点とした．そして「失敗に対する柔軟性」，「思考過程の重視」，「方略志向」，「意味理解志向」の４因子それぞれ

を構成する６質問（各因子の逆転項目を含む）の得点の平均を各因子の得点として算出した．「成人用メタ認知尺度」の各質

問は，「とてもよくあてはまる」，「だいたいあてはまる」，「ややあてはまる」，「ややあてはまらない」，「あまりあてはまらな

い」「全くあてはまらない」の６選択肢から選択する方法で，それぞれ６点，５点，４点，３点，２点，１点と得点化し，６

点満点とした．そして「成人用メタ認知尺度」の「モニタリング」，「コントロール」，「メタ認知的知識」の３因子それぞれ

を構成する質問の得点の平均を各因子の得点として算出した． 
  「成人用メタ認知尺度」の構成３因子それぞれの得点を従属変数，「学習方法についての自己評定項目」の構成４因子それ
ぞれの得点を独立変数とした重回帰分析（ステップワイズ法）を実施した．なお，有意水準を5％未満とした． 
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Ⅲ．結果 

統計学的分析の結果，２年次前期開始時はメタ認知を構成する「モニタリング（自らを振り返り，チェックと評価を通して

省察的にモニタリングをすること）」の得点と「学習に対する考え方の過程を重視する志向」である「思考過程の重視」の得

点との間に有意な正の標準偏回帰係数が認められた．３年次前期開始時は「モニタリング」,「メタ認知的知識」の２つの得

点と「学習に対する考え方の過程を重視する志向」である「思考過程の重視」の得点の間に有意な正の標準偏回帰係数が認め

られた．同時に「コントロール」の得点と「学習対象の意味の理解を考慮し学習する志向」である「意味理解志向」の得点の

間に有意な正の標準偏回帰係数が認められた（表１）. 

 

 

 

２年次前期開始時 

成人用メタ認知尺度 

３年次前期開始時 

成人用メタ認知尺度 

モニタリング

（β） 

コントロール 

（β） 

メタ認知的知識

（β） 

モニタリング 

（β） 

コントロール 

（β） 

メタ認知的知識

（β） 

学
習
方
法
に
つ
い
て
の
自
己
評
定
項
目 

失敗に対する 

柔軟性 
－ － － 

学
習
方
法
に
つ
い
て
の
自
己
評
定
項
目 

失敗に対する 

柔軟性 
－ － － 

思考過程の重視 
   

－ － 思考過程の重視 
 

－ 
 

方略思考 － － － 方略思考 － － － 

意味理解志向 － － － 意味理解志向 － 
 

－ 

寄与率（ R
   2

 ） 

 
－ － 寄与率（ R

   2

 ） 

   

 

 

Ⅳ．考察 

メタ認知及び自己効力感の意識調査及び統計学的分析では，学習に対する考え方の過程を重視する志向である「思考過程

の重視」と「モニタリング（自らを振り返り、チェックと評価を通して省察的にモニタリングをすること）」との関連性にお

いて，３年次前期は２年次前期と同様の傾向性を示したが，その影響力は強くなっていた．また，３年次前期は新たに「思

考過程の重視」と「メタ認知的知識（方略についての知識や人間についての知識そして課題についての知識）」，「意味理解志

向（学習対象の意味の理解を考慮し学習する志向）」と「コントロール（より良く課題を達成しようと自らの認知活動をコン

トロールすること）」のそれぞれ正の関連性が出現していた．すなわちこれは３年次前期において，自らの学習方略に関して

学習に対する考え方の過程を重視する志向に，そして自己の認知活動の調整が学習対象の意味の理解を考慮し学習する志向

に裏付けられたことを意味する． 

 
 
 
引用文献 

 1）原賢治：理学療法士養成課程における１年次終了学生の学習姿勢の特徴と学習支援の一考察．リハビリテーション教育研究第22： 

    254-259，2017. 

 2）市川伸一：学ぶ意欲の心理学．58-61，PHP新書，2008． 

 3）阿部真美子・井田政則：成人用メタ認知尺度の作成の試み．立正大学心理学研究年報1：23-34，2010. 

β：標準偏回帰係数  R²：決定係数  *ｐ＜.05， **ｐ＜.01  

 

表１ 学習方法とメタ認知の重回帰分析 
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リハビリテーション専門職の臨床実習に関する論文の表題に使用されている語句からみる研究の特徴 

Characteristics of the study in terms of the words used in the title of the article on clinical training in rehabilitation pr ofessions 

 

館岡 周平 1)  

Shuhei Tateoka 1)  

 

1）植草学園大学 保健医療学部 リハビリテーション学科 作業療法学専攻 

Occupational Therapy Major，Department of Rehabilitation，Faculty of Health Sciences，Uekusa Gakuen University  

 

キーワード：臨床実習に関する研究、リハビリテーション専門職、テキストマイニング 

 

Ⅰ．はじめに 

 我が国では，リハビリテーションの専門職(以下，リハ専門職)である理学療法士(PT)，作業療法士(OT)，言語聴覚士(ST)の国家資格を

得るために臨床実習は必修化されている．2020年度にはPTとOTの養成カリキュラムが20年ぶりに改正され，臨床実習指導者の要件が

より厳格となった．一方，PT，OT養成校の入学定員は1999年から2016年の間に併せて2倍以上に増えている 1)．これらから，後進育成

のため，これまで以上に有資格者の研鑽が必要となっている．現在までも多くの臨床実習に関する研究が行われてきたが，今後はより一

層の質の高い臨床実習が求められるため，研究も盛んに行われると推測される．そこで，本研究では，我が国で報告されている，リハ専

門職における臨床実習に関する研究の特徴について明らかにすることを目的とした． 

 

Ⅱ．方法 

研究対象は，リハ専門職が対象となっている原著論文の表題とし，医中誌webを使用して，1983-2019年までに発行された文献につい

て「臨床実習(統制語：臨床・臨地実習)」，「リハビリテーション」の2つのキーワードで検索を行い対象文献を抽出した．このデータベ

ースからは，論文表題の他，掲載年も収集した．尚，論文の表題を対象とした理由は，選択された論文の表題には，リハ専門職の「臨床

実習」というキーワードに関し凝集した内容が示されていると考えられたためである． 

抽出された論文については，計量テキスト分析のソフトウェアであるKHCoder(ver3.00f)を用い，分析を行った．まず，分析前にコー

ディングルールの作成を行い，リハ専門職種である作業療法，理学療法，言語聴覚療法と臨床実習を強制抽出する語として指定した．次

に頻出語の抽出を行い，対象の論文表題全てで形態素解析を行い，単語単位に文章を区切り，単語頻度分析にて頻出語を抽出した．そし

て，臨床実習に関する論文の，抽出語と年代の関係について，視覚的に表現する共起ネットワークを用いて共起関係を分析した．また，

対象間の類似度または距離に基づいて，似ている単語を幾つかのグループに分類する階層的クラスター分析にて臨床実習に関する研究

の特徴について検討した．いずれも最小出現数を30として分析を行った．分析の際は，単語の意味が損なわれないよう最大限配慮した． 

 

Ⅲ．結果 

 対象となった原著論文は821件であり(2020年6月30日)，その中から，看護師や鍼灸師，医師など，リハ専門職以外が対象となって

いる論文は除外し，471件の論文を分析対象とした．論文数は，2000年以降では410論文で，増加傾向にある（図1）． 

1．抽出語と頻出語 

総抽出語数(使用)は8095(4737)語，異なり語数1119(942)語であった．出現回数の平均は5.03回，出現回数の標準偏差は16.57回で

あった．キーワードである「臨床実習」を除いた出現回数の多い語は，学生，理学療法，教育，作業療法，評価であった． 

2．語－年代の共起ネットワーク分析(図2) 

全年代に共通して関連していた語は，臨床実習，評価，学生，理学療法，教育であった．また，1983-1999年は問題，精神，現状，病

院，2000-2004年は士，必要，分析，養成，研究，関係，経験，2005-2009年は能力，2010-2014年は自己，2015-2019年は学科，アンケ
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ート，用いるが，年代別に関連性が強い語句であった．  

3．階層的クラスター分析(図3) 

分析の結果，5 つのクラスターに分類された．各クラスター内の語句について KWCI コンコーダンスの機能を用いて文脈を確認し，各

クラスターの解釈をして名前を付けた．5つのクラスター名は①アンケート調査，②療法士の養成，③理学療法教育における効果，課題，

成績の検討，④臨床能力，⑤作業療法実習における学生の自己評価と実習指導による影響の分析である． 

 

      

 

 

                                                                 

 

 

 

 

 

Ⅳ．考察 

 頻出後や語－年代の共起ネットワーク分析より，理学療法，作業療法の学生に対する教育・評価に関する内容が多数あることがリハ専

門職の臨床実習に関する研究の特徴であると示唆された．また，論文数は 2000年以降，増加傾向であり，時代により抽出語の共起関係

は変化していた．これらは，2000年の養成校開設規制緩和により急速に療法士が増加した経緯や，学生の無資格診療行為，過度なレポー

ト課題による学生の負担，指導者の臨床業務外の業務増加などが問題となり，実習形態の検討もされるなど，養成校と指導者の関わりや，

学生への教育，評価方法が統一できていないことも要因と考えられる．現状は，教育や評価方法は養成校ごとに検討されており，学生や

指導者の質により教育方法を模索していることも多いため，今後は，指導者の育成に加えて，養成校同士の連携を高め，学生への教育や

評価方法の共有が必要と考えられる．階層的クラスター分析からは，①アンケート調査，②療法士の養成，④臨床能力の他，③理学療法

教育における効果，課題，成績の検討，⑤作業療法実習における学生の自己評価と実習指導による影響の分析が研究の特徴と考えられ，

各療法で研究の特徴に違いがあることが示唆された．これらは，各療法の臨床実習での課題とも考えられ，養成校の違いによって学生や

指導者に混乱を招かないよう，養成校と指導者で知見を共有し，より一層の質の高い臨床実習を検討する必要があると考えられる． 

 

引用文献 

1) 厚生労働省：理学療法士・作業療法士学校養成施設数・定員数の推移．厚生労働省，https://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-10803000-Iseiky

oku-Ijika/0000197497.pdf (参照2020年6月30日)． 

図2 語－年代の共起ネットワーク分析 

 

図3 階層的クラスター分析  

 

図1 臨床実習に関する論文数の経年変化 
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本校理学療法学科初年次生の学習動機，メタ認知に関する意識調査（第三報） 

Survey on motivation for learning and meta-cognition in the first year students of the department of 
Physical Therapy Course (Third report) 
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キーワード ：学習動機、メタ認知、経時的変化 

 
Ⅰ．はじめに 

  理学療法士養成課程（3年制専門学校 以下 養成校）では，1年次より，基礎的な学習より開始し，年次が上がると共に膨

大な情報や知識量が必要となり,専門的な内容が増えることで，学習内容の変化の必要で,理解中心型への学習方法の移行が必

要不可欠である．知識を関連づけながら1つの構造を学習し，処理していく能力も重要となる． 学生主体の学習支援を実践す

るにあたり，教員は学生自身の学習動機及び学習観に対して観察し，適宜助言しながら，各々の独自の方向性の中で理学療法

士という職業観を明確に位置づける意識の向上に寄与できる関わりができるかが重要な要素となる 1）．また，学習者が主体的に

学習にかかわる場合，学習者のメタ認知が学習に大きな影響力をもつ 2）．つまり，学生への教育過程の中で教員の役割として，

学習支援の在り方によって学生への学習意欲や学習動機づけおよび学習に対するメタ認知も変化していく過程を支援の一助と

することが重要となる． 

本研究では，学習動機およびメタ認知の経時的変化を把握する目的で，本校，理学療法学科平成30年度入学生の2年次前期

開始時・3年次前期開始時における学習動機及びメタ認知の関連性について，質問紙による意識調査と統計学的分析を実施した. 

 

Ⅱ．方法 

  本校理学療法学科平成30年度入学生の2年次前期開始時および3年次前期開始時に市川が提唱した「学習方法についての自

己評定項目」3）と阿部らが作成した「成人用メタ認知尺度」4）を使用した質問紙による意識調査及び統計学的分析を実施し，そ

れぞれの関連性とその経時的変化を考察した．なお，対象者23名全てから研究に対する同意を得て実施した．  

  「学習動機を測定する質問項目」は，「よくあてはまる」，「ややあてはまる」，「どちらでもない」，「ややあてはまらない」，「ま

ったくあてはまらない」の5選択肢にて，それぞれ5点，4点，3点，2点，1点と得点化し，5点満点とした．「学習動機を測

定する質問項目」の「内容関与的動機（学習内容に関する動機）」の「充実志向（知的好奇心，理解欲求，向上心に根差した内

発的な動機）」，「訓練志向（勉強（学習）は知的訓練としての意義があり，そこで得た力が他の学習場面でも生かせる，学習を

通じて間接的に知的能力を伸ばすという動機）」，「実用志向（学んだ知識や技能自体のもつ有効性を信じている，実用を意識し

た動機）」の3志向と「内容分離的動機（学習内容から離れた動機）」の「関係志向（集団への帰属欲求の現れとみなせるので，

広い意味での親和動機とする，同調的な動機）」，「自尊志向（競争心・自尊心に関わる動機）」，「報酬志向（報酬と罰による外

発的な動機）」の3志向,計6志向それぞれを構成する6質問の得点の平均を各志向の得点として算出した．そして「成人用メ

タ認知尺度」の各質問は，「とてもよくあてはまる」，「だいたいあてはまる」，「ややあてはまる」，「ややあてはまらない」，「あ

まりあてはまらない」，「全くあてはまらない」から選択する方法で，6点，5点，4点，3点，2点，1点と得点化し，6点満点

とした．そして「成人用メタ認知尺度」の「モニタリング（自らを振り返り，チェックと評価を通して省察的にモニタリング

をすること）」，「コントロール（課題遂行前から課題遂行中の認知活度において､行きつ戻りつ計画や方略を修正し､より良く
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課題を達成しようと自らの認知活動をコントロールすること）」，「メタ認知的知識（方略についての知識や人間についての知識

そして課題についての知識）」の3因子それぞれを構成する質問の得点の平均を各因子の得点として算出した．2年次前期と3

年次前期のそれぞれにおいて，「成人用メタ認知尺度」の3因子それぞれの得点を従属変数，「内容関与的動機」の構成3志向

と「内容分離的動機」の構成3志向，計6志向それぞれの得点を独立変数とした重回帰分析（ステップワイズ法）を実施した．

また計9項目の2年次前期と3年次前期の量的経時的変化を検討するために対応のあるｔ検定を実施した．なお，すべての統

計処理の有意水準を5％未満とした． 

 

Ⅲ．結果 

  「学習動機を測定する質問項目」の「内容関与的動機」の構成3志向と「内容分離的動機」の構成3志向，計6志向のそれ
ぞれの得点と，「成人用メタ認知尺度」の構成3因子それぞれを図１に示す．統計学的分析の結果，2年次前期開始時はメタ認

知を構成する「モニタリング」，及び「メタ認知的知識」の得点と，「充実志向」の得点との間に正の関連性が認められた．3

年次前期開始時は「モニタリング」と「充実志向」の得点間，「メタ認知的知識」と「充実志向」の得点間のそれぞれの関連性

は2年次前期より，標準回帰係数・決定係数ともに数値が高い結果となった．また，「学習動機を測定する質問項目」の6志向，

「成人用メタ認知尺度」の3因子，計9項目の2年次前期と3年次前期の対応のあるｔ検定では有意な差は認められなかった．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標準偏回帰係数  R²：決定係数   *.01＜ｐ＜.05  **ｐ＜.01 

図１ 学習動機とメタ認知の重回帰分析（ステップワイズ法） 

Ⅳ．考察 

学生が主体的に学習することで，課題に対して振り返りや繰り返し，理解しているかなど，どのような学習をしていくかに

ついて，学習者が自らの学習方法をメタ認知の観点からモニタリングしていくことが必要である．また，学習者のメタ認知の

働きによって，自分の思考や感覚をモニタリングすることができ，わからないことや疑問が解消されたとき，理解できたと感

じた時の思考や感覚の変化に気づくことで，学習を面白いと感じるのではないかと思われる． 

  今回の意識調査・統計学的分析において，全体的傾向は3年次前期，2年次前期と同様となったが，3年次前期は2年次前期

と比較して充実志向からの影響力が強くなっていた．3年次前期において，知的好奇心，理解欲求，向上心に根差した内発的な

動機がメタ認知を構成する「モニタリング」,「メタ認知的知識」の2因子により促進的に関連したことは，進級するにあたり，

専門性の学習内容が増えることで，学習に対して自己推察しながら，学習の重要性を理解する傾向が強くなっていることが伺

える．この傾向性は能動的な学習姿勢を期待できる要因となると考える．  
 
引用文献 

 1）原賢治：理学療法士養成課程における1年次終了学生の学習姿勢の特徴と学習支援の一考察．リハビリテーション教育研究22：254-259，

2017. 

 2) 三宮真智子：メタ認知 学習力を支える高次認知機能．17，北大路書房，2014． 

 3）市川伸一：学ぶ意欲の心理学．58-61，PHP新書，2008． 

 4）阿部真美子・他：成人用メタ認知尺度の作成の試み．立正大学心理学研究年報1：23-34，2010． 
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改訂：令和2年3月4日 

   リハビリテーション教育研究  投稿規程    

Ⅰ.規程内容 

1. 刊行趣旨 

リハビリテーション関連職種教育の、知識・技術の発展を目指し、理論的背景にせまり、専門教育の学問体系の

発展に寄与することを目的とする。 

2. 投稿原稿の種類 

1) 原著・総説・報告・短報・症例報告・紹介・トピックス・その他である。 

2) 教員研修会･教育研究大会の発表演題は、本規程の[短報]に準じる。 

3) 教育研修会での、ワークショップやグループワークのまとめは、本規程の[その他]に準じる。 

3. 研究倫理 

ヘルシンキ宣言および厚生労働省の「人を対象とする医学系研究に関する倫理指針」などの医学研究に関する諸

指針に基づいて対象者の人権保護に十分注意し、倫理的な配慮に関する記述を行うこと。 

4. 採否について 

採否は複数の査読者の意見を参考に、学術機関誌編集委員会にて決定する。編集方針に従い、原稿の一部変更を

お願いすることもある。 

原則的には、他誌に発表されたもの、掲載予定のものでないこと。ただし、過去に発表したものであっても、さ

らに内容を追加し、より深められたものは受理する。 

5. 執筆規則 

1) 執筆者は、筆頭者が全国リハビリテーション学校協会の会員校の教職員であること。 

2) 原稿は、指定書式 A4サイズ、横書き口語体の常体（だ・である調）、現代仮名遣いとする。また算用数字を

用い、単位は原則として国際単位系（ＳＩ単位）とする。 

3) 外国の人名は原語を用い、外国の地名はカタカナ書きとし、必要に応じて（  ）の中に原語を入れる。 

[例]  理学療法(Physical Therapy) 

4) 引用文献は引用順に配列し、文末に掲げる。また， 本文中の該当箇所の右上に 1 ) 2 ) の形で文献番号を入 

れ、文献は原稿用紙の規定枚数内で書くこと。 

5)「章」は I．Ⅱ． ・・・で表し、「節」は 1．2．・・・、「項」は 1 ) 2 )・ ・・とする｡ 

この際、「章」「節」「項」をみやすくするために前行を１行あけとする｡  

6) 図表は本文中に挿入し、表は上、図は下に番号とタイトルを必ず記入する。 

【a雑誌の場合】執筆者：題名．雑誌名 巻：初めのページ－終わりのページ，発行年．の順で書くこと。 

1) 浅田晴美・他：当校理学療法学科における入学試験成績と入学後の成績の関係．リハビリテーション教育研究1：52-53，1997． 

2) Eachus P: Development of Health Student Self-efficacy Scale. Percept Mot Skill 77: 670, 1993. 

【b単行本の場合】執筆名：書名．引用ページ，発行所，発行場所(外国の場合のみ)，発行年．の順で書くこと。 

[例] 

1） 中西睦子：臨床教育論；体験からことばへ．10-19，ゆみる出版，1983． 

2） B.Borg et al: Occupational Therapy Stories: Psychosocial Interaction in Practice. 2-13, SLACK, Thorofare, 1997. 

【cインターネットの場合】著者名：表題．発行所，URL（参照アクセス年月日）．の順で書くこと。 

[例] 

1) 厚生労働省：平成29年国民健康・栄養調査報告．厚生労働省，https://www.mhlw.go.jp/content/000451755.pdf（参照2020

年3月4日）． 
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7) 投稿に際しては、原則として投稿原稿一式を Microsoft Wordファイルおよび PDFファイルの 2種類で作成 

し、それぞれファイル名に論文題目、主演者名をつけ、電子メールに添付して事務局へ送付すること。 

また、送信タイトルには、論文題目、氏名を明記し、本文に所属、氏名、連絡先を記載する。 

ただし、教員研修会・教育研究大会の発表演題の投稿については、送付先を別に定める。 

8) 各原稿枚数、書式等 

[執筆共通規定] 

・ワープロは、Microsoft Wordを使用し、指定書式を用い作成する。 

・書式サンプルは、全国リハビリテーション学校協会ホームページにて参照すること。 

・書式レイアウトは、指定書式に準じ、文字書体、文字ポイント、余白は厳守する。 

・行数、行間、文字数、文字間に関しては、全体のレイアウトに合わせ、各指定枚数に収まる範囲での変更は構わない。 

[指定書式] 

・ページ設定：A4 余白上下左右20mm とじしろ0mm 厳守。 

・タイトル：MSゴシック12pt、 English title：century 10.5pt 

・主研究者、共同研究者、所属、英字表記、キーワード：MSゴシック10.5pt 
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